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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２０年１１月２６日（水）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　５時３１分　閉会

１．場所

大会議室

１．出席委員

委 員 長
 上村高義 
 副委員長
 川口純子 
 委　　員
 山崎雅数

委　　員
 大澤千恵子
 委　　員
 村上英明 
 委　　員
 嶋野浩一朗


１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝

生活環境部長　紀田光司
 　同部次長兼環境業務課長　水田和男

同部参事兼市民課長　村江　卓　　自治振興課長　萩原　明

産業振興課長　藤井智哉
 同課参事兼農業委員会事務局長　田橋正一

同課参事　鈴木康之
 環境対策課長　池上敦実

環境センター長　五里江路人

保健福祉部長　佐藤芳雄
 同部理事　福永冨美子

同部次長兼地域福祉課長　登阪　弘　　同部参事兼こども育成課長　稲村幸子

地域福祉課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子　　障害福祉課長　堤　守

生活支援課長　東澗順二
 介護保険課長　山田雅也
 国保年金課長　野村眞二


同課参事　大嶋良一
 同課参事　寺田　博
 健康推進課長　阪口　昇


こども育成課参事　船寺順治　

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局書記　寺前和恵


１．審査案件（審査順）

認定第１号　平成１９年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分

認定第７号　平成１９年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計歳入歳出決

　　　　　　算認定の件

認定第３号　平成１９年度摂津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定の件

認定第４号　平成１９年度摂津市老人保健医療特別会計歳入歳出決算認定の件

認定第８号　平成１９年度摂津市介護保険特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○上村高義委員長　ただいまから民生常

任委員会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は川口委員

を指名します。

　先日に引き続き、認定第１号所管分の

審査を行います。

　村上委員の質疑に対する答弁を受けま

す。

　船寺参事。

○船寺こども育成課参事　ご質問の１点

目の、保育所保育料の不納欠損、また、

収入未済額の増加の状況の中で、納付方

法はどうかというご質問でございますが、

現在、保育料につきましては、納付書に

よる、金融機関での振り込みとなってお

ります。

　このことは、徴収業務や保護者との懇

談会などで、仕事を休んで金融機関に行

かなければならないので、不便であると

いうご意見も受けております。

　こども育成課といたしましては、口座

引き落としでありますとか、コンビニエ

ンスストアでの支払いなどについて研究・

調査を行っております。

　今後、その導入について検討してまい

りたいと考えております。

○上村高義委員長　村江参事。

○村江生活環境部参事　５コーナーとも、

１９時までの業務時間帯を統一をという

ことでございましたが、現在、千里丘、

正雀、南摂津の３コーナーにつきまして

は、駅に近いということで、その通勤途

上の方の利用を図ってまいりました。

　あと、鳥飼、別府の２コーナーも含め

て、５コーナーとも、１９時までの業務

時間統一については、今後の検討課題と

させてもらいますので、よろしくお願い

いたします。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　ＪＲ千里丘駅の

エスカレーターの保守点検委託契約につ

きましては、庁舎ほかの市立施設を一括

しました摂津市庁舎外総合管理業務委託

に基づいておりまして、平成１７年度か

ら平成１９年度までの３年間の契約金額

が５８４万円となっており、これを３年

間に分割いたしまして、１７年度は１９

４万６　，０００円、１８年度及び１９

年度が１９４万７，０００円となってい

るものでございます。

　２点目、地域福祉計画についてでござ

いますが、現行の地域福祉計画につきま

しては、平成１７年度から平成２１年度

までの５か年計画となっており、これま

で、二中、四中校区におけます地域活動

拠点の整備、各中学校区におけますコミュ

ニティーソーシャルワーカーの配置や、

摂津みんなで体操三部作などによる自主

グループの育成、子育てサロンの実施な

どの取り組みが進んできたというふうに

認識いたしております。

　今後も、引き続き、拠点の整備、相談

機能の充実、ボランティアなどの人材の

育成を通じまして、介護予防や子育て支

援などの地域福祉の課題の取り組みを強

め、次期計画につないでまいりたいと考

えております。

　３点目の、独居老人の数につきまして

は、民生委員さんから提出される名簿に

より把握しておりまして、直近で１，２

０３名となっております。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、国民健

康保険特別会計の繰出金の近隣市の状況

と、法定外の繰り出しがなかった場合の

保険料への影響ということのご質問にお

答えさせていただきます。

　まず、北摂各市の法定外の繰出金の状

況でございますが、これは、保険者の規
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模によりまして、金額にかなり多い、少

ないがありますので、一般被保険者一人

当たりの額で比較していただけたらと思

いますので、よろしくお願いします。

　まず、豊中市が、１９年度の決算状況

で見ますと約１万円、池田市が約５，０

００円、吹田市が約８，２００円、高槻

市が約１万２，０００円、茨木市が約１

万６００円、箕面市が約１万７，６００

円、そして、本市が約１万１，０００円

となっております。

　そして、２点目のご質問の、法定外の

繰り出しがなければ、保険料への影響と

いうことでございますが、保険料は世帯

単位で賦課させてもらっておるんですが、

その場合、各世帯の所得であったり、被

保険者の人数であったりで、かなり差が

出ますので、単純に、一人当たりの平均

保険料ということで申しますと、先ほど

申しました、約１万１，０００円がふえ

るという形になりまして、１９年度で見

ますと、決算ベースで、一人当たりの平

均保険料が８万６，４００円となってお

りますので、そこに１万１，０００円を

乗せた９万７，４００円程度になろうか

と思います。

○上村高義委員長　堤課長。

○堤障害福祉課長　それでは、私の方か

ら、第１期障害福祉計画の中間年として

の認識についてというご質問にご答弁申

し上げます。

　本市では、平成１８年度から平成２０

年度を第１期とする障害福祉計画を策定

し、障害福祉サービス等の地域基盤整備

を進めております。

　障害福祉サービスの計画見込み量の達

成状況につきましては、訪問系サービス

では、ホームヘルプサービスについて、

目標を超えて達成をしている状況でござ

います。

　次に、日中活動系サービスにつきまし

ては、旧法施設や小規模通所授産施設、

福祉作業所の新体系移行が、平成１８年

度から平成１９年度の間では、ほとんど

行われていないため、平成１９年度末時

点では、達成していないサービスがほと

んどとなっております。

　児童デイサービスにつきましては、障

害児童センターが、平成１８年度に新体

系に移行したため、計画見込み量を達成

いたしております。

　なお、平成２０年度に事業所に対しま

して、新体系移行の促しや説明を積極的

に行いました結果、平成２１年度には、

多くの小規模通所授産施設や福祉作業所

が、生活介護や就労継続支援Ｂ型に移行

をする予定となっており、平成２１年度

には、日中活動系サービスが大幅に増加

する見込みとなっております。

　また、残りの市立施設につきましては、

平成２２年度に移行を予定いたしており

ますので、平成２１年度から平成２３年

度を計画期間といたします、第２期障害

福祉計画において反映できるものという

ふうに考えております。

○上村高義委員長　萩原課長。

○萩原自治振興課長　自治会からの防犯

灯新規設置申請を５月末日までに提出し

ていただき、１１月中に設置工事を行う

までの期間における事務の内容について

でございますが、新規設置申請の提出を

受けた後、要望箇所におけます現場確認、

自治会長との協議、小柱を設置する場合

は、水道管等の地下埋設物の確認、さら

には、電力会社への申請書類の整備等を

行っております。

　自治会からの要望箇所につきましては、

防犯対策の面からも、早急に防犯灯の設

置が必要な箇所もあることは理解してお

りますが、これらの手続が必要なことか
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ら、１１月中の新設となっております。

　続きまして、防犯灯を、自治会長以外

の申請で設置することがあるのかにつき

ましては、自治会に属さない市民の方か

らの申請でありましても条件が整えば設

置しております。この場合、設置後の維

持管理につきましては、原則として、申

請者が行うものとなっております。

　ただし、いずれの自治会のエリアにも

属さない場所で、申請者に防犯灯の維持

管理が困難である場合は、防犯を優先し、

市が管理している防犯灯もございます。

　続きまして、地域活性化事業補助金の

均等割と世帯割の金額改定の経緯と、現

在の金額に対しての認識でございますが、

金額改定の経緯につきましては、改定前

は、均等割が、１校区当たり５０万円、

世帯割が、１世帯当たり１００円でござ

いましたが、平成１５年度に行財政改革

の一環として、１０％カットさせていた

だき、現在の均等割４５万円、世帯割９

０円にさせていただきました。

　現在の金額に対しての認識でございま

すが、校区全体で見ますと、平成１５年

度から１９年度までの予算執行率の平均

は８３．７％となっておりまして、妥当

な金額であると認識いたしており、各校

区におきまして、事業内容を精査しなが

ら実施していただきたいというふうに考

えております。

○上村高義委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　質問番号６番の、

資源ごみ収入に係ります２件の答弁でご

ざいます。

　ペットボトルの単価ということで、１

９年度決算におきましては６０．９円と

なっております。

　それから、質問番号２２番の、可燃ご

み収集運搬委託料に係ります、直営と委

託のエリアと、それから、１炉運転を目

指した目標数値と、これまでの取り組み

ということでございます。

　まず、直営と委託のエリアでございま

すけれども、全世帯に対する比率におき

ましては、直営では約７５％、委託で２

５％になっております。

　それから、１炉運転を目指した目標数

値では、１炉、約２万７，０００トンを

目標数値といたしまして、１９年度の焼

却量では２万８，５８４トンになってお

りまして、残り約１，５００トン近く目

標数値まで達しております。

　それから、これまでの１炉運転に目指

した減量の取り組みということがござい

ますけれども、平成１３年２月から、家

庭系のごみの排出におきまして、ごみ袋

の透明、半透明の取り組み、それから、

資源の１１種分別、それから、最近では、

雑紙の資源化ということで取り組んでお

ります。

　それから、２３番の、不燃ごみの搬出

処理委託料に係ります廃プラをリサイク

ルした場合に、委託にどういう影響があ

るのかということでございますけれども、

不燃ごみの組成分析の中では、比率では

約３５％が廃プラが混入しております。

それをリサイクルするとなれば、当然、

その３５％の部分が委託料で影響すると

いうことで、１９年度の決算でいきます

と、約３，７００万円ぐらいは減になろ

うかなと思います。

　当然、そのことによりまして、フェニッ

クスの埋め立ての処分委託料も、当然そ

の分が減量いたしますので、委託料もそ

の３５％分には影響があるでしょうとい

うことでございます。　

○上村高義委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　質問番号２５番、

事業者データベースの新規事業所の管理

について、委員のご指摘のとおり、市内
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工業系事業所全体の把握の観点から見ま

して、削除の管理はできておりますもの

の、分母となる全体数の精度が悪ければ、

データ管理は十分とは言えません。

　これは、当時、約７３０万円の調査費

用は、国の全額負担でありましたが、次

年度からのデータ維持管理は、市の単独

負担となりますことから、限られた予算

の範囲内で、当初データの管理とホーム

ページの掲載登録に重きを置かざるを得

なかったと考えております。

　ただ、今後、市内事業所の把握からか

んがみますと、新規事業所の管理は必要

と考えており、既に、来年度に向けまし

て、既存データの管理作業を洗い直し、

新規事業所の開拓に取り組んでいけない

かと、契約変更も含めまして、データ管

理事業者と詰めており、引き続き、充実

した事業所データベースづくりに努力し

てまいりたいと思います。

○上村高義委員長　田橋参事。

○田橋産業振興課参事　それでは、市民

農園の団体の定義なり、人数なりは何か

という質問と、個人貸しについて、検討

します、検討しますと答弁しているが、

一体どうなっているのかというご質問に

お答えさせていただきます。

　市民農園の運営は、摂津市市民農園設

置要領の第１条に基づき、老人クラブや

こども会、自治会等の団体に貸出をして

いるところでございます。

　この団体の定義ですが、老人クラブや

こども会、自治会等の、地域活動に取り

組んでいただいている団体を基準にして

おります。

　ですから、市民農園の申し込みをする

のに、知人ら数人の方が集まって、団体

だということで言われても、該当団体に

はならないということでございます。

　続いて、個人貸しについて、何を検討

してきたかというご質問でありますが、

摂津市のような都市型農業では、宅地並

みの税金に見合った農業経営をすること

は困難なことでございます。また、農地

は、一旦、駐車場や資材置き場に転用す

れば、農地として復活することは困難な

ことになります。

　市民農園運営は、市街化区域の農地が

年々宅地化になっていくのを防ぐため、

摂津市の農地の保全をしながら、農空間

も確保しつつ、農のあるまちづくりを目

的に、公的資金を使って運営しているも

ので、その内容として団体に無償で提供

しているものでございます。

　団体貸しの利点として、１点目は、農

地の効率的利用が図れることでございま

す。現在、総耕作面積で、５，４５１平

方メートルを、２５団体、３３２人にお

貸ししているわけで、一人当たりを単純

に計算しますと、１６．４１平方メート

ルとなります。

　これは、団体ごとの大きな区割りをし

て、その区割りの中で、通路もつくらず

に、数人の会員さんに耕作をしていただ

いているから確保できている面積で、こ

れを個人貸しにしますと、１５平方メー

トルでは、周りに隣接のトラブルを避け

るために、通路で区切るということにな

ります。そうしますと、１５平方メート

ルの区切りの周りに、２０センチの通路

をつくると、一区画で３．２平方メート

ルの農地が通路としてつぶれるというこ

とになります。限られた農地の中で耕作

していただける面積が、全体で、個人割

にしますと１７．５％減ることとなりま

す。

　やはりこの農地を有効に使うには、団

体貸しが好ましいと考えております。

　２点目としまして、市民農園の秩序維

持が図れるということでございます。
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　除草や予防、近隣住民とのトラブル、

また、農業者が水道を引っ張っておられ

るところもあります。団体の中で、水道

代として、定額の水道代金を徴収してお

られるわけですが、平等に水道量を守っ

てもらうとか、そんなことも、それぞれ

の団体の中で管理していただいておりま

す。ですから、役所がほとんど関知して

いないということですが、これが、個人

貸しになると、隣地間のトラブル等は役

所が仲介に入らなければなりません。ま

た、緊急的な通知、連絡についても、団

体だと、２５団体の代表の方にすればい

いんですけれども、個人ごとの対応とな

ります。

　この市民農園事業は、農地の保全を目

的とした事業ですので、財政難の中、市

の経費の増加になることは避けなければ

ならないと思っております。

　３点目に、団体の公共性を根拠に無料

貸出ができるということでございます。

個人貸しは、農地整備が完全でなければ

個人貸しが難しく、現在お借りしている

農地は、施設として何も手を加えず、現

状のままお借りして、区画割だけをして

団体にお貸ししております。設備環境を

きちんとしなければ、権利関係にも問題

を生じる可能性もあります。

　また、個人貸しした場合は、市が借り

た農地を個人に無料でお貸しするという

理由がなく、有料となります。

　一つの農園の中で、有料や無料の整合

性を考えますと、従来どおり、団体貸し

で実施していきたいというように考えて

おります。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　どうもご答弁ありがと

うございます。

　まず、１点目の、この不納欠損の分で

すね、今、金融機関でのの振り込み等で

やっておられるということでございます。

　しかしながら、現実といたしましては、

やはり収入の未済額というのは毎年計上

されているという、そういう現状でもご

ざいますので、例えば、口座振替という

ことにしますと、例えば、手数料、４円

なり５円なりかかってくるんじゃないの

かなというふうに思いますし、また、先

ほどもご答弁の中でありました、コンビ

ニ収納につきましては、もう少し高いよ

うな形で手数料がかかってくるかもしれ

ないということでありますけれども。

　例えば、この口座振込でいきますと、

児童、保育所へ入所されている方の数を

単純に掛けますと、約７，０００円程度

ぐらいになるのかなと、短期入園ですね。

また、コンビニ収納、例えば、５０円な

り６０円なりかかってきますと、９万円

程度の手数料がかかってくるということ

でもございます。

　しかしながら、この手数料を例えば市

が負担しても、この収入未済額がそれ以

上に減ってくるという可能性は多分大で

はないのかなと、そういうふうに思いま

すし、また、現実に、保育所に入れられ

ている方が、昼間、保育ができないとい

うか、仕事行っているという中で、なか

なか金融機関に行ける時間をつくるとい

うのも、なかなかいかがなものかなとい

うこともあって、ですから、市民の方か

らも、そういう納付方法ですね、口座振

替なり、また、コンビニ収納等々もちょっ

と考えていただけないかなと、そういう

ご意見もありますので、そういう手数料、

たとえ市が負担しても、この収入未済額

を減らしていけるということであれば、

実施をしていただけるような形で、また

検討していただければなと、そういうふ

うに思いますし、この収入未済額をゼロ

にするということが目的というか、目標
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かもしれないですけれども、これはする

ということではなくて、ゼロにできると、

そういう体制ということで市としても考

えていっていただければなと、そういう

ふうに思いますので、これについては、

そういう形でお願いをしたいと思います。

　それから、５番目の、決算書の６２ペー

ジの、資源ごみ売却収入の件でございま

すけれども、先ほど、ペットボトルの単

価ということで、６０．９円ということ

でありました。

　この平成１９年度決算、予算は６３０

万円計上されていて、現実としましては、

決算では９５０万円ほどいうことで、３

割強ぐらい増額になっているということ

であります。

　しかしながら、平成２０年度の予算は、

この平成１９年度の当初予算とほぼ同額

のような形で計上されておられますので、

この辺は市場単価等とも影響があるかも

しれませんけれども、これは、またしっ

かりと資源ということをちょっと強調し

ていただいて、しっかりと回収できるよ

うな形、また、売却できるような形で、

今後、またしっかりと取り組んでいって

いただければなと。

　また、そのリサイクルの推進という観

点からも、また進めていっていただけれ

ばなと、そういうふうに思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、決算書の９４ページの、防

犯灯設置工事の件でございます。

　今ご答弁ありましたように、申請され

てから、また、現場調査から、自治会さ

んとのお話し合い、また、自立柱を建て

てするということであれば、その埋設物

の調査いうことであったわけでございま

すけれども、やはり自治会としては、今、

暗いというか、防犯上つけてほしいとい

うことで申請されていると思いますので、

その辺を踏まえて、もう少し、この夏場、

摂津まつり等々もあって、業務繁忙とい

うこともあるかもしれませんけれども、

その辺も、自治会の要望ということで、

極力、速やかにおこたえするというよう

なことで、この工期の短縮については、

また、今後しっかりと目を向けながら取

り組んでいっていただければなと、そう

いうふうに思います。

　もう１点、この自治会からの申請の件

なんですけれども、今、新設もあります

けれども、２０ワットから３６ワットに

取りかえの分ですね。これについては、

自治会の総会の折に、設置基準というこ

とで、道路幅が４メートル以上とか、設

置間隔２５メートルとか、また、あと、

取りかえについては、通勤・通学等で通

行人が比較的多い場所というような、一

応基準というものがあるかと思うんです

けれども、この辺を、今後、防犯の観点

で、要は、明るい地域をつくるというこ

とで、その辺で、またしっかりと、この

条件については、またちょっと緩和とい

うんですかね、削除というんですかね、

ちょっとまた検討していただければなと。

　長年やっておられる会長さん等々につ

いては、ある程度、運用面があってもき

くかということもあるかと思いますけれ

ども、新任の方については、四角四面で

という形で見ていく方も中にはおられよ

うと思いますので、その辺で、説明の際

には、こういうこともあるけれども、防

犯上、２０ワットから３６ワットへの取

りかえということであるならば、地域が

明るくなって、防犯上、効力ありますよ

ということを踏まえて、しっかりとその

辺は説明をまたしていただければなと、

そういうふうに思いますので、その辺で

要望とさせていただきますので、またよ

ろしくお願いいたします。
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　この決算書の９４ページ、防犯灯維持

管理費補助の件でございます。

　この前もちょっとお聞きしたのは、平

成１７年度については、７灯から、平成

１６年度は６３灯、これは、自治会申請

とか、地域の申請ということではなくて、

警察等のパトロールの中で、ここにつけ

たらどうかという設置件数は、平成１７

年度、また１６年度であったかと思うん

です。

　その辺で、この１９年度の中で、そう

いう警察等々からの新設の要望があった

かどうかというのをちょっとお聞きして

たと私は思っておりますので、その辺が

もしわかれば、教えていただければなと、

そういうふうに思います。

　それから、防犯灯維持管理費の件で、

２０ワット、３６ワットの補助金という

ことで８００円出されていると思います。

これ、毎年、各自治会さんから、この設

置灯数の報告を受ける際に、２０ワット

何灯、それから、３６ワット何灯つけて

ますよと、そういう内訳をつけて報告さ

れていると思うんです。

　さらに、今、２０ワットから３６ワッ

トの取りかえで、各自治会さんからのちょっ

とお話があるのは、維持管理にどうして

もお金がかかってくると。球が切れても、

２０ワットの分であれば１，５００円と

か１，６００円ぐらいでいけるかもしれ

ないですけれども、この３６ワットの分

を取りかえようとすれば、倍から２．５

倍ぐらいのお金がかかってくるというこ

とですので、せめてこの３６ワットの補

助金の今８００円という一律の分を、３

６ワットだけちょっと切り離して、そし

て、増額をしていただきたいと、そうい

うお話も自治会の方からあるわけなんで

す。

　そういう意味で、この補助金について、

どういう認識を持っておられるのか、今

後の考えについて、この１点をちょっと

お聞きしたいと思います。

　それから、決算書９８ページの、地域

活性化事業ですね、この分については、

平成１５年度から、均等割が４５万円、

世帯当たり９０円に下がりましたという

ことでございます。

　これにつきましては、今、地域活性化

ということで花をつくったりとか、また、

防犯活動をされたりとか、地域の祭りで

すか、そういう形で、地域の特色を生か

してされているという中で、これは要望

なんですけれども、この地域活性化とい

うのは、地域に特化したというか、特色

を出すというか、そういう意味も若干あ

るかと思うんです。そういう意味からし

ても、この地域活性化の効果、こんなん

やってますよと、そういうようなものが

情報交換できるような、一応、会議とい

うんですかね、打ち合わせできるような

場を持っていただければなと、そういう

ふうに思いますので、これについても要

望とさせていただきますので、よろしく

お願いいたします。

　それから、決算書の１０８ページの、

非常勤職員等賃金の件で、今、各サービ

スコーナーの件ですね、今後、時間の統

一ということでまた検討していただける

というようなことでございます。

　今後、また、一律という形で、統一の

方向でまた検討していただければなと、

そういうふうに思いますので、よろしく

お願いいたします。

　この市民サービスコーナーの件で、ちょっ

と１点だけご質問させていただきたいん

ですけれども。

　今まで、この平成２０年度、母子手帳

につきましては、健康福祉課の方で配布

ということで、そのときは、保健師さん
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の指導というか、お話しも聞けますよと

いう体制があると思うんですけれども、

これが、市民サービスコーナーで渡すと

きには、あとどういうフォローされてい

るのかなと、そういうことだけ、１点だ

け、この件についてお聞きしたいと思い

ます。

　それから、決算書の１２２ページ、障

害福祉計画の件でございます。

　今、この平成２０年度につきましては、

次の第２期の計画をつくっておられると

いうようなことでございますけれども、

これにつきましては、やはり摂津のまち、

今、少子高齢化というような形でもござ

いますし、社会的にも、この福祉という

ものにしっかりと目を向けておられるよ

うな状況でもございますので、その辺で、

第１期の分をしっかりと踏まえて、この

平成２０年度作成します、来年度から始

まります第２期の分ですね、また内容、

この摂津のまちでしっかりと定住してい

ただけるというか、安心して住んでいた

だけると、そういうふうなまちづくりを

目指して、この第２期の分については取

り組んでいただければなと、そういうふ

うに思いますので、よろしくお願いいた

します。

　それから、決算書の１２６ページの、

ＪＲ千里丘のエスカレーターの件でござ

いますけれども、これ、３年間というこ

とで管理委託をしているということでご

ざいます。したがって、来年度からは若

干体系が変わってくるのかなと、そうい

うふうには思うんですけれども、しっか

りと保守点検の内容を審議していただい

て、この委託料についてもまた検討して

いただきたいというふうに思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、１２８ページの、地域福祉

活動拠点の分ですね。

　これにつきましては、今、各中学校区

へのコミュニティーソーシャルワーカー

の配置とか、いろいろと福祉の面で取り

組んでいただいております。

　これにつきましても、今後、今、中学

校１か所に活動拠点を設けるというよう

な形で今取り組んでいっていただいてま

すけれども、今後、またしっかりと予算

措置をしていただく中で、小学校区１か

所目指して、今後早急に取り組んでいっ

ていただければなと、そういうふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。

　これも要望とさせていただきます。

　それから、決算書１３２ページの、国

保特別会計の繰出金の分です。

　今ありましたけれども、おおむね見れ

ば、この法定外の繰出金につきましても、

北摂の中で真ん中ぐらいになるのかなと、

そういうふうに思っております。

　やはりこの法定外といいますか、この

繰出金というのを、やっぱり一般会計か

ら見ると、この繰出金とか、あと公債費

の返済の分ですね、この辺、結構重みが

あるのかなと、そういうふうに思う中で、

やはり市民の保険料の減額というんです

か、そういう面で法定外とされていると

思います。

　今後、またしっかりと、この辺につい

ては国保の特会もあろうかと思いますけ

れども、国保の財政とか一般財政をまた

踏まえていただいて、この辺しっかりと、

今の保険料の減額となるような形の、こ

の法定外の分については、今後もまた継

続というような形で取り組んでいただけ

ればなと、そういうふうに思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、１３４ページの、独居老人

の件でございますけれども、今、独居老

人の数ということで、１，２０３人とい

うことでご報告がありました。
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　やはり、今、特に、この独居老人の孤

独死というのが、若干社会的な問題とい

うことでもされております。摂津市とい

たしましても、ヤクルトさんの一声運動

とか、老人会からの訪問、また、自治会

からの敬老の日のお祝い等々も含めた訪

問、そういう形もあろうかと思いますけ

れども、そういう中で、どうしてもやっ

ぱりかぶってくる方もおられると思いま

すし、そういう点ではゼロかもしれない

と、訪問が、いうこともありますので、

この辺の訪問ゼロという数字はやっぱり

なくすべきではないのかなと、そういう

ふうに思いますので、その辺で、この老

人の祝い訪問事業等々も含めて、ほかの

老人さんへの訪問の事業を、また充実し

ていただければなと、そういうふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。

　それから、可燃ごみの収集運搬の件、

決算書の１６２ページでございます。

　これ、今、１炉運転に向けて、あと１．

５００トンですか、いう形でありました。

　やはりこの可燃ごみを減らすというこ

とでは、この決算書でいきますと１６６

ページにあります、灰運搬処分の委託料、

フェニックスの分ですね、いうことへの

この委託料の減額にもなってこようかと

思うんです。

　そういう意味で、やはりこの可燃ごみ

収集に関しまして、分別を、また市民の

理解も得る中でまた進めていっていただ

ければなと、そういうふうに思います。

　また、このごみ収集の直営と委託のエ

リアの分につきましては、やはり委託さ

れている業者と直営の少しばかり温度差

があるかと思うんです。

　ということで、これを、例えば、入れ

かわりやるとか、エリアを毎年かえてや

るとかいう形で、一定、市民平等に意識

啓発をしていただけるような形で取り組

んでいっていただければなと、そういう

ふうに思いますので、その辺もまた検討

していただきたいというふうに思います

ので、よろしくお願いいたします。

　それから、不燃ごみ搬出処理の委託料

の分でございます。

　今、報告の中で、不燃ごみの中で、約

３５％廃プラができるのではないかなと、

そういうふうなご答弁もございました。

　やはりこれにつきましても、やっぱり

今のリサイクルという社会状況の中で、

今後、しっかりとこの廃プラの部分につ

きましても取り組んでいっていただけれ

ばなと。また、その辺も市民の協力とい

うか、理解も得なければいけないかと思

うんですけれども、その辺も、そういう

中で、市民の今現状でも、しっかりと分

別という形で、市民の方が協力していっ

ていただけているんじゃないかなと。他

市に先駆けてと思いますので、その辺で

一般質問もさせていただきましたけれど

も、この不燃ごみの回収の件ですね、増

ということで一般質問させていただきま

したけれども、この辺の回収も含めて、

このリサイクルにもしっかりと取り組ん

でいっていただければなと、そういうふ

うに思いますので、よろしくお願いいた

します。

　それから、決算書の１７２ページの、

市民農園の設置委託料の件でございます。

　やっぱり利点ということで２点ほど効

率的な面、また、秩序の維持ということ

で、大きく２点あるということでご答弁

がございました。

　やはり特に高齢化になってくるという

ことではなくて、若い方でもこれやっぱ

り土に親しみたいという方がだんだんふ

えてきているように私は認識しておりま

すので、その辺で、１週間前の委員会の

ときですか、お話もございましたけれど
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も、やはり市民農園に貸し出せる土地の

拡大につきまして、今後またしっかりと

取り組んでいっていただければなと。

　やはり土に取り組むというのは健康増

進にもなってこようかなと思いますので、

その辺も含めて、この市民農園の貸し出

しの面積ですね、箇所数につきましても、

またふやしていただけるような形での取

り組みをお願いしたいというふうに思い

ます。

　それから、最後になるかと思いますけ

れども、決算書１７６ページの、事業所

のデータベースにつきまして、先ほども

ご答弁がございましたけれども、やっぱ

り今、創設のときは、国の負担で、いっ

ときしっかりと汗を流してやっていただ

けたんじゃないのかなと、そういうふう

に思いますし、また、それ以降は、また、

市の単独ということでしているというお

話もありましたけれども、やっぱり平成

１９年度、１２０万円ほど活用させてい

ただいておりますので、その辺で、投資

対効果あるように、あと、この辺のデー

タベースをしっかりとやっていっていた

だければなと、そういうふうに思います。

　また、もう１点、ホームページなんで

すけれども、これがなかなか検索するの

がちょっとしづらいというような認識と

いうか、意見もございますので、その辺

で、ホームページ上で、摂津市のホーム

ページを開いたときに、このデータベー

ス、すぐに飛んでいけるような形でのま

た表示の方法いうんですかね、システム

につきましても、今後、検討していただ

ければなと、そういうふうに思いますの

で、よろしくお願いいたします。　

○上村高義委員長　阪口課長。

○阪口健康推進課長　それでは、母子健

康手帳の窓口配布につきましてのご質問

に対しまして、私どもの方からご答弁さ

せていただきます。

　ご案内のとおり、本年の４月から、健

康推進課の窓口で、これまでの市民課か

ら私どもの方で、母子健康手帳を交付す

るというふうなことにさせていただきま

して、妊娠の初期から、各種の母子保健

サービスの情報を提供するというふうな

ことで体制をとっております。

　私どもの窓口のほかに、これまでの利

便性もやっぱり考慮しなければならない

というふうなことで、市内のサービスコー

ナーで母子健康手帳を交付しているとい

うようなことでございます。

　その折に、後のフォローをというふう

なことでございますけれども、妊娠連絡

票というふうな用紙に記入をしていただ

きまして、その用紙が、私ども健康推進

課の保健師の方の手元に返ってまいりま

す。それを検討といいますか、チェック

をいたしまして、いわゆる二十歳未満の

ご夫婦、いわゆる若年のご夫婦の出産、

あるいは妊娠後期、２８週以上で出され

た方、あるいは３５歳以上の初産といっ

た、いわゆるハイリスク妊婦さんという

ような方を抽出いたしまして、私どもの

保健師あるいは助産師の方からお電話を

させていただき、また、面接をさせてい

ただきまして、各種の保健サービスを同

様に提供させていただくと。また、健康

状態もお聞きするというような体制で臨

んでおります。　

○上村高義委員長　萩原課長。

○萩原自治振興課長　平成１９年度にお

いて、警察からの要望により防犯灯を設

置したことがあるのかについてでござい

ますが、平成１９年度はなかったように

記憶しております。

　ただ、先日、摂津警察署の方から、防

犯対策や交通安全対策について、警察と

市が共同してできないかとの打診があり
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まして、今後、検討することになってお

ります。

　この中で、警察官の夜間パトロールに

よる情報提供を依頼したいというふうに

考えております。

　次に、２０ワットと３６ワットの防犯

灯の同額補助金の認識についてでござい

ますが、２０ワットから３６ワットへの

取りかえ申請が進み、３６ワットの設置

総数が１９６灯と多くなっていること。

また、３６ワット球の維持費としまして、

２０ワット球より高額になることは認識

いたしております。

　しかしながら、財政状況もあり、現況

では、ワット数に関係なく、１灯当たり

８００円の補助となっております。

　今後につきましては、財政状況を勘案

しながら検討したいというふうに考えて

おります。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　ご答弁ありがとうござ

います。

　初めの、防犯灯維持管理の件ですね、

これにつきましては、やはり明るい地域

をつくるという観点で、地域といたしま

しても、２０ワットより３６ワットが明

るいというご意見もやっぱりかなりあり

ますので、その辺で、この補助金の分に

ついては、また検討していただければな

と、そういうふうに思います。

　今、地域におきましても、１戸１灯運

動につきまして、２年ぐらい前ですかね、

回覧等々をつくっていただく中で、市民

への啓発をしていただいているというこ

とでございますけれども。

　ちょっときょうの新聞なんですけれど

も、箕面市さんですか、いう中で、全部

局で啓発活動に取り組む統一キャンペー

ンを始めたということで、大事なのは１

戸１灯運動で、門灯や玄関灯を一晩じゅ

う点灯して、犯罪を未然に防ぐのがねら

いということで、こういうキャンペーン

も、この１１月から１月にかけてされて

いるということでございます。

　やはりこれは、暗がりを少なくすると

いうことで、やっぱりひったくりや性犯

罪を防止する効果が高いというようなこ

とでもされるということですので、この

辺で、市全体としても、こういう引き続

きのキャンペーンもいうんですかね、含

めて、今後また検討していただければな

と、そういうふうに思いますので、また

よろしくお願いしたいというふうに思い

ますし、また、この１戸１灯運動につき

ましては、やはり市民の方からも、門灯

をつけておられる、そういう住宅街とい

うか、そういうところに行きますと、やっ

ぱり明るいという認識があるということ

ですので、この辺も、この地域の啓発も

含めて、この１戸１灯運動について、ま

た自治会の回覧、また、広報せっつ等で

の掲載も含めて、また継続していってい

ただければなと、そういうふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。

　もう一つ、この母子健康手帳の件でご

ざいますけれども、やはり特に一人目の

出産のときは、やっぱり不安が大きいと

思うんです。二人目、三人目となると、

やっぱり一人目のときでそうしてなれる

と言ったらちょっと語弊があるかもわか

りませんけれども、状況の判断がやっぱ

りしやすくなるということでもございま

すけれども、やっぱり特に一人目のとき

は不安が大きいと思いますので、この辺

は、しっかりとまた保健師さんとの面接

を、平成２０年度、健康推進課の方でやっ

ておられますけれども、しっかりとまた

取り組んでいっていただければなと、そ

ういうふうに思います。

　これは、もう一つ、今、男女共同参画
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という観点から、母子手帳という言葉、

これは、例えば、男女平等という中で、

例えば、親子手帳にするとかいうことも

含めて、今後また取り組んでいっていた

だければなと、そういうふうに思います

ので、よろしくお願いしたいと思います。

○上村高義委員長　村上委員の質問が終

わりました。

　ここで、山崎委員より、先日の委員会

での発言訂正の申し出がありましたので、

許可します。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　ありがとうございます、

発言を許可いただきまして。

　先日、認定こども園の論議の際に、私、

国が進めようとしている保育園との直接

契約方式の導入、これが、保育、子育て

支援の公的責任の放棄であるというふう

に指摘すべきところを、公的責任を問う

という際に、幼保一元化に問題があって、

幼保の役割が異なり、保育園に幼児教育

の役割、重視されてないというような論

調になったことに対して、決してそのよ

うなことではないと、しっかり教育やっ

ておられるということで、訂正をして、

おわびしたいと思います。

　不勉強で、非常に申しわけありません

でした。

○上村高義委員長　ほかに質問ありませ

んか。

　川口委員。

○川口純子委員　それでは質問させてい

ただきます。

　民生費全体の割合で、構成比率ですけ

れども、大阪府下、下から６番目という

ことで３０．９％、こういう中で、平成

１９年のテーマは、基盤整備と子どもと、

そういうことだったんですけれども、そ

ういう点から見ても、この民生費全体と

しては、やはり私は、まだまだ足らない

というふうに思いますけれども、予算全

体として、この民生費の割合というか、

さらにふやしていこうという、子育て支

援ももっともっとしていこうという、そ

ういう考え方については、１９年の決算

から見てどうお考えなのか。佐藤部長で

も結構ですし、副市長でも結構です、お

答えいただきたいと思います。

　決算概要で質疑したいと思います。

　５１ページの、摂津まつり振興会補助

事業です。

　これは、平成１９年の摂津まつりのと

きに、一般質問でも問題にしてきました。

　この中で、自衛隊協力会ですかね、そ

ういう中の皆さんの中で、自衛隊装甲軽

機動車というのが展示されました。この

ことについては、憲法を守り、人間を尊

重する平和都市宣言を行っている本市と

しては、やはりイラクに派遣されている、

この同型の機動車を展示するという、こ

ういうことについての問題を指摘してき

ました。

　その後、摂津まつり実行委員会の中で、

どのように、この間、経過ありますけれ

ども、確認をしておきたいと思います。

　５１ページの、地域活性化補助事業で

すが、資料を先日いただいておりまして、

この中身についてはよくわかりましたし、

今、村上委員の質問の中でもいろいろ出

ておりました。

　地域活性化補助事業の精算のやり方、

きちんとされているのか、領収書偽造と

かそんなことになれば、もうなかなか解

明ができない部分もあるんですけれども、

その辺のところはどのようになっている

のか、精算の透明性の確保が必要だと思

いますけれども、それをお聞きしたいと

思います。

　５８ページの、市民課にかかわる問題

で、個人情報保護とか、障害者自立支援
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法、こういう法律ができまして、例えば、

年金の現況届けを出すにつきましても、

住民票などが要るわけです。後見人になっ

ている場合、後見人本人が住民票をとり

にいければいいわけですが、残念ながら、

それも行けない場合に、同じ家族がとり

にいったときに、障害者本人の委任状が

必要であるとか、これまでそういうよう

なことが、ちょっと対応の中で出てきて

おります。

　重度の障害がある方で、委任状も書け

ないというのが当然わかっているのに、

ちょっと前までは、その委任状さえあれ

ばオーケーということで、住民票を出し

ていただいたりもしたことはあると思う

んですが、私、やっぱりこれはおかしい

なと思いながら、疑問に感じておりまし

た。

　今、自立支援法などができて、そうい

う書類などを出すにも、やはり本人確認

というか、後見人の確認をするというこ

とが出てきていると思うんですが、窓口

ではどのようになっているのかお聞きし

たいと思います。

　それから、６７ページの、地域福祉活

動拠点整備事業、これは、今後どのよう

な計画を持っておられるのか、お聞きし

たいと思います。

　先ほどの村上委員の中でもちょっと出

てきたかもしれませんが、再度、確認を

したいと思います。

　それから６７ページの、社会福祉事業

団のこの事業です。

　昨年、多分、監査も受けておられると

思うんですが、事業団で長年働いておら

れる職員の方の労働条件であるとか、待

遇であるとか、そういう中で、監査の結

果含めて、どういうような状況で改善を

されてきているのか、問題点はないのか、

お聞きしたいと思います。

　６８ページの、障害者雇用助成事業、

この中身について、どうであったのか、

確認をしたいと思います。

　６９ページの、コミュニティーソーシャ

ルワーク事業です。

　これは、先ほど、村上委員も質問して

はったと思うんですが、これが福祉の窓

口ですね、あるわけですが、地域の皆さ

んが、５中学校区に分かれて、それぞれ

ソーシャルワーカーがいてるわけですけ

れども、実際に、コミュニティーソーシャ

ルワークということもなかなかわかりに

くいと。実際に、事務報告を見てみます

と、福祉の制度などの相談であるとか、

そういうことがたくさんやられてたり、

障害者の方であるとかいうことなんです

が、社会福祉協議会や市役所、地域福祉

課、第二中学校区などはあけぼの工作所

の中の方が担当しておられますけれども、

こういうのが、市民の中でほんとにまだ

まだ知られてないんではないかなと、そ

ういうふうに思うんですが、例えば、民

生委員さんとかどういう連携になってい

るのか、確認をしたいと思います。

　７４ページの、高齢者の住宅支援事業

の家賃助成の補助金の問題です。

　これも、長年にわたって制度をやって

おられるわけですが、今、介護保険料が

上がり、それから、後期高齢者保険料と

か、そういうのがどんどん年金から天引

きになって、これまでの年金で生活をさ

れておられた方の中からも、本当に苦し

いという声がたくさん寄せられてきてい

ます。

　そういう中で、この制度が長年にわたっ

て、家賃を、５万円を限度として、３分

の１補助だけれども、１万円を限度とい

うことで、大変喜ばれている制度なんで

すけれども、私は、もう少し、大澤委員

も質問しておられたと思いますが、所得
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制限を引き上げることであるとか、家賃

の限度額を、もう少し実態的に引き上げ

てあげるとか、もう少したくさんの人が

受けられるような制度にはできないのか。

　２，９３３万円のこの予算の中で２，

８２０万円ということなんですけれども、

もう少しこれ充実ができないのか、検討

できないのか、お聞きしたいと思います。

　概要の７５ページの、高齢者移送サー

ビス事業ですが、これは、この定義が、

外出が困難な高齢者を福祉車両で移送す

ると。福祉車両ということなんで、車い

すつきでないと移送できないんですが、

実際には、車いすを使用するほどでもな

いけれども、なかなか一人で病院に行け

ないと、そういう方たちが、なかなか少

ない年金の中で、タクシーを利用しなけ

ればならなくて病院に行くとか、そうい

う高齢者の方もふえてきております。

　この高齢者移送サービス事業について、

制度の制限があるのかもしれませんけれ

ども、例えば、要介護、要支援、境目と

いうか、そういうのというのは、なかな

か人によって違うと思うんですけれども、

車いすがなければ移送できないというこ

こを、もう少し改善の余地がないのか、

お聞きしたいと思います。

　次に、国保年金課の窓口のプライバシー

対策として、ユニットパネルが設置され

ました。そういう中で、いろいろ相談に

来ておられる方、たくさん多くなってお

ります。

　しかし、プライバシーが本当に守られ

ているかと言いますと、まだまだ、これ

は職員の方の対応は、私はよしとは思い

ません。

　国保課の窓口に座っておりますと、も

うどんどん聞こえてきますし、カウンター

で、もう大きな声で、やはりいろいろな

方の相談をしておられます。これは、そ

の方だけの、職員だけの問題というふう

にはとらえないで、やはり相談を受ける

方の立場に立って対応していただきたい。

何のためにユニットパネルを置いたのか。

　そこら辺でいきますと、国保年金窓口

の改善はまだまだしなければならないと

思いますが、この間、どのように指導さ

れてこられているのか、お聞きしたいと

思います。

　８０ページの、保育にかかわる部分で

すが、保育所の入所の関係ですが、公立

保育所の職員の実態です。

　非常勤、臨時職員、この職員の方たち

が、やはり公立保育所ではふえておりま

して、摂津市役所全体の中の非常勤、臨

職の、そういう中の割合の中でもかなり

高い。毎年、毎年、保育士さんの採用、

先日，正職も採用したという、そういう

報告もありましたけれども、この職員の

配置、それから、非常勤、この配置の問

題についてどう考えておられるのか。

　やはり正職できちんとやっぱり採用す

べき、そういうふうに考えておりますけ

れども、その辺のことについてはどのよ

うな考えでしょうか。

　それから、一時保育の入所の状況です。

　例えば、３歳未満児で２，２６８人の、

１年間で一時保育の入所があります。

　この一時保育というのは、週二日勤務

の方も預けられるというふうなことやっ

たと思いますけれども、実態として、今、

公立も私立も、入所が１１５％になって

いるという中で、ことしは、まだ少しあ

きのあるところもあるかもしれませんけ

れども、ほぼ満杯の状況で、目いっぱい

子どもが入っていて、子育て支援センター

が、その２，２６８人の一時保育のほぼ

半分、１，１５６人を受け入れていると、

そういうことなんですけれども、３歳以

上児でも、１，１５２人のうち６３０人
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ですから、子育て総合センターがこの一

時保育でかなり使われているんだなとい

うのがわかるわけですけれども、これだ

け一時保育が多いという中で、やはり保

育士は私はやっぱり足らないんではない

かと、そういうふうに思うわけですが、

本来の一時保育、やっぱり一時的な保育

ですから、働いておられる方の子どもさ

んを保育するということでは本来はない

んではないかなと思うんです。

　その辺のところではどう見ておられる

のか。年々ふえ続けていると思うんです

が、この一時保育に予約するのもなかな

か大変というふうにお聞きしております。

　そのことについてお聞きしたいと思い

ます。

　８０ページの、家庭児童相談室の運営

事業です。

　これは、摂津の中で、私はいつも言っ

ております。大変いいものをつくってい

ただいてきたなというふうに思っており

ます。

　家庭児童相談室のチラシというのは、

こういう感じで、なかなか余り目立てへ

んとこもありますが、子育てハンドブッ

クやこういうのがあるから、どこに相談

すればいいのか、そういうのは割と、ほ

んとにこれはいいなと思っております。

　そういう中で、この家庭児童相談室、

事務報告書を見ますと、やはり児童虐待

の問題の中で、４９８件の相談で、言語

発達の問題とか、虐待の相談とか、そう

いうのがふえております。年々ふえ続け

てると思いますが、この人の配置ですね、

それから、休みもとってはるのかしらと

思うぐらい心配をしておりますけれども、

人の配置は十分なのか。資格を持った心

理判定のできる、そういう方たちの体制

など、どういうふうになっているのか、

お聞きしたいと思います。

　臨職の賃金と報償金というのが上がっ

ておりますけれども、このことについて

確認したいと思います。

　８０ページの、助産施設の入所承諾の

この内容について確認をしたいと思いま

す。

　８３ページの、母子家庭自立支援事業、

支援員の報酬として２０７万６，０００

円上がっておりますが、これの相談内容

が、やっぱり母子福祉資金が、相談の１

８６件のうち１５８件になっております。

　この母子福祉資金の制度というのが、

なかなかすぐに活用できにくいという、

何か月かかかるというような、そういう

中身が、これは摂津の制度ではないので

あれなんですが、十分に母子支援員の方

たちと相談がうまくいっているのか。ほ

かのいろいろな制度にもつないでいって

いただけてるのか、その実態について確

認をしたいと思います。

　それから、生活保護費のところです。

８４ページのところです。

　保護件数について、ケースワーカーの

状況です。

　ケースワーカーが、摂津では、一人当

たり何件ぐらい担当しておられるのか。

　それから、私は、前からちょっと取り

上げておりますが、女性ケースワーカー

をなぜ配置してこなかったのか。一般質

問の中でも答弁があったわけですけれど

も、いろいろな相談に乗っていくのに、

やはり女性のケースワーカーがなぜいな

いのかなと思います。大変疑問に感じて

おりますが、このことについて、やはり

配置すべきであると。実際に作業してお

られて、いろいろ相談を受けられて、女

性のケースワーカーが要るなというふう

には感じておられると思うんですが、こ

のことについて、女性のケースワーカー

を配置する考えが今後あるかどうか、検
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討するのかどうか、確認したいと思いま

す。

　一人当たりの担当件数とお聞きしたい

と思います。

　それから、生活保護費の中で、廃止を

された方が１３９世帯、１９８人ですが、

この中で亡くなった人というのはどれぐ

らいおられるのか。亡くなったことで廃

止をした方、そういう方は何人ぐらいお

われるのか、確認したいと思います。

　９０ページの、妊婦健康診査事業です。

　妊婦一般健診委託料、これが、今、５

回になっているわけですが、どんどん今、

もう１４回にするところとか、実際で、

やはりなかなか少子化と言われている中

で、子育て支援策が広がってきておりま

すけれども、これの助産院で出産をされ

る方もふえてきておりますが、それから、

助産師さんで自宅出産の方もおられるか

もしれませんが、そういう人たちの、こ

ういう補助というのは、どういう精算の

方法になるのか。

　それから、もう一つ、乳児健康診査の

部分も、出産したその助産院などで、子

どもの健診に行ったときに、病院とはちょっ

と違うようなことになっていると思うん

ですけれども、その辺のところはどうす

ればいいのかわからないし、できないと

思っておられる方もおられるようなんで

す。

　そこをお聞きしたいと思います。

　それから、健康づくり年間日程表とい

うのが出されています。

　これ、ほんとに頑張って、いろいろ色

も使ってつくられた、保存版になってお

りますが、私も老眼が大分きつくなって

きまして、これでもやっぱり見にくいと

いうか、色がいっぱいあり過ぎて、かえっ

て見にくいというふうに思うんです。

　こちらに、前はこういう冊子のやつやっ

たと思うんですが、こういう薬局などの

ことも書いてるんですけれども、もう少

し見やすいようにはできないのか。色が

いっぱいあり過ぎて、かえってわかりに

くいような気もするんですが、この辺は

改善の余地がないのか、お聞きしたいと

思います。

　９２ページの、飼犬等の保護管理事業

です。

　これは、大澤委員も質問されておりま

したが、死獣処理をする数が事務報告に

載っておりまして、約８００。そのうち

の、所有者不明の猫というのが３９１で、

４８．８％にも上っています。

　今、それぞれ猫の好きな人も嫌いな人

もあるわけですが、地域で、猫を好きな

人たちが、地域猫ということで、いろい

ろ地域との問題もあるんですが、何とか

死なずに頑張ってほしいみたいなことで、

地域で、地域猫というような、そういう

活動しておられる方もおられます。

　吹田市などは、所有者不明の猫につい

ての避妊手術の補助などもしているわけ

ですけれども、こういうことについては、

全く検討の余地がないのか。摂津市内の

獣医さんのご好意によって、所有者不明

の猫が、例えば、重症のけがをしていた

り、そういうときですね、不妊手術でも

そうなんですが、少し安い金額でやって

いただいたり、そういう獣医さんもおら

れるようです。

　それぞれネットワークつくって、何と

か所有者不明の猫をつくらないように努

力しているという人たちもおられます。

　この辺についてはどうなんでしょうか、

検討は全然できないのか。私は検討すべ

きだと考えてるんですけれども、お聞き

したいと思います。

　それから、９２ページ、９３ページ、

ＮＯ2酸性雨等の調査事業です。それか
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ら、河川等の水質調査の問題です。

　この事務報告を見てまして、ＮＯ2酸

性雨のこの問題では、日平均の最高値が

０．０６９ppmで、１時間当たりの最

高値が０．１０ppmということで、か

なり１９年の３月、割と最高の、この国

基準からしても高いなと思ったんですが、

この委託について、この摂津の環境をど

ういうふうに見ておられるのか。いっと

き、ダイオキシン問題とかそういうこと

で、かなり焼却炉の機能の問題とかにつ

いても議論したことがありますけれども、

この結果についてどう見ておられるのか、

確認したいと思います。

　それから、河川の問題では、昨年もピー

フォアの問題とかが出てきました。これ

については、この水質調査をやっている

わけですが、こういうものについては、

ちょっと発見できてないというか、そう

いうことだったと思うんですけれども、

この辺のところについてはどういうふう

に報告を受けているのか。去年のそうい

うことがあって、それ以降、どういうふ

うに指導や、環境を守るということで調

査を続けてきているのか、確認したいと

思います。

　９４ページの葬祭事業です。

　この９月ですかね、多分、ほかの議員

さんにも皆きてると思うんですが、こう

いう名前なしでお手紙きました。テレビ

でも報道されました。私も、前に、この

業者のことについては一般質問で質問し

ています。

　市営葬儀を扱う業者への指導について、

この手紙を、もうほんと読むに耐えない

ぐらいの中身でありまして、ほんとにひ

どいなとは思ってるんですが、今、裁判

中ということで、事実がどうであるのか

いうのは確認しないとだめですけれども。

　メモリアルホール、通夜や葬儀が行わ

れている式場でのこのようなセクハラが

もし行われていたとしたら、もうほんと

にこれはもう業者失格、そういうふうに

思いますが、個人の問題として片づけら

れるような問題かなと、そういうふうに

も思いますし、これの指導についてはど

うされて、この間も含めてされているの

か、確認したいと思います。

　概要の９６ページの、ごみ減量対策で

す。

　先ほどからも質問が出ています。

　一つ、私たちは、会派で、徳島の上勝

町、今、テレビでもまたいろいろ報道さ

れております。映画にもなるというよう

なことになっておりますが、視察に行っ

て、大変ほんとに驚きました。

　ごみゼロ・ウェイスト、そういう活動

をしておられるということで、３４種に

ごみを分別して、みずからセンターに持

ち込んでいくと、そういうようなことで、

山合いの中で、協力し合いながら、ごみ

を燃やさないという、こういう村や、長

野県にも行ってきましたけれども、ごみ

を出さないという、燃やさないというこ

とでの努力をされているわけですが、摂

津市が同じようにはいかないということ

もわかるんですけれども、先ほどからの

答弁の中で、１炉運転へ向けてやってい

るわけですが、やはりもっと分別が必要

であると。やはりもっと分別しないとだ

めだなというのを私も感じて帰ってきて

るんです。

　なかなか職員の方たちが、この分別を

始めるに当たって、かなり地域に入られ

て、説明会を開いて、今ここまで到達し

てきています。しかし、この事務報告な

どで出ていますリサイクル費用などを見

ていますと、まだまだもっとリサイクル

すれば活用できるなというのがあると思

うんです。
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　市民の皆さんには、これ、私は、もっ

とわかりやすいのにしてほしいというふ

うに前にも言ってるんですが、今、よう

やくこの到達になってるんですかね。

　高齢者の方でも、絵を見て、あ、これ

はこういうふうに出せばいいんだなとわ

かるようにということなんですが、これ

も保存版になるんだと思うんですが、私

も冷蔵庫に張ってますけれども、大体こ

れで網羅できてるというふうに判断され

るんですかね。

　こういう中で、もっと、例えば、ペッ

トボトルのふたなども、この絵の場合は、

燃えないごみでほかしてくださいと書い

ています。これはリサイクルできるわけ

でしょ。そういうことについても、もっ

と市民の合意も要りますけれども、思い

切って、もっと分別を進めていくという

ことがやはり必要ではないかなと思うん

です。

　そういう点で言うと、やっぱり職員の

方たちがもっと努力をしていってもらわ

なければなりませんけれども、その辺の

ことについてはどう考えておられるのか、

１炉運転も含めて、できるのかできない

のか、可能性として。先ほど、あと１，

５００トンというふうにおっしゃいまし

たけれども、その辺のところはどうなん

でしょうか、お聞きしたいと思います。

　農業祭です、１０２ページ。

　農業祭は、もうこれは要望にしておき

ますが、ことしの農業祭が、いつもの１

１月の第２土・日じゃなくて、市長の都

合に合わせて、第１土・日になったとい

うことで、残念ながら、カニがなかった

と、カニがなくて、活気がない。何も市

長の日程に合わせる必要はないと、そう

いうふうに思います。関係ありますよ。

こられましたか。もう全く活気がない。

　これ、農業祭というのは、先ほど、農

のあるまちにすると。そういう中で、市

民がやっぱり新鮮なものを、できるだけ

安く、おいしく食べられるという、そう

いうのもあると思うんですね。摂津と提

携しているそういう、市と交歓できると

いうことで、大変喜ばれてると思うんで

すが、例えば、抽せんの問題でも、もう

かなりことしは暑くて、もう長蛇の列ずっ

と並んでおられて、それだけで大変くた

びれちゃう。

　それから、例えば、おもちとかも数が

制限されて、家族連れで来ても、なかな

か全部に行き渡らないような制限がある

とか、そういうことが声として聞いてお

りますけれども、もうほんとに売り切れ

御免で、もう市民の人たちに、安く、お

いしく、新鮮なものを提供するというふ

うなことで、農業祭のあり方ね、楽しん

でいただくということで、もっと改善す

べきではないかなと思いますけれども、

ぜひ、もう来年になってしまいますが、

来年に向けては、大体、１１月のやっぱ

り第２土・日でやるというのが市民にも

定着してきていると思いますし、市民健

康まつりなどとの、ちょっと場所が離れ

てしまいましたからあれなんですが、そ

ういうことについても改善をしていただ

きたいと、来年に向けて、思います。

　市民農園の問題は、もう先ほど村上委

員もおっしゃいましたのであれですが、

今度、千里丘東五丁目の市民農園もなく

なるのではないかという話を聞いており

ます。

　結局、やっぱり２５団体が借りておら

れるわけですけれども、本当に農を楽し

みたいという方たちがふえてきています。

ますます年金生活をされておられる方た

ちとか、そういう方もふえている中で、

この市民農園を、前回の委員会で、少し

可能性のあるような答弁をされておりま
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したけれども、ほんとにこれ拡大する気

があるのか。来年に向けてどういうふう

に拡大をしようとしているのか。もう実

際減ろうとしてるんですよね、また。年々

ふえてないですよね、この市民農園はずっ

といっておりますけれども、これをお聞

きしたいと思います。

　それから、産業振興にかかわる部分で

す。

　長引く不況の中で、ほんとに摂津市内

の中小企業の皆さん大変だと思うんです。

　そういう中で、事務報告、詳しく書い

ていただいておりますけれども、この中

小企業の資金融資の問題であるとか、そ

れから、商業活性化の取り組みで、平成

１９年、それから、ことし度に向けてど

ういうふうにやっておられるのか。

　それから、事務報告の１１３ページな

どの、大阪府の融資の取り扱い状況であ

るとか、中小企業信用保険法では、不況

業種の認定件数が７６件というふうに書

いております。

　この辺のところで、市内の商業活性化

に向けて、どんなふうにやってこられた

のか、お聞きしたいと思います。

　最後に、消費生活相談ルームです。

　これも、６７５件の相談のうち、５０

７件が契約解約いうことなんですが、体

制の充実を図っていっていただいており

ますが、もっと市民が使いやすいという、

もっと利用しやすいという改善をしてい

ただきたいなと思っておりますが、今の

状況についても確認したいと思います。

○上村高義委員長　佐藤部長。

○佐藤保健福祉部長　最初のご質問にお

答えをいたしたいと思います。

　民生費の割合が、府下でも下から６番

目であると、３０％余りであると。これ

についてどうお考えかというお問いでご

ざいますが。

　これ、市のいわゆる予算、行政につき

ましては、一つは、それぞれの自治体の

置かれた、いわゆる地勢であるとか、人

口の状態、いわゆるまちの状態というこ

とが一つあろうかと思います。

　それから、そういう中で、それぞれの

自治体が直面している政策課題というよ

うな問題もあります。

　そういう中で、本市、こういう運営を

させていただいているわけですが、いわ

ゆる民生費の部分につきましては、やは

り、私、担当部長といたしましては、近

隣各市の状況も踏まえながら、少なくと

も、この３０％という数字ということじゃ

なくて、やはり市民の方々一人一人に満

足をいただけるような形で取り組んでま

いりたいというふうに考えておりますの

で、ご理解をお願いしたいと思います。

○上村高義委員長　紀田部長。

○紀田生活環境部長　摂津まつりの、平

成１９年度、自衛隊の装甲車が展示され

ていたということで、この件につきまし

ての、それ以降の役員会なり、どういう

経過をたどったかいうことでのご質問だ

というふうに思いますが。

　詳しい日時はわからないんですが、と

りあえず、反省会として行いましたのが、

９月３日に実行委員会の反省会を持って

おります。

　そうした中で、一定、多くの市民とい

いますか、市民の方から、一つは、平和

都市宣言を掲げる摂津市として、まつり

の中に装甲車が来るということはふさわ

しくないのではないかであるとか、ＴＰ

Ｏとして、皆さんが楽しんでいただくま

つりに自衛隊が来てるということ。また、

その自衛隊の中へ勧誘するようなことで

のＰＲがされていたいうことがふさわし

くないのではないかというような意見が

出されておりますというようなことを、
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反省会の中で、私どもの方で提言させて

いただきました。

　集約としては、やはり一定、市として

補助金を出して運営されている会ですし、

また、多くの市民の皆さんに喜んでいた

だける、そういった趣旨で行っておるま

つりについては、一定すべての人に楽し

んでいただけるような配慮というのは当

然必要であろうなというようなことでの

集約ということになりました。

　それ以後、新年度につきましては、平

成２０年１月だったと思うんですけれど

も、平成２０年の摂津まつりを開催する

に当たり企画の中でも、一定、２０年度

の摂津まつりの取り扱いについては、自

衛隊勧誘、募集をしないであるとか、ま

た、さらに、装甲車を呼ばない、そういっ

た中で、主に自衛隊の災害派遣であると

か、そういう点については、多くの市民

の方については理解を得られるのではな

いかというようなことで、そういった趣

旨に添った運営をしていこうということ

で決まり、また、平成２０年度はそのよ

うな形でまつりを開催させていただいた

ということでございます。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　プライバシー保護

に係りまして、国保年金課の職員の対応

についてということでご質問をちょうだ

いしました。

　プライバシーの保護ということで、私

ども、課員につきましては、個人情報の

取り扱いについては、特に、朝のミーティ

ングであるとか、あと、機を見て、常に

そのあたりを職員に注意喚起ないしは指

導という形で行っております。

　市民への対応ということでは、先ほど、

ご質問でもいただきました、ユニットパ

ネルの利用であるとか、また相談室等も

設けておりますので、そちらでの対応を

ということで行っておりますので、よろ

しくお願いします。

○上村高義委員長　村江参事。

○村江生活環境部参事　ことしの５月１

日から、住民基本台帳法、戸籍法の改正

法が施行されまして、何人でも、住民票、

戸籍謄本等が請求できる従来の法から一

定の制限が加えられて、第三者請求につ

きましては委任状が必要となりました。

　ただ、第三者請求においても、自己の

権利の行使、義務の履行に関係して、正

当な目的を持つものについては、疎明資

料があれば、委任状は必要がございませ

ん。

　今回のご質問のように、第三者請求で

も、委任状などが提出できないような方

につきましては、その代理人に聞き取り

調査を行い、正当な請求、事由と判断す

れば、確約書、市民課に置いてるんです

けれども、それに記入してもらいまして、

請求可となりますので、よろしくご理解

のほどお願いいたします。

○上村高義委員長　萩原課長。

○萩原自治振興課長　地域活性化事業補

助金の精算の仕方がきっちりされている

のか、また、精算の透明性の確保につい

てはどうかということでございますが、

地域活性化事業補助金につきましては、

連合自治会長が補助金を申請された後、

内容を精査し、口座振替にて支払ってお

ります。

　事業が終わりますと、なるべく速やか

に実績報告書を提出していただくことに

なっております。

　実績報告書には、事業費、参加人数、

事業内容、事業効果等を記入していただ

いており、事業費より補助した額が多け

れば精算していただいております。

　このほかに、決算書、領収書、写真を

添付していただき、補助金の使途に誤り

－�21�－



がないかをチェックいたしております。

○上村高義委員長　阪口課長。

○阪口健康推進課長　そしたら、私の方

から、まず１点目でございますけれども、

助産院での妊婦健診につきましての対応

でございますけれども。

　今現在、妊婦健診で委託契約と申しま

すか、市と契約しておりますのが、大阪

府の医師会所属の、いわゆる産婦人科、

産科でございますので、直ちに妊婦受診

券で受診できるというふうなことにはなっ

てございません。

　ただ、私ども、里帰り出産とかいうこ

とで、府外の医院で受けられるときに、

いわゆる、後日、償還払いをするという

制度がございます。この制度で、助産院

で妊婦健診を受けられた方につきまして

も対応させていただくということで、現

在進めております。

　それと、助産院で出産された方、ある

いはご自宅も含めて、助産師さんで出産

された方での、いわゆる乳幼児健診でご

ざいますけれども、通常、助産院の場合、

いわゆる病院との連携というのが必ず必

要でございます。通常は、ほとんどその

連携病院の方で助産師さんからご紹介を

受けて、そちらの方で健診を受けていた

だくというふうなことになっているので

はないかというふうに考えております。

　それと、健康づくり年間日程表でござ

いますけれども、現在、ことしからこう

いう、委員ご指摘のように、見開きで、

カラー刷りにしたことによって、かなり

以前と比べて見やすくなったというふう

な声は聞いてるんですけれども、ただ、

この年間日程表につきましては、健康づ

くり推進協議会の保健調査部会というと

ころで、日程も含めましていろいろとご

論議をいただきまして、現在の形になっ

ておるところでございます。

　委員ご指摘のように、かなり情報が多

いので、どうしても字が小さくなってし

まう。このことで見にくいというのは、

これは、ご指摘のようにあるのかもしれ

ません。

　この辺につきましては、来年度に向け

まして、これから、その調査会の方で作

成をしていくわけですけれども、そういっ

た委員のご意見も踏まえて作成に当たり

たいというふうに考えておりますので、

よろしくお願いいたします。

　それと、いわゆる所有者不明の動物の

死体が多いというふうなことで、不幸な

犬、犬よりも猫の方が多いんですけれど

も、今、地域猫というような活動という

ようなこともご指摘がございました。

　この地域猫の活動に関しましては、非

常に地域とのコンセンサスを得るという

のが非常に大事なことでありまして、こ

の辺は、その双方の地域での話し合いで

取り組んでいただけたらなと思ってるん

ですけれども、そこに対する支援という

のは惜しまないというつもりでございま

す。

　それと、避妊・去勢手術でございます

が、限られた財源の中で、この避妊・去

勢の制度を設けるということにつきまし

ては、現在のところ、原課としては考え

ておりません。

　現在、府下で、私ども今つかんでおる

情報で、８市がこの去勢手術の助成制度

を持っております。以前、こういった制

度を持っているところについて、実効性、

制度をつくるにはやっぱり実効性が問題

やと思うんです。かなり飼い猫に出して

しまっていると。

　猫の場合、野良か飼い猫かわからない

と。それで、市民の方が捕まえて持って

きましたといったことで、その辺の実効

性が、税をつぎ込んでやる制度である以
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上、公平性というか、あくまでも野良猫

に対する助成を徹底するということであ

れば、地域での不幸な猫を減らすという

ようなこともできるかもしれませんけれ

ども、なかなかその辺の見極めが、先進

のところでお聞きすると難しいのかなと

いうようなことで、ただ、この状態を放

置するというのは、やっぱり不幸な猫を

ふやすということにもつながりますので、

引き続いて、この辺は、他市の状況を踏

まえて検討したいと考えておりますので、

よろしくお願いします。

○上村高義委員長　堤課長。

○堤障害福祉課長　それでは、障害福祉

課に係りますご質問にご答弁申し上げま

す。

　まず、摂津市社会福祉事業団について

でございますが、まず、監査の結果との

ご質問でございますが、平成１８年度の

下半期に、事業内容につきまして、財政

援助団体として監査委員の監査を受けて

おります。それが、１９年度に講評をい

ただいたものなんですけれども、ここで

講評の結果を申し上げますと、総括とし

ていただいておりますのが、一定の受け

払い事務を除く各事務においては、改善

すべき点が見受けられるので、改善策を

講じ、適正な事務処理に努められたい。

　委託契約事務においては、処理規則に

従い、記入漏れをなくし、事後処理とな

らぬよう努められたいというような総括

をいただいております。

　それと、職員の労働条件というお問い

でございますが、職員の労働条件につき

ましては、おおむね、市職員に準じた待

遇となっているものでございます。

　ただ、業務の繁忙等につきましては、

臨職、非常勤の配慮をいたしておるとこ

ろでございますが、平成２３年度に、指

定管理の更新を控えておりまして、事業

内容や待遇など、平成２１年度に検討を

してまいりたいというふうに考えており

ます。

　次に、２点目、障害者雇用助成事業に

ついてのご質問でございますが、本制度

は、障害者の雇用の定着を図っておられ

る常用労働者３００人以下の中小企業の

事業主の方に対する補助制度となってお

ります。

　１９年度の実績は、重度の方の雇用が、

身体の方が４名、知的の方が１名の５名、

その他の方が、知的の方が５名で、合計

１０名となっております。このうち、５

名の方が、平成１８年度からの継続雇用

となっておりまして、事業目的である、

障害者の雇用の定着については、一定、

達成をされておられるものというふうに

考えております。

○上村高義委員長　東澗課長。

○東澗生活支援課長　生活支援課に係る

ご質問にお答えいたします。

　生活保護ケースワーカー一人当たりの

担当件数でございますが、現在、８名の

ケースワーカーが配置されており、平成

２０年９月末現在で、平均で、一人当た

り９１世帯を受け持っております。

　次に、女性ケースワーカーの配置でご

ざいますが、相談内容の中には、女性が

対応した方が好ましい場合があることを

認識しています。現在は、そのような状

況では、健康推進課の保健師や、家庭児

童相談室の相談員など、関係機関と連携

をとりながら対応し、配慮を心がけてい

ます。

　今後、女性ケースワーカーの配置につ

きましては、適材な人員と体制を人事課

と協議・検討してまいります。

　最後に、死亡による廃止世帯数の件数

でございますが、平成１９年度は３７件

でございます。
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○上村高義委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　ごみ減量対策と

して、もっと分別をふやしてはという励

ましのお声というふうに理解しておりま

す。

　実は、上勝町でごみゼロ・ウェイスト

という取り組みをされて、燃やさないと

いう形で実績を上げられております。

　実際、私ども、上勝町の方で、その取

り組みに参加されたＮＰＯの方とも、現

在交流もいたしておりますし、いろいろ

教えていただくこともたくさんあります。

　これまで、１炉運転に向けてまして、

ごみ減量との取り組みで、年間７５％の

１炉運転ができているということでは、

一定、成果あるというふうに判断してお

ります。

　この先、もし、２万７，０００トンの

ごみ減量を達成したときに、その後どう

するんだというところで、我々、最近、

その議論も始めておりまして、まだまだ

減量を進めていくのかというところでご

ざいますけれども、なかなかごみの減量

率も若干よくないというところで、やは

りおっしゃってるような循環型の社会の

中では、やっぱり資源をもう少し分別を

ふやしていかなければならないかなとい

うふうには判断しております。

　ただ、そうなりますと、現在の収集体

制とか収集方法も、やはりそういうふう

に見直していかなければならないことも

発生するだろうし、そういう意味では、

今現在、交流させていただいてます方の

いろいろご意見を聞きながら、摂津市と

して、この上勝町と同じようなことはま

あ無理、できないところもありますけれ

ども、たくさんご意見いただいて、一つ

一つ問題も提起しながら、摂津市もやっ

ぱりごみゼロということを目指して検討

もしていきたいというふうに考えており

ます。

　やはり担当とすれば、やはりごみをな

くしたいという思いは、それぞれ個人個

人持っておりますので、今後、その辺の

ところも踏まえながら議論もしていきた

いと考えております。

　それから、チラシのことなんですけれ

ども、やはりこれは高齢者の方のことも

考えますれば、やはりもっとシンプルに、

見やすく、わかりやすくというふうには

考えていかなければならないので、また

これも、やはり予算も絡むことでありま

すけれども、いろいろな他市のチラシも

取り寄せながら、摂津市に一番合うよう

な形で今後していかなければならないと

いうふうに検討をしていきたいと考えて

おります。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　地域福祉課に係

る部分につきましてご答弁申し上げます。

　まず、地域福祉活動拠点の整備の件で

ございますが、現在、一中、二中、四中

校区が整備されておりまして、三中、五

中校区が未整備となっております。

　建物は、社会福祉協議会の方で建設を

行っていただきますけれども、用地につ

きましては市が提供するということになっ

ておりまして、現在、適切な用地がない

という状況でございます。

　その一方で、コミュニティープラザの

整備に伴いまして、現在、全庁的に、公

共施設の再配置を検討しておりますので、

そうした中で、地域福祉活動の拠点を確

保できないかなど、これまでの新しい用

地確保という観点にとらわれず、既存施

設の活用など、そういった観点からも整

備ができるよう検討しておるところでご

ざいます。

　続きまして、コミュニティーソーシャ

ルワーク事業についてでございますが、
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コミュニティーソーシャルワーカーが地

域において周知が図られ、地域福祉活動

の推進に大きな役割を果たしていくため

には、民生児童委員の理解は極めて重要

というふうに考えております。

　したがいまして、各地区で月一回開催

されております地区の民生児童委員の会

議に、可能な限り参加したり、ふれあい

サロンや子育てサロンなどにも、民生委

員、地域の校区福祉委員の皆様を初めボ

ランティアの方々などと一緒にかかわる

など、そういう努力を図っております。

　このような取り組みの中で、やはり民

生児童委員からの相談が一番多くなって

おりまして、民生児童委員などのご協力

も得まして、地域福祉活動拠点などを活

用して、定期的な地域の相談活動も実施

しております。

　また、この間、介護予防関係などの催

しも開催されておりますので、このよう

な機会を通じて、先ほどのチラシなどの

配布を行って、制度の周知に努めている

ところでございます。

　次に、家賃助成の関係でございますけ

れども、大澤委員のご質問にもありまし

たように、当初、家賃の限度額４万円の

ところを５万円、１万円引き上げたとい

う経緯がございます。

　委員ご指摘の、所得制限を引き上げる

とか、家賃の限度額を引き上げる等の見

直しについては、現時点では考えており

ませんが、今後の課題とさせていただき

たいというふうに考えております。

　続きまして、移送サービスについてで

ございますが、要介護度の高い方や障害

のある方など、公共交通機関を利用する

ことが困難な方を対象とした移送サービ

スにつきまして、福祉有償運送という制

度が設けられたところでございます。

　この公共交通機関という場合、タクシー

も含まれておりまして、当該地域内の輸

送の現状では、障害のある方など、移動

困難者の十分な輸送が確保できないと認

められることが制度の前提になっており

ます。

　そういった観点からしますと、本市の

ような状況の中で、車いすを使用せず、

通常のタクシーで移動できるような方に

対しまして、市が直接移送サービスを実

施することについては、適切ではないと

いうふうに考えております。

　以上でございます。

○上村高義委員長　稲村参事。

○稲村保健福祉部参事　こども育成課に

かかわるご質問に対してお答えさせてい

ただきます。

　まず、１番目、公立保育所の職員の実

態ということでございますが、現在、公

立保育所の職員、正規の職員が６３名、

臨時職員が３３名おりまして、ご指摘の

とおり、臨時職員の比率が３０％を超え

ているという実態でございます。

　ただ、本年につきましては、障害児保

育の加配といたしまして７名入っており

ますので、一時的というところも考えら

れるところではございます。

　臨時職員につきましては、１年雇用と

いうことになっておりますので、保育の

継続性の点ですとか、あるいは保護者と

の信頼関係を積み上げていくというよう

な点につきまして、問題があるのではな

いかというふうには考えております。

　基本的には、安定した雇用による職員

体制の確保というのが望ましいかとは思

いますけれども、これにつきましては、

市全体の状況がございますので、市全体

として考えていくものではないかという

ふうに考えております。

　担当課といたしましては、もう最低限、

各クラスの配置につきましては、正規職
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員が臨時職員を上回って配置をする。そ

の中で、正規の職員がクラス運営に責任

を持っていくということを基本的なとこ

ろに据えております。

　２番目に、一時保育の入所の状況につ

いてということでございます。

　一時保育につきましては、要件といた

しまして、１か月以内の緊急時の保育、

それから、短時間、あるいは週２、３日

の就労、就学による保育、それから、週

３日以内の育児リフレッシュによる保育

というものがございます。

　支援センターにつきましては、一時保

育のための職員といたしまして二人を配

置しておりまして、別の部屋を確保して、

一時保育に当たっております。

　ほぼ８名から１０名の予約をとりまし

て、緊急時については、その状況によっ

て、所長の判断で保育をしているという

ような実態がございます。

　各ほかの一時保育を実施している保育

所におきましても、一時保育のために、

保育士を１名雇用しているというような

状況がございます。

　年々、一時保育の需要がふえていると

いうことでございますが、やはり周りに

気軽に、安心して預けることが難しいと

いうような子育ての状況がございますの

で、安心して子どもを預けるというため

に、各保育所が利用されているのではな

いかというふうに考えております。

　すべてのニーズにこたえていくという

ことにつきましては、先ほどもご指摘が

ありましたように、予約がとりにくいな

どの状況がございますが、今後の利用状

況を見ながら、また、ことし度予定をし

ております、次世代育成支援行動計画策

定のための実態調査の状況等を見ながら、

今後、検討していきたいというふうに考

えております。

　３点目は、家庭児童相談室の職員の状

況ということでございます。

　決算概要に記しております、臨時職員

賃金につきましては、平成１９年度に、

家庭児童相談室の正規の職員が、産休、

育休をとりましたために、そのかわりと

して入った臨時職員の賃金でございます。

　家庭児童相談室の事業といたしまして

は、決算概要のその下にあります、育児

支援家庭訪問事業とあわせた形で実施を

いたしておりまして、臨床心理士として、

正規の職員２名、非常勤職員１名で運営

をしております。

　そのほかには、ここにございます、報

償金といたしまして、心理士が、親子教

室ですとか、あるいは心理判定ですとか、

いろいろなところに当たっているという

状況でございます。

　特に、近年、虐待への対応の取り組み

が強化されてきておりまして、府から市

におりてきているということと、また、

４８時間以内の現認が、通報があった場

合については必要ということで、適切で

迅速な対応が求められておりますので、

そういう意味から考えますと、今後、職

員体制の強化ということは大きな課題で

あるというふうに認識をいたしておりま

す。

　続きまして、母子自立支援員の相談に

ついてでございます。

　他の制度につなげていっているのかど

うかというご質問ですけれども、ひとり

親の自立促進計画を策定いたしまして、

その際に、いろいろなところが集まりま

して、相談業務の連携ということを中心

に策定をしてまいりました。

　特に、生活資金等につきましては、社

会福祉協議会や生活支援課、就労につき

ましては、地域就労支援センター、ある

いはＤＶの問題等につきましては、男女
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共同参画センターや女性政策課などと連

携をしながら、ご相談に対応していって

いるという状況でございます。

○上村高義委員長　船寺参事。

○船寺こども育成課参事　私の方からは、

助産制度の実態についてということでご

答弁させていただきます。

　平成１９年度の助産制度の利用者は１

２件で、そのうち、生活保護を受けてい

た世帯が２件、その他の１０件は、市民

税非課税世帯となっております。

　助産制度の利用件数については、年々

増加の傾向になっております。平成１３

年、１４年、１５年度の間は年間２件で

したが、平成１６年に４件、平成１７年、

１８年度は８件、そして、平成１９年度

には１２件となっております。

　内容についてはまだ詳しい分析はでき

ておりませんが、年々増加している傾向

があるということで、少し内容について

分析していく必要があろうかと考えてお

ります。

○上村高義委員長　阪口課長。

○阪口健康推進課長　申しわけございま

せん。

　私、先ほどの答弁の中で、１点漏れて

おりましたので、追加してご答弁させて

いただきます。

　委員、先ほどご指摘のございました、

市営葬儀業者の件でございますけれども、

今回、あのようなでき事がテレビで放映

されまして、ああいう事態につきまして、

これまでの市営葬儀の業者指導の想定外

といいますか、非常に残念としか言いよ

うがないようなでき事でございますが、

私どもといたしましては、現在、当事者

から事情をお聞きするということと、そ

れと、放映されました内容につきまして、

裁判所の方で、ああいうふうな訴えの提

起があったかどうかというようなことを、

裁判所に出向きまして、一応、訴状を確

認させていただきました。

　この間、相当、両者の間には、いわゆ

るご主張には隔たりがあると。真っ向か

ら対立しているというのが状況でござい

ます。

　こういった中で、市として、個人の問

題としてどうかというようなことでござ

いますが、これは、私は、法人の中で、

行った者の地位、その法人で実行支配し

ている人が、もしそういう不祥事が起こ

れば、それは当然、私は、法人にも及ぶ

のではないかなと考えております。

　よろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　産業振興課に係り

ます４点のご質問のうち、本市の融資制

度と商工業活性化対策補助事業について

の２点をご説明させていただきます。

　まず、商工業活性化対策につきまして

は、地域コミュニティーの核となります

商店会の活性化をメインに、街路灯維持

管理事業と、商店会の集客のきっかけづ

くりとなる夏祭りや歳末大売り出し等の

事業補助を中心に行っており、１９年度

におりましては、１８年度の３事業から

５事業に拡大実施されており、今後も、

商店会内組織の強化と、地域消費者の皆

様の利用促進を図ってまいりたく思って

おります。

　また、本市の融資制度についてでござ

いますが、この融資制度は、工業系、商

業系事業所の皆様にご利用いただけるも

ので、国、府の制度に先駆けまして、原

材料の高騰対策として、運転資金の貸付

期間の１年延長を最長４年とし、既に多

くの利用をいただいておるところでござ

います。

○上村高義委員長　田橋参事。

○田橋産業振興課参事　市民農園につき
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ましてご答弁させていただきます。

　委員ご指摘の、千里丘東の市民農園に

つきましては、ことしの８月に、農地所

有者から、資産活用を考えているから、

返還をしてほしいという申し出が出てお

ります。

　契約を平成２１年３月まで結んでおり

ますから、それにつきまして、現在利用

してもらっている団体につきまして、文

書で、平成２１年３月２０日ぐらいまで

に、その時期を考えて作物の植付、収穫

をしてほしいということで、団体の代表

者に通知を出しております。

　それと、昨年度、１９年度はゼロであっ

たんですけれども、ことし度に入りまし

て、市民農園の農地提供者が３件出てき

ております。

　１件は生産緑地でありますから、お断

りしました。

　もう１件は、ちょっと袋地になってお

りまして、他人の駐車場を通ってその農

地に入ると。その農地は、今つくってお

られる農家の方は知り合いですから通ら

せてもらっておりますが、市民農園です

と、不特定多数の方が通られますので、

そういう民地の場所を通っての貸出はで

きないということで、それもお断りして

おります。

　あと１件につきましては、市民農園と

して使える状況でありますので、現在、

その農地の方と協議をしているところで

ございます。

　市民農園の拡大につきましては、農地

の提供ということで相手があることでは

ございますが、現在の農地を減らさない

方向で考えていきたいと思っております。

○上村高義委員長　鈴木参事。

○鈴木産業振興課参事　事務報告書１１

３ページ、中小企業の認定等の５号認定

及び１１５ページ、消費生活相談の相談

内容の２点についてご答弁申し上げます。

　中小企業信用保険法に定める第５号認

定は、不況業種として指定されました１

８５業種での、対前年度比５％以上の売

り上げ減や、使用原材料である石油及び

石油製品の価格が著しく上昇しているに

もかかわらず、製品などへの価格転嫁が

著しく困難である事業所を対象にしまし

た認定でございます。

　中小企業の置かれています厳しい状況

下の中で、認定基準に適合するようにな

り、多くの申請を受け、認定の交付の支

援を行っております。

　また、本年は、条件の緩和があり、年

内融資が受けられるよう、受け付け等を

昼窓対応するなどしまして、一刻でも早

く手続がとられるように支援をしており

ます。

　続きまして、消費生活相談の相談内容

についてご報告させていただきます。

　本年度の消費の相談６７５件のうち、

９．８％を占めます教養・娯楽品、これ

は、パソコン、携帯電話本体の購入、故

障保証、リースに係る相談や、新聞の購

読料の契約解約にかかわるトラブルになっ

ております。

　また、１４．３％を占めております金

融保険サービスは、多重債務相談、おま

とめ融資補償金詐欺、過払い金の返還、

生命保険、損害保険の解約・返金などと

なっております。

　また、運輸・通信サービスにおきまし

ては、最も多い１４４件の相談があり、

主な内容としましては、パソコンや携帯

電話を通じ、アダルト、出会い、ゲーム

などのサイト系からの不当請求、総合情

報サイト利用料としての架空請求などが

相談として寄せられております。

　幸い、法整備などが順次進んでおりま

すが、市民が詐欺などに陥らないよう、
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さらに啓発に努めて、改善を図りながら、

市民がそういう被害にかからないように

対応していきたいと考えております。

○上村高義委員長　暫時休憩します。

（午後０時１分　休憩）

（午後１時　　　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　答弁を求めます。

　池上課長。

○池上環境対策課長　環境対策課に係り

ますＮＯ2調査等の結果をどう認識して

いるのかの質問について、ご答弁申し上

げます。

　ＮＯ2のデータにつきましては、月平

均のデータであり、一般的には冬季の方

が高い傾向にございます。

　環境基準である９８％値の数値につい

ては、平成１９年度における、市役所横

に設置されております大阪府常時監視測

定局のＮＯ2濃度は、環境基準の０．０

６ppmを下回る０．０５６ppmで、平

成１５年度以降は環境基準以下内で推移

しており、年々改善の方向であると認識

しております。

　また、大阪府域のＮＯ2に関しまして

は、一般環境測定局６８局ですべて基準

達成しており、また自動車排ガス測定局

３９局中３７局で基準をクリアしている

状況でございます。

　ＳＰＭに関しましては、一般環境測定

局６８局中６７局、自動車排ガス測定局

３４局中３３局で、これも基準をクリア

している状況でございます。

　河川の水質調査につきましては、本市

におきましては、生活環境項目８項目を

９地点におきまして調査を行っており、

また大阪府におきましては、環境基準に

おいて有害物質を含む全項目について調

査をされております。

　全体的には、良好な傾向となっている

と認識しております。

　ピーフォアの件は、環境基準がまだ設

定されておらない状況でございまして、

去年の一般質問におきましても答弁して

いますように、大阪府の監視、指導を仰

ぐという状況でございます。

○上村高義委員長　先ほど、川口委員の

質問の中で、農業祭の日程について、市

長日程があって変更されたという、個人

的な市長日程の感を受けたんですけれど

も、実際は国際交流の事業あるいは赤十

字の事業等々があって、公務日程があっ

て、熟慮して農業祭日程を決めたという

ふうに伺っておるんですけれども、実際

はどうであったのか、そこについては副

市長に答弁をお願いいたします。

　と同時に、民生費全体について、先ほ

ど佐藤部長からの答弁がありましたけれ

ども、これについても民生費全体にかか

わる、財政等々も絡んでいますので、こ

れについても副市長の方から補足答弁を

お願いしたいと思います。

　小野副市長。

○小野副市長　２点について、お答え申

し上げたいと思います。

　確かに、ことしの農業祭は、本来１１

月の２週の土・日というのが通年のやり

方でございますけれども、ことしは１１

月の１日、２日ということになりました。

　それで、今、委員長からも言ってもら

いましたように、ご承知のとおり、この

８日、９日にはバンダバーグ市の方に訪

問するということで、強行日程の議会本

会議の役員改選が終わった時点の夜から

出かけていったということが１点ござい

ます。したがって、市長の云々ではござ

いません。

　また、この１５日、１６日につきまし

ても、ご存じのように、議員も参加され

たかもわかりませんが、鳥飼地区のフェ
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スティバルなり、摂津の日赤奉仕団の５

０周年、また別府公民館まつりというよ

うなことがございました。

　したがって、これは農業祭の実行委員

会で十分議論をした上で、こういう市長、

議長がおられないということの中で、実

行委員会で一定の判断をしていただいた

というものであります。

　したがって、市長が云々では決してご

ざいませんので、これはそういう公務日

程がございました。

　また、ここには、旧国名の志摩市です

ね、京丹後市、それから人間基礎教育に

共鳴された智頭町、それから市民の方の

ふるさとであるところの農産物のあった

新温泉町の行政関係はみんな来ていただ

いた。

　そういうことに対するお礼、また交流、

市長、議長がおられるとき、そういうこ

とにご苦労、農業祭の実行に対するご苦

労に対しても感謝申し上げるということ

の中で、市長、議長がそろっておるとき

ということになりますと、この一日であっ

たということでございますから、そうい

うことは決してないということはご理解

してもらえるものというふうに思ってい

ます。

　それから、もう１点の、佐藤部長が言

いましたけれども、若干、来年度に向け

ての課題の中の一つでありまして、この

前、ある委員会で申し上げたんですが、

先週も大阪府に行ったときに、府道関係

の整備を絞って四、五点持っていきまし

た。すべて門前払いになりました。去年

よりも、また冷え込んだと。それは、

「橋本維新プログラム」によって、それ

に載っていないものは一切できないとい

うことが一つ言われました。

　そして、新聞に出ておりますように、

大阪府が、これは私ども法人市民税です

から、イコールにならないんですが、法

人事業税が１，０００億落ち込むという

ことを盛んに大阪府の幹部が行っており

ました。

　これは、市長とも話をしておったんで

すが、ちょうど私どもの市の予算規模、

人口規模は、大阪府の人口規模、予算規

模の１００分の１でありますから、それ

がまともに来るのであれば、いわゆる真

水の一般財源が１０億円ということを考

えます。

　これが、これだけの不況でありますし、

４，０００社のうちの９８％は、たしか

８人未満と言いましたですかね、の企業

であると。産業振興課長が、融資の関係

で、貸し渋り、貸しはがしの関係で相当

ふえておると。そういうような９８％の

事業所、それから大手も輸出関連企業が

多いということで、これも相当法人関係

が落ち込むというふうに見ます。したがっ

て、２１年度における予算における形が

どういう形になるかということを、まず

一番気にしております。

　それで、一つ私どもが思っていますの

は、今回の総計でも見てみますと、やは

り市内道路の整備とか、生活道路の整備、

また活気ある中心街の問題、公共交通の

整備を大きくやってほしい。一番は、バ

リアフリーでありました。

　そういうことの整合性なり、市民福祉

の面では、やはり子育てしやすいまち、

それから地域との連携がつくれる形、教

育の問題、いろいろございますから、そ

ういうことの中で考えていかなければな

らないと思っています。

　ただ、私どもは、福祉につきましては、

先ほど稲村課長が言いましたように、保

育所全体としては減ってまいっておりま

すけれども、その他の民生部門について

は増減、増をいたしております。相当民
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生には人員をつぎ込んでおるということ

は間違いもなく、これは統計数字上から

出てくるということも、これは知っても

らいたいと思います。

　それから、もう一つは、ご存じのよう

に、もう一度申し上げたいのは、例えば

１９年度、２０年度の主要事業でも見て

いますと、がん検診の人数の増、妊婦健

診の回数の増なり、それから高齢者住宅

支援も言われていますけれども、府の補

助金の削減に伴い、助成限度額を介護保

険制度の２０万円を含めて１００万円か

ら６０万円に引き下げたものの、市の負

担額がふえたとか、こういった中身、そ

れから乳幼児医療の問題、犯罪被害者の

支援条例をつくったこと、そして、もう

一つは、大きくは多重債務者の相談業務

を府下に先駆けて充実したとか、相当、

市としてはやっております。

　当然、原部も予算要求するときに、市

民のニーズ、それから府下の状況、特に

近隣各市の状況、府の状況のもとに予算

要求してまいりますから、それらを真摯

に受けとめて、また査定を最終的に市長

が決断されると思いますが、いずれにい

たしましても、やはり整合性あるまちづ

くりと考えますと、この民生費を伸ばし

てきたその反面、平成５年、６年、７年

あたりは土木費が歳出の３０％を超えて

おったという状況がございました。これ

は、府下ナンバーワンの建設事業費、今

の５億円、建設事業費は全国ワーストワ

ンの建設事業費になりました。

　それが、何が起こってきたかといいま

すと、市道なり、生活道路なり、そういっ

たことを若干とめてきたいうことは、こ

れは必ず議会に出ております。

　そういうこととの整合性と、それから、

もちろん市民の暮らしという、この福祉、

民生部分をどう調整してやっていくかと。

これは、民生だけでは成り立たないと思

います。やはり道路にしても、バリアフ

リーにしても、これらも市民が、多くの

市民が望まれておるということを、いわ

ゆる集中と選択の中でどう組み合わせて

いくかということが非常に肝要でありま

すから、まず来年度の予算における税が

どう動くかということをよく見ながら、

この民生所管部分、また建設部門、教育

部門、教育委員会からもいろいろ要望を

受けております。エアコンの問題も、市

長がこの前も受けておりました。中学校、

小学校のですね。そんなことも含めて取

り組んでまいります。

　したがって、民生費の問題は、あだや

おろそかにはいたしません。また、その

中で議論してまいりますが、十分それの

整合性を図りながらやってまいりますの

で、その辺については、川口委員におか

れても、十分ごしんしゃくを願いたいと

いうふうに考えているところでございま

す。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　今、副市長がお答えに

なられまして、民生費の構成比率ですけ

れども、府下の下から６番目、北摂では

池田に次いで下から２番目ということで、

地方自治体の一番の役割ということで言

うと、特にそして今この貧困と格差がも

のすごく広がって、中小企業も大変だし、

市民の暮らしは年金生活の方がふえてき

て、やっぱりどんどん天引きになるとい

う、こういうことに対して本当にやっぱ

り切実になってきているんですね。少し

違ってきていますね。

　そういう中で、民生費のやっぱり予算

を、せめて府下平均の３４％に引き上揚

げたら、あと１０億円ふやせるというこ

とが言いたかったわけです。

　それをどういうところに配分するのか
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というと、昨年の１９年のテーマは、な

るほど乳幼児医療費助成も年齢を引き上

げましたし、あれですけれども、基盤整

備と子どもということでした。

　ですから、せめて府下平均並み、やは

り民生費を、今、ちょっと１回目質問し

ましたけれども、もう少しこういう予算

をふやすということであれば、もっとい

ろんなことができるのではないかなとい

う、そういうことがありますので、ぜひ

来年の予算編成に向けては、２つの開発

で６０億を使おうとしているわけですか

ら、そういうのでいきますと、身近な道

路の安全対策はがやっぱりまだまだ不十

分であったということが出てきていると

思います。それのバランスがやっぱり必

要だと思います。

　まちづくりの考え方、どうあるべきな

のかというところでいくと、やっぱり民

生費を大切に予算を配分していただきた

いし、ふやしていただきたいと、そうい

うふうに思っておりますので、お願いし

ておきたいと思います。

　わかった分については、もう再質問は

いたしません。

　地域福祉活動の拠点の整備なんですが、

あと三中と五中校区が未整備ということ

なんですけれども、地域福祉計画とか、

そういう中でまた考えていきたいという

ことでしたが、例えば三中校区であれば、

三宅小学校などが学校の施設としてもあ

るわけですし、十分活用できると思いま

すので、新たにお金をかけてつくると、

整備は少しはしなければならないでしょ

うけれども、幾らでも何とか施設はお金

を使わなくてもいけるところもあるとい

うことは思いますので、ぜひこれもきち

んとした整備をしていっていただきたい

と、そういうふうに思います。要望して

おきたいと思います。

　福祉事業団の事業は、障害者自立支援

法がされてからもやっぱり指定管理者と

いうことでやっているわけですが、長年

にわたってこの事業団で働いておられる

職員の皆さんは、やっぱりすごく財産だ

と思うんですね。事業団ができてから、

ずっと最初からおられる方はたくさんお

られますし、こういう人たちがやはり働

きがいのある、そういう事業団にしていっ

ていただきたいなと思いますので、こう

いうところの人件費などもやっぱり充実

をしていただきたいと、そういうふうに

思います。

　障害者雇用助成事業ですが、これはダ

イキンサンライズということで理解して

よろしいんでしょうか、違うんでしょう

か。

　例えばダイキンサンライズですけれど

も、障害者の人たち、今度拡張するとい

うことですが、こういう人たちを雇用し

ているという中で、福利厚生なんですけ

れど、例えば休憩室があるとかないとか、

横になって休めるところがあるのかない

のか、十分にいろいろな気持ちであると

か、悩みであるとか、そういうのを酌み

取るような、そういう中の体制になって

いるのか。

　ただ、仕事に自力で行って、そこで仕

事をして、賃金をもらえばいいと、そう

いうことだけではないと思うんですね。

いろいろな悩みであるとか、働きながら

でのいろいろな困難なことであるとか、

そういうことについて、こういう企業が

きちんとそういう人たちの要望を十分に

とらえて、働きがいのある、そういう職

場になっているのかなと少し疑問に感じ

ているところがありますし、意見もいた

だいている人がいてますので、そういう

点についてはどうなのかなと思いまして、

障害者を雇用する、特に今お聞きいたし
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ますと、身体が４名、合計１０名という

ことなんですけれども、ちょっと違って

いるかもしれませんが、例えばダイキン

サンライズではそういう声もお聞きをし

ているところがあります。

　十分に障害のある方を雇用するという

ことであれば、そういう福利厚生や、働

きがいのあるいろいろな悩みも相談でき

るような体制にすべきだと思いますけれ

ども、その辺のところはチェックできて

いるんでしょうか、市として。確認した

いと思います。

　高齢者の住宅支援の家賃助成ですけれ

ども、今後の課題とおっしゃいました。

長年にわたって、この制度は大変喜ばれ

ているんですね。さっきも言いましたよ

うに、年金からいろいろなものが引かれ、

年金への課税も強化されました。この制

度が始まってから、いろいろこの２~３

年で随分税金の課税の中身が変わってき

ています。

　そういう点で言うと、これまでの所得

制限ではやはり当てはまらなかった人の

中でもかなり厳しくなっていると、そう

いうことなんですね。ですから、所得制

限を引き上げていく、せめて所得制限を

引き上げていく、そういうことができな

いのか、今後の課題なんですが、ぜひ、

長年基準は余り変わっていないと思うん

ですけれども、やはり検討すべきだと思

いますが、再度前向きなご答弁をお願い

したいなと思いますが、いかがでしょう

か。

　一時保育の入所、保育所の職員の配置

のことなんですが、次世代育成計画、こ

れも次のときに実態調査ですか、そうい

うのもやるということなんですけれども、

実際にやっぱり保育所が、保育ニーズと

いうか、保育所がやっぱり足らないので

はないかなと。今、１１５％入所してい

て、なおかつ、こういう一時保育がこれ

だけたくさんあるということでいきます

と、やはり保育所の充実が必要ではない

かなと。増設を含めて、子育ての支援の

施設というのがもっともっと必要なので

はないかなと思いますが、その辺のこと

についてはいかがでしょうか。ちょっと

答弁が漏れていたと思うんです。

　それから、公立保育所の正職員と非常

勤の割合なんですが、毎年毎年３０名近

く１年雇用の保育士さんを採用して、３

０名を超える年もありましたかね。１年

雇用のそういう人たちを採用していきな

がらやっていっていると。クラスには､

正職を配置しながらということだったん

ですが、どんどんまた定年になっていか

れますよね。そういう中で、やっぱりき

ちんと退職補充を正職で補充していくと

いう、そういうことについてはやっぱり

頑張っていただきたいなと思いますけれ

ども、いかがでしょうか。

　家庭児童相談室は、これは大阪府下各

市にあるのではなくて、吹田市にもない、

茨木市にもない、摂津市にある。やっぱ

りこれは、本当に摂津市が市制施行して

以来、家庭児童相談室をつくって、本当

に私はよかったなと、これは本当に思う

んですね、つくづく思います。

　こういう時代になって、子どもの問題

がたくさん出ている中で、ここが中心に

なっていろんなネットワークをつくって

いっているということは、本当に大切だ

と思います。

　ただ、これまで頑張ってきていただい

ている先生たちも、だんだんやっぱり定

年にも近くなってこられているのではな

いかなと思って、すごく摂津市の歴史も

知っておられるし、そういう方たちのノ

ウハウをきちんと伝えていく、そういう

職員配置がやっぱり必要であると思いま
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す。

　やっぱり､今、副市長がおっしゃった

けれども、人件費の部分で、公立保育所

でも非常勤がふえ、こういういろいろな

４か月児の訪問の保健師でも、臨職とい

うか、非常勤ですよね。やっぱりそうい

うので何とか回しているという実態が見

えるんですね。

　やっぱりきちんと正職で採用して、そ

ういうところの人件費も確保していくと

いうことが、やっぱり人ですから、子育

てを支援していく、民生の部分で一番大

事なのは人やと思います。いろんな方の

相談に乗り、ネットワークをつくってい

く。

　それは、子育て支援のこども育成課の

課長が女性で､保育士出身でなっていた

だいて、いろんなところにネットワーク

が広がっていったという､子育ての連携

がとれてきたなというのが、私は如実に

あらわしていると思います。

　そういう点で言うと、やっぱりこの家

庭児童相談室の人の配置についても、き

ちんと体制を継続していけるように、やっ

ぱり体制強化は必要だと思います。これ

だけの件数があって、摂津市がやっぱり

平均所得が低いという、こういう状況が

ある中で、いろんな生活困難が見えてい

ます。そういう中で、本当によく頑張っ

ているなと思うんですね。

　人の体制をぜひ充実できるように、来

年度に向けて体制強化していただきたい

と、頑張って言っていただきたいなと思

います。

　それから、助産施設の入所については、

やはりこの状況の中で、駆け込み出産で

あるとか、いろんな状況が出てきていて、

こういうことになっていると思います。

まだふえる可能性があると思います。

　そういう点で言うと、この制度をもっ

と知らしていくこととか、やはり不幸な

出産にならないように、安心して産める

ような、そのための制度ですし、ぜひま

たこれは広げていただきたいなと思いま

すし、広報していただきたいなと思いま

す。

　妊婦健康診査、一般健康診査の委託料

であるとか、乳児健康診査事業ですけれ

ども、母子手帳に、きょうちょっと母子

手帳を持ってきていないんですけれども、

ついているわけですよね。そういうとき

に、自分が出産した助産院であるとか、

そういうところでもそれが普通に使える

ように、同じようにどうしてもできない

のか、子どもの健診についても。それは

不可能なんでしょうか。そこを、後で里

帰り出産と同じような形で請求をしない

と、どうしても無理なんでしょうか。

　今、助産院で出産をするというお母さ

んもふえてきているんですね。病院とい

うことではなくて、家庭的なところで産

みたいというお母さんたちもふえている

中で、同じように母子手帳をもらってい

て、その券が同じように使えるようにし

てあげていただきたいんですけれども、

それが可能なのかどうか、もう一回お聞

きしたいと思います。

　生活保護の件なんですが、ケースワー

カーが担当している担当件数というのは、

北摂の中で言いますとかなり多いという

ことになるんでしょうか。

　９１世帯を担当しているということで、

８名で、こういう中で、やはり女性だけ

で一人でいてる方とか、そういうところ

に訪問されたりするときにも、やはり女

性のケースワーカーの方が話をしやすかっ

たり、訪問しやすかったりするわけです

ね。そこに、他の課の方に一緒について

いってもらったり。でも、そればっかり

できないこともいっぱいあると思うんで
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すね、９１も世帯数を担当していたら。

その辺のところで、女性特有のいろんな

相談も多いと思います。

　そういう中でこそ、やはり女性のケー

スワーカー、北摂では、先ほどおっしゃ

いませんでしたが、もう摂津だけがゼロ

ですね。島本町でも、一人いてはります

ね。

　こういう中で、やはり来年に向けては

配置すべきやと思いますので、ぜひ要請

していただきたいと思うんですが、その

２つ、お答えいただきたいと思います。

　環境問題で、先ほど月平均のことをおっ

しゃいましたけれども、国の基準をオー

バーしている日もありますよと質問して

いるんですよね。日によって、オーバー

する日もあるでしょうけれど、おおむね

良好と言えるのかどうかですね。平均値

よりも下がっているからということをおっ

しゃいましたけれども、さっきの質問で

言いますと、いろいろあるんだと思いま

すが、１時間あたりの最高値で０．１

ppmですよ。日平均値の最高値は０．

０６９ppmです。

　今回、吹田操車場の跡地のああいう問

題で、やはり国基準よりも、吹田市なん

かは０．０４ppmというのを独自で持っ

ているわけで、国基準を言うたらほとん

ど上回っていないから大丈夫みたいな、

そういうことではなくて、やはり委託で

調査の結果だけではなくて、もっと全総

量を規制するような、今、温暖化の防止

ということも言われておりますけれども、

もっと積極的な対策というか、それが必

要だと思うんです。

　大阪府下で、地球温暖化の、温暖化と

ちょっと直接これは違いますけれども、

対策の予算を、ほとんどお粗末な、まだ

まだ大阪府下の自治体の中での予算とい

うことで、今回のこのような酸性雨の問

題であるとか、ＮＯ2の問題であるとか、

河川の水質の調査の問題であるとか、もっ

ともっと積極的に予算も組んで、もっと

調査していく、もっと啓蒙していくとい

うか、そういうことが必要だと思ってお

りまして質問いたしました。

　ぜひこれも、予算ももっとたくさんふ

やして、環境問題に取り組んでいるんだ

という、摂津市が。予算の中でも、これ

はあらわしていただきたいなと思います。

要望しておきます。

　葬祭事業ですが、今、法人の中で起こっ

ていることといえ、地位という立場から

言うと法人にも及ぶのではないかと､裁

判中でありますけれども。

　事実がどうかというところははっきり

しませんけれども、もう本当に大変不愉

快でありまして、事実かどうかわかりま

せんけれども、これだけたくさんの証言

の方がおられる。私のところにも、「も

う市役所に一緒に行って証言します」と

いう方も、電話で匿名でいただいており

ますよ。そういう方なんかも来ていませ

んか。

　きちんとやっぱり独自でちゃんと調査

して、独自の基準を持ちながら、だめな

ものはだめということで、やっぱり毅然

とした態度で臨んでいくこと、そういう

ことも必要だと思うんですね。

　摂津市の公的な施設でそういうことが

もしあったとすれば、もう大変大問題で

すし、このことについてはもっともっと

厳しく、独自のやっぱり対応でやってい

ただきたいなと思いますので、よろしく

お願いします。

　ごみ減量対策、この問題でも、もっと

もっと分別をしていく。それは、分けれ

ば分けるほど燃えないごみが多いんです

よね。出すときに、とってもうんざりす

るんですね。しっかり分けたら、分ける
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だけ、燃えない、これは全部埋め立てに

行くのかと思うと、やっぱりこの中でも

まだ分けれるのがあるのになと思うのは、

やっぱり先ほどのあれですね、プラスチッ

ク類であるとか、そういうものでありま

すが、ペットボトルのふたなども、やっ

ぱりもう燃えないごみにほかすんじゃな

くて、市の方でそれをやるということは

割と簡単にできないんでしょうかね。

　そういうのも検討していくとか、でき

ることからでも分別をふやしていきなが

ら、リサイクルできるものはできるだけ

リサイクルするという、そういうことを

やっぱり頑張ってやっていただきたいな

と思います。

　そういう点で言うと、やっぱり職員の

努力もまたまた必要やと思いますので、

職員の体制の方もやはりきちんとしてい

ただきたいなと思います。

　ごみ減量に向けて、炉の更新も近づい

ていると言えば近づいていると思います

し、できるだけ燃やさないということで

やっていただきたいなと思います。

　農業祭のことですが、これは私の誤解

もあったようですが、副市長もおられた

ので、カニの解禁が１１月の第２週でな

いと解禁でないと。先ほど紀田部長が、

そうじゃない、そうじゃないとおっしゃっ

たけれども、ほかの志摩町であるとか、

もちろん来ているんです、同じように。

でも、それがあるとないとで活気が全然

違ったんです。ことしね。

　それと、余り安価でない、余り安くな

かったということで、やっぱりその農業

祭２日間だけでも、市がもっと援助して、

そのとき来て、ほかの商業施設の商業地

域とのバランスもあるかもしれませんけ

れど、せめて農業祭に来ていただいた人

たちに喜んで帰ってもらえるような、そ

ういうのが必要ではないかなと、そう思

いまして質問いたしております。

　もっともっと喜ばれる内容に改善をし

ていただきたいと思いますので、よろし

くお願いしたいと思います。

　農地を減らさない方向、市民農園の関

係です。本当に農地を減らさないやる気

があるんですか。

　何か、ずっと聞いていても、いまいち

積極的に農地を拡大しようという、そう

いうのがちょっと見られない感じがする

んですね。なぜみんなの市民農園として

置いておけなくて、やっぱりいろいろ他

の開発になってしまうということなのか。

それは、やっぱりもっともっと補助をふ

やさないと、農地としては保全できない

という、そういうことがあるからではな

いんですか。どこに原因があるんですか。

　やりたい方はいっぱいいてるんです、

市民農園を。そういう人たちの声にこた

えて、市も農のあるまちを目指すわけで

しょう。そういう中で、どうやったら農

地を保全できるんですか。

　市民の人たちも喜べるし、自分は農業

はもうできなくなってきたけれども、何

とかこの農地を市民の人たちが活用して

くれるのであればということで、その間

に市がやっぱり入って積極的に農地が残

せるように努力しなければ、どんどんと

農地はなくなっていくと思うんですが、

その辺のところはどこに問題があって進

まないのか、進んでいるのか、進んでい

ないと思いますが、それをもう一度確認

したいと思います。

　商業、中小企業などの活性化の問題で

すけれども、摂津市の通行量実態調査が

４年ぶりですか、４年に１回しておられ

るんですか。これが、１９年度のが出て

いまして、軒並み４つの商店街はもうやっ

ぱり、今回の調査と前回の調査と比べる

と、通行の人たちや買い物の量ですか、
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全部０．６７とか、前回よりもさらにガッ

と減っているわけですね、各商店街は。

　摂津の市内、先ほど藤井課長が商店街

の活性化というか、そういうので応援し

ているということをおっしゃったんです

が、でも、その中で買い物客というか、

通行量も含めてたガタッとやっぱり減っ

ている、４年でもガタッと減っているん

ですね。これは、大規模な店舗ができて、

そういうところにも行かれるということ

も大きな影響が出ていると思うんですけ

れども、摂津市内もあちこちでそういう

店舗ができて、小さな商店街であるとか、

そういう人たちのところがなかなか人が

足を運びにくくなっているというか、そ

ういうのが如実にこの調査で出ておりま

す。

　そういう中で、地元の商店街を元気づ

けていくという、そういうことで言うと、

この間、人間科学大学ですか、正雀の地

域の活性化のイベントをやっておられま

したけれど、やはりそういう人、地域の

人の皆さんやそういう人たちを使って、

本当におもしろい商店街をつくっていく

というか、何かもっと工夫が要るという

か。

　昨日、駅前等再開発特別委員会をやっ

たんですけれども、正雀駅前の活性化の

問題で、「ソフト面でこれからは頑張っ

ていきたい」なんておっしゃっておられ

ましたけれども、産業振興課の方でやっ

ぱりそういうのも連携をとりながら、もっ

ともっとおもしろい商店街、おもしろい

というのはちょっといろいろあると思い

ますが、学生の人たちの力を借りるとか、

もっと空き店舗を積極的に活用してもら

えるような方策を提案できるようにする

とか。

　どんどん正雀も空き店舗がふえていま

すよ。そういう中で、本当に寂しい商店

街になっていってしまって、ますます活

気がなくなっているんですね。

　これね、また南千里丘で新しい核とおっ

しゃっておられますけれども、ほんまに

それで大丈夫なのかとつくづく思うわけ

です。

　産業振興の方からも、すごく頑張って

いただいていて、いろんなことをやって

おられると思います。もっともっと支援

をしていくといいますと、中小企業対策

の予算なんかももっとふやすべきですし、

中小企業で若者を正規雇用するところに

は支援していくという、そういう市も出

ています。そういう予算も組めるはずで

すし、もっと応援できると思いますので、

こういうところについては抜本的にもっ

とふやしていただきたいなと。

　ますますこれ、国会が延長されて、補

正まで通らないとか、いろいろ言ってお

りますが、こういう中で摂津の市内の中

小業者の皆さんは本当に年を越せるかな

という、そう考えておられる方も多いと

思います。

　この辺の支援の予算は、もっとふやし

ていただきたいと思いますので、担当課

の方で積極的に予算の要求もしていただ

きたいなと思いますので、お願いします。

○上村高義委員長　堤課長。

○堤障害福祉課長　私の方から、障害福

祉課に関する再度のご質問にご答弁申し

上げます。

　まず、ダイキンサンライズに関するご

質問がございましたので、ダイキンサン

ライズ摂津に関しましても、平成１９年

度は１名の方の実績がございます。

　それで、障害者の方の悩みの相談など

というご質問であったと思うんですけれ

ども、まずこの制度を申し上げますと、

国の特定求職者雇用開発助成金の支給が

終了した翌月から、重度障害者及び精神
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障害者については２４か月間、それ以外

の方については１２か月間の間、それぞ

れ市が雇用されておられる事業主に月額

５万円、月額３万５，０００円をそれぞ

れ支給するというものでございまして、

先ほどもご答弁申し上げましたように、

障害者雇用の定着を図る制度でございま

す。

　悩みの相談につきましては、平成１７

年の１月から、「ふれあいの里」に障害

者就業生活支援準備センターを設置いた

しまして、障害者の就労の悩みを、生活

面も含めて、ハローワークなどと共同い

たしまして支援をいたしております。

　また、就業生活支援準備センターにつ

きましては、平成２０年４月に３年間の

実績が認められまして、国事業に移行し

たこともあり、１名増員をして支援活動

を現在行っているところでございます。

○上村高義委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　引き続き、障害者

雇用に関しまして補足説明をさせていた

だきます。

　ダイキンサンライズは、障害者雇用の

受け皿となります特例子会社の指定を受

けておりますので、障害者雇用の安定に

貢献いたしますとともに、障害者の方の

働きやすい環境づくりに配慮された施設

となっております。

　また、産業振興課が把握しております

障害者雇用につきましては、当課が行い

ます障害者就職フェアでの雇用、それと、

先ほど堤課長がご説明しました茨木・摂

津障害者生活支援準備センターからの雇

用があります。

　しかし、これらの雇用は、すべてハロー

ワーク茨木内、障害者雇用対策課の指導、

連携に基づくもので、随時、対策課は指

導員が採用された事業所を訪問し、雇用

主、該当者との面接を重ね、アフターケ

アに努めていると聞いております。

○上村高義委員長　阪口課長。

○阪口健康推進課長　それでは、私の方

から、助産院での妊婦健診でございます。

　委員ご指摘のように、不可能かどうか

というふうなことでございますが、現在、

大阪府医師会と妊婦健診の契約をしてお

るわけでございますけれども、個々の助

産師との契約というのは、なかなか個別

性が強いので難しいのかなと。

　社団法人の助産師会、大阪府助産師会

との契約ということを前提に、私どもと

いたしましては、その中でも、妊婦健診

の中でも貧血検査とかいうことであれば、

医師の方で診察しなければならないといっ

た技術的な、委託契約するについての技

術的な問題も含めまして、大阪府助産師

会との契約につきまして、他市の状況も

踏まえて検討していきたいというふうに

考えています。

　それと、乳児健診なんですけれども、

これは助産師さんの方ではできない、医

療機関でないとできないというふうに聞

いておりますので、これに関しましては、

助産師の方でできるということにはなら

ない現状のままでご理解いただきたいと

いうふうに考えております。

○上村高義委員長　稲村参事。

○稲村保健福祉部参事　まず、一時保育

のニーズの高さから、保育所の増設の必

要性があるのではないかというご質問に

関してでございます。

　基本的に、一時保育をご利用される方

と、それから通常の保育所入所をされる

方につきましては、条件が違うようになっ

ております。

　中には、通常の保育所利用をするべき

ところ、一時保育利用という方もいらっ

しゃいますけれども、非常にまれなケー

スだと考えております。
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　一時保育のニーズの高さから、保育所

不足ということについては言えないので

はないかと思っておりますが、平成２０

年の３月の保育所の待機の状況につきま

しても、全体といたしましてはゼロとなっ

ております。

　ただ、本年の１０月の時点では実の待

機人数が２１名となっておりまして、９

月までずっとゼロできたものが、ふえて

いるという状況がございます。

　この状況が、一時的なものなのかどう

なのか見極めながら、今後については検

討していく必要があると考えております。

　２点目の保育所職員の問題でございま

すが、正規の職員が６３名、臨時職員が

３３名という状況でございます。

　これ以上、臨時職員がふえていくとい

うことにつきましては、担当課としては

問題であると考えておりますので、退職

補充については正規の職員でお願いして

いきたいというふうには考えております。

○上村高義委員長　田橋参事。

○田橋産業振興課参事　市民農園につき

まして、お答えさせていただきます。

　農地には、保全すべき農地と宅地化す

る農地があります。市が借りております

農地、市民農園は、市街化区域の宅地化

する農地に当たります。

　市民農園でお借りしたときは、その宅

地並みの税金分を、委託料でお支払いし

て、その税金分を軽減するという方向で

進んでいるのが現状でございます。

　例えば、１，０００平方メートルの農

地、大体３０万円ほどかかる農地、この

農地でお米をつくった場合、十二、三万

から１８万位までのお米ができます。

　そういうところで、農家の方は、農業

を続けること自体が赤字になるのを覚悟

で農業をしておられるんです。その辺の

負担がしんどいけれども、農地として残

しておきたいというところが、大体市民

農園として提供の問い合わせ等が来てい

るところでございます。

　これも、希望される農家があった場合

に、現場を確認しに行きまして、拡大の

方向で動いていきたいというように考え

ております。

　予算のとり方についても、当初予算で

計上していたら動きが遅れるということ

で、その辺のことも検討課題だというよ

うに考えております。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　家賃助成につき

まして、所得制限額を引き上げていくべ

きではないかというご質問でございます。

　現在の制度では、世帯員１名の場合、

年間収入が１９１万５，０００円以下、

２名の場合は２７６万円以下の世帯が対

象となっております。

　窓口等のご相談では、収入要件がサー

ビスを利用していただく際の大きな障害

になっているという感じは、担当といた

しましては余り持っておりません。

　１回目の委員のご質問にもありました

ように、家賃の限度額などの問題もござ

います。低所得の方の生活を支援すると

いう観点からも、今後制度としてどうあ

るべきかということについて検討してま

いりたいというふうに考えております。

○上村高義委員長　東澗課長。

○東澗生活支援課長　一人当たりの生活

保護ケースワーカーの受け持ち世帯数で

すが、北摂７市の平均で、平成２０年７

月末での数字ですが、約１０１世帯となっ

ております。

　次に、女性ケースワーカーの配置につ

いてでございますが、委員ご指摘のとお

り、北摂７市と島本町の中では、本市の

み女性ケースワーカーが配置されていま

せん。

－�39�－



　女性ケースワーカーの必要性につきま

しては、十分認識しております。先ほど

もお答えいたしましたが、今後、女性ケー

スワーカーの配置につきまして、適材な

人員と体制を人事課と協議・検討してま

いります。

○上村高義委員長　小野副市長。

○小野副市長　ダイキンサンライズ、こ

れは私自身がダイキンサンライズの非常

勤取締役ということで行っておりますの

で、このダイキンサンライズというのは、

藤井課長が言いましたように、特例小会

社で９３年に設立されました。出資とし

ては、ダイキン工業と大阪府と、それか

ら摂津市と、その３者によるものでござ

います。

　それで、このダイキンサンライズその

ものは、私の知っている範囲では、この

辺ではオムロン、それから松下、これは

パナソニックですか、それからダイキン

と、この３つが積極的に取り組んでおら

れる企業だというふうに聞いております。

　それで、現在、２０１０年に向けて、

障害者雇用を５０名から１００名にする

ということで、ダイキン本体からの指示

で今現在工事が進められておるというと

ころでございます。

　それで、私も毎月一遍取締役で行って

おりますので、見ておりますと、やはり

まず一つは大変大変だなと。というのは、

ダイキン本体からどの仕事を持って来る

かと。当然、障害者がやられることです

から、若干時間も遅い、いろんな手間が

かかると。そのダイキン本体から、もう

けがあって、そして障害者がつくれる業

務というのは、毎月のようにダイキン本

体と話し合いをされている姿を見ており

ます。

　それから、もう一つ感じるのは、ここ

は定着率が非常にいいなというふうに思

いました。明るいです、働いている方が。

それで、この定着率は、多分モデル企業

になっていると思います。社長さんも、

いろいろ聞いていますけれど、やはり教

えるときも相当手間をかけておられます。

　ところが、一たん覚えられたら、健常

者よりもすごい能力を持っている子が発

見できたり、それから、非常に閉じこもっ

てしまう、出てこない、家に閉じこもっ

ているということもよく聞きます。

　相当苦労されて、工場長が相談に乗っ

たり、指導したり、これはよほどの忍耐

力を持ってやらないと、そう簡単な障害

者雇用だけの問題ではないということを

私自身見ておりますので、川口委員の方

でダイキンサンライズの方で具体的に聞

いておられることがありましたら、私は

毎月一遍の取締役で行きますので、どう

ぞ私の方に言っていただきましたら、ま

たダイキンサンライズに持っていきたい

と思いますので、ちょっとご紹介を兼ね

て言っておきたいと思います。

　それから、生活保護なり、職員数の問

題なんです。これは、基本的には国の方

も、このパートと臨職の人たちが今不正

規採用、不定期な中で約７割来ていると

言っておられていますから、その辺のと

ころで、私は基本的には国自身が、どの

方向性を厚労省が出すかということが大

きな課題になっていると思っています。

　それで、もう一つは、摂津の職員は９

０４名、最大おりました。今、約７４０

名ぐらいでしょうか。それで、ちょっと

紹介申し上げますと、大阪府に出してお

る改革プランというのがあります。これ

は、副市長が担当するんですけれども、

私どもは、当時、相当自信を持っており

ました、この職員数の減問題は。厳しい

のかなと。摂津は、早くから第一次行革

は１０年間やってきましたから。
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　ところが、この大阪府市町村下に、総

務省に提出しておる集中改革プランと言

うんですが、平成１７年をして、平成２

０年はどこまで市は落としていくかとい

うことで、摂津は６８６名という数字を

出しております、最終的には。ここまで

やると。それで、ただ、この数字に自信

を持っておったんですが、府下の平均値

ははるかに高い数字を出しております。

これは、もともとその平成１７年４月時

点が多かったか少なかったのかという議

論はあるんですが、いわゆる我々以外に、

市は申し上げませんが、１０数市は１０

数％の定員削減をやるということを既に

報告をいたしております。

　それで、私どもが考えますのは、今ま

で言ってきました経常収支比率に占める

人件費と公債費と繰出金で経常収支比率

で１００のオーバーが８年続いてきたと。

私どもは、人件費も頑張ってきたという

自信を持っております。ただ、各市のス

ピードが非常に速いということをまた私

どももきちっと認識づけなければならな

い。やっぱり人件費が非常に重荷になる

ということは間違いないことですから、

このような厳しい状況の中で、またぞろ

公務員批判があり、やっぱり市の職員の

働きが甘いとか、ボーナスが高いとか、

給与が高いとかいうことが聞こえてくる

ような気がいたします。

　したがって、これから私どもが考えな

きゃならないことは、何をもって正職に

するか、何をもって非常勤なり臨職なり

お願いし、もう一つは何をもって委託に

していくかということがあります。

　それで、保育士さんの問題にしろ、今、

ごみ収集の作業員の、これは採用をストッ

プしております。これは、政策判断とし

て、いわゆる今後の公立保育所のあり方、

とりわけこれを議論いたします別府保育

所のあり方問題が大きくかかわってくる

こと。

　それから、もう一つは、ごみ収集につ

いても、今後の直営、委託は、摂津市は

直営率が非常に高い。頑張ってくれてお

ります。ごみ減量で府下ナンバーワンと

いうことをしておりますが、いわゆるそ

の各種の状況のごみ収集の作業員さんに

ついても、摂津市の直営率は極めて高い

状況の中で、これを、一体摂津市の直営

を幾らにするかということの議論も、も

う確定しなきゃならない。もちろん組合

との交渉は、稲村課長の方でもやってく

れておりますし、水田次長の方でもやっ

てくれております。市としての基本的な

部分をもう少し整理をした上で、この人

数を決めていかなければならない。もう

少しきめ細かくこの議論を内部でもする

必要ありと。

　しかし、私どもも２２年には６８６名

まで職員数を削減していくということを

出しておりますから、これには目標値は

達成したい。ただ、その中身として、何

を充実し、何を正職で賄い、行政パート

ナー、臨職、何でいくか。また、思い切っ

て民間の方なら民間の委託に回すかとい

うようなことをもう少しこれから細かく

整理をすべき時期だということは、今、

川口委員の質問の中でも感じております

ので、これからの事業になりますけれど

も、そういうことを申し上げておきたい

なというふうに思っております。

○上村高義委員長　紀田部長。

○紀田生活環境部長　農業祭で二度要望

していただいていますので、一回ぐらい

答弁をさせておいてもらわなあかんのか

なということで、ちょっとお答えさせて

いただきます。

　私も会場におりまして、確かに生ガニ

がないということでクレームも聞きまし
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た。ただ、やっぱりその参加者という意

味で言いますと、主催者側発表というこ

とであれば、昨年度と同様の発表ですし、

１万人ちょうど、昨年、ことし同数となっ

ております。

　また、業者さんにお伺いすると、日曜

日に販売しようと思って持ってきたやつ

が、前日の土曜日にもう売り切れになっ

て、翌日の分を慌てて注文して、何とか

販売させてもらったというようなことも、

これは１社だけでなしに、数社聞いてい

ますし、ほかの智頭町さんなんかは、も

う遠くからお見えになっていたので、品

物がないということで、翌日のもう午前

中には販売するものがなくなったという

ようなことも聞いておりますので、そう

いう意味からすると、そんなに日にちを

変更したことによってご迷惑をおかけは

していないかなという気もしております。

　ただ、来年につきましては、通常どお

り、第２週に変更させていただいて努め

たいと思います。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　今の農業祭の答弁をわ

ざわざいただいたんですが、市民からの

目線がないんですよ。提携している市の

方は意見を聞いて、市民からは見ました

か。

　物は売れたでしょうけれど、私がさっ

きから質問しているように、やはり安く

ないと言っているんです。それでも買っ

て帰ってはるんです。でもね、例年より

みんなちょっとずつでした。

　私は、市民の皆さんから意見を聞いて

いるから、言っているんですよ。部長の

方は、やっぱりもうちょっと市民の皆さ

んの目線でいろいろなものを見なだめな

のと違いますか。

　せっかくご答弁いただきましたが、来

年に向けて、ぜひ検討してください。

　市民農園ですけれども、今、市街化農

地で、宅地化する農地であるからという

ことなんですが、積極的にここに市民農

園を、難しいかもしれないですが、ここ

に市民農園がないとだめだなという、そ

ういう積極的な全然目線がないんですよ

ね。だから、ふやす気はあるんですかと。

　もう農業をしたないから、市民農園に

貸してもいいでと言われたら、そこへの

このこ行って話をするというみたいな、

ものすごく受け身的な感じがいたします。

　ずっと民生の中でも、市民の人たちの

ニーズから、市民農園を個人的に借りて

おられる方もたくさんおられると思いま

すよ。だけど、やはり市民農園をしたい

と、しかし団体に入っていないから借り

れないとか、そういう意見もみんな聞い

ていると思うんですよね。

　そういう積極的な農のあるまちにした

いんだったら、やはり農地を保全すると

いう、そういう積極的な農業委員会とい

うか、その姿勢が全然見えないんですね。

　これでは、どんどん毎年なくなってい

くんじゃないかなと、そういうふうに思

いますが、市民の皆さんは、もっともっ

と使いやすい、本当にわずかでもいいか

ら食物をつくって楽しみたいという、そ

ういう人たちがふえていると思うんです

よ。

　もっとニーズをつかんでいただいて、

もっと積極的にアプローチをしていただ

きたいと思いますけれども、ぜひそれは、

もちろん予算の要ることですから、本当

に農のあるまちにする気があるのかなと、

本当につくづく思います。そういう姿勢

が全く見れないという感じがいたしまし

た。

　先ほど副市長が、ダイキンサンライズ

のことなんですが、今度また拡張される

ということで、横になって休憩する、車
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いすの方とかずっと、そういう人たちが

本当にちょっと体を休めるような休憩室

であるとか、そういうのがやっぱり余り

ないというふうにお聞きしているんです。

月１回行っていらっしゃるんですか。施

設をあちこち見てはるんですかね。民生

常任委員会でも、一回見させていただき

たいなと思うんですけれども。

　それとか、ある程度のやっぱり若い人

たちですので、いろいろな悩みがありま

す。そういうのも、全部そこで解消でき

るかというと、そうは思いませんけれど

も、先ほどの鳥飼も、「ふれあいの里」

のウイングまで行って話を、それも紹介

しました、しております。だけど、職場

の中で、やっぱり普通の会社でもいろい

ろなコミュニケーションが必要であるよ

うに、そういうのが足らないのではない

かなというふうに思って言っております

ので、またこの民生常任委員のメンバー

で一回視察させていただくように、委員

長にお願いしたいと思います。

　人の正職、非常勤の問題ですけれども、

職員を減らすというのを決めていると。

これまでやってこられた市の行政のやり

方が、それは目に見えているんですね、

どういうところで減らしていくのかとい

うのは。

　でも、私は、やっぱり市民に一番身近

に接するところで、そういうきちんとし

たノウハウを持った人をつくっていかな

ければ、家庭児童相談室でもそうですし、

保育の場面もそうですし、結局は直営の

方が安くつく場合もあるわけですね。そ

ういう場合もあるんですね、反対に。学

校給食なんか、今そうです。民間委託に

なったところで、どんどん高くなってい

るところの自治体があります。

　そういうところも例に出ておりますの

で、暗に職員を減らすということが、やっ

ぱり現業の部門であるとか、そういうと

ころにやっぱりかかってくると思うんで

すね。これまでやってきているから、やっ

ぱりね。

　ですから、そういうところについては、

やはりもっともっときちんと人を養成し

ていくということが大事だと思います。

そういうことで、きちんとやっぱり正職

配置はしていただきたいなと、そういう

ふうに思っておりますので、要請したい

と思います。

　それから、民生費の部分については、

積極的に来年度に向けて、部長の方も、

近隣各市から見て市民に喜んでもらえる

ように頑張ると、そういうふうにおっしゃっ

ておられますので、せめて府下平均並み

に予算がふえるように、積極的に頑張っ

ていただきたいなと思います。要請して

おきたいと思います。

○上村高義委員長　それでは、川口委員

の要望がありましたダイキンサンライズ

についての見学を要請しておきますので。

副市長。

○小野副市長　近々にダイキンサンライ

ズの取締役会がございますから、今、川

口委員が言われたやつについては、向こ

うの工場長なりに、こういう意見があり

ますよと、それから民生委員会として、

やっと工事が、なかなか厚労省の補助金

がおりなくて、手間暇かかって、やっと

おりたということを先週聞きましたので、

いい時期にということでしたいと思いま

す。

　それから、もう一つ、市民農園につい

ては、田橋局長が言いましたけれども、

拡大してきています。ただ、市としては

やっぱり受益と負担があるはずじゃない

かと。固定資産税も減税しているんだか

ら、その分はそれだけの作物をつくられ

て、生きがい、また健康にやっておられ
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るんだから、それは私ども市としては、

一遍その受益と負担ということを基本的

に考え方を整理すべきという指示をして

やっておりましたので、田橋局長はそれ

がなかなか言いにくかったと思うんです

が、市民農園の拡大は農業委員会として

はしてほしいと。それであれば、やはり

一定の、そこで楽しんでおられて、うち

は固定資産税分を減免していますから、

それは利用者にそのことぐらい持っても

らってもいいのではないのかと。

　それを、これからどんどん無償という

ことはいかがなものかということの指示

をした上で、今、議論しておりますので、

一定の結論を出したいなというふうにも

考えております。

○上村高義委員長　川口委員の質問が終

わりました。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後２時　５分　休憩）

（午後２時１０分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　認定第７号の審査を行います。

　本件について補足説明を省略し、質疑

に入ります。

　質疑のある方、挙手を願います。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、私の方から一つ

ほど質問させていただきます。

　この決算書と合わせて、監査委員から

の意見書をつけていただいておりますけ

れども、それで出してもらいますと、ま

た年々小さくなってしまいまして、寂し

い限りなんですけれども、これは１９年

度の加入事業所が４１事業所、被共済者

数が２１６名となっておるわけなんです

けれども、前年との比較ですね、聞かせ

ていただきたいと思います。

○上村高義委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　前年対比をご説明

させていただきます。

　１９年度の加入事業者数は４１、１８

年度は４５となります。

　それから、被共済者数ですけれども、

１９年度は２１６名、平成１８年度は２

０６名になります。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　ありがとうございます。

決算状況とか、見てわかるように、事業

所もちょっと小さくなりまして、この制

度そのもの、せっかくのいい制度ですの

で、これからも先ほどの議論にもありま

したけれども、非正規というか、正規雇

用がなかなかふえないという意味では、

パートタイマーの事業で支えられている

事業所なんていうのが非常に多いという

ことだと思いますので、大きく事業を展

開というか、拡張していただいて、せっ

かくの制度を生かしていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　ほかにございません

か。村上委員。

○村上英明委員　先ほど山崎委員の方か

ら若干質問もありましたけれども、この

パートタイマー制度というのは、昭和６

０年から継続ということで２２年、２３

年していただいておりますけれども、こ

の間、いろいろと今ご指摘もありました

けれども、加入者数が減の方向になりつ

つあるという中で、その中でいろいろと

事業所の訪問なり、また、事業主さんの

集まっておられる会合の中で、制度の説

明なりをされてということで、いろいろ

と汗をかいておられるというのが現実だ

というふうに思いますけれども、その中

で、先ほども加入者数の話もございまし

たけれども、当初の予定のときは約３０

０名を目標にされているという中で、こ

の現実の数字ですね、どういう形で認識
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をされているのかなというのを１点、お

聞きしたいと思います。

　それから、もう１点、この事務報告書

の中で、この平成１９年度に退職された

方が３６名だったでしょうか、それから

最高加入が２６７か月ということで、約

２２年ということの中で、こういう最高

という数字はあるんですけれども、平成

１９年度の最低の加入期間ですね、何か

月の方がおられたのかということと、そ

れから、最高の給付額ということで８６

万６，１３１円という数字が出ておりま

すけれども、この平成１９年度の中では

最低の給付額について、お聞きしたいと

思います。

　以上、２点です。

○上村高義委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　それでは、村上委

員の、まず平成１９年度の予算額と収入

済額の認識、それと平成１９年度の最低

掛け月と支給額のご説明をさせていただ

きます。

　まず予算編成時、月平均加入者を３０

０名との目標を立て、一人２，０００円

ですので、月６０万円、年７２０万円の

掛金収入を予定いたしました。実質的に

は、月平均２１７名で推移し、実収入は

５２１万８，０００円となりました。

　年度によりますけれども、例えば、平

成１４年度、１事業所で四、五十名の大

量脱会がありましたように、逆に大量加

入があるのではないかという期待をする

とともに、その周知策といたしましては、

年に一度の事業所への広報の商工特集号

の送付時に別ビラにおいて、市の制度の

国の中退共（中小企業退職金共済）との

違いや利点を強調し、勧誘活動を行って

まいりました結果、事務報告書でお知ら

せしておりますとおり、平成１９年５月

の２１５名の会員数が、平成２０年２月

時では２３１名と、これは、平成１８年

度の同月対比を見ますと２５９名から２

２０名に減少したことからは、増加傾向

となったということで、まだまだ予算想

定人数までは至っておりませんけれども、

若干の歯どめにはなったのかなという認

識をいたしております。

　それから、１９年度の最短加入月数で

すけれども、１４か月になります。

　なお、給付額は２万８，０００円に１

００円交付金がつきましたので、２万８，

１００円を給付しております。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　確かに先ほどの山崎委

員のときのご指摘にもありましたように、

この加入の事業所数は３減だったでしょ

うか、という中ではありますけれども、

この被共済者数については、１６名程度

増加しているというような現状でもござ

いますので、その辺については、１回目

で申し上げましたとおり、汗をかいてい

る分がこういう形の数字に反映していっ

ているのかなというふうに思います。

　しかしながら、やはりこの３００名と

の乖離の数字はちょっと大きいんじゃな

いのかなというふうに思いますので、こ

の辺は、平成２１年の予算編成に当たっ

ては、やっぱり実数値というか、本当に

到達したいという数字を上げて、予算を

立てていただく方がいいんじゃないのか

なというふうに思いますので、その辺よ

ろしくお願いしたいと思います。

　それから、２点目の給付額の件でござ

いますけれども、最高で２６７か月とい

うことで、給付が８６万６，１３１円と

いう数字が出ております。しかしながら、

この２２年の掛金、月２，０００円とい

うことでいきますと、掛金は５３万４，

０００円ということで、トータルすれば

３３万円程度、掛金よりも多く退職され
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たときの方がもらえるというようなこと

だと思いますので、この辺について、ま

たしっかりと先ほどの加入者の件ではあ

りますけれども、増加という形でまたい

ろいろとご苦労をおかけしますけれども、

またしっかりと汗をかいていただければ

なと、そういうふうに思います。

　あと運用率の面で、今低金利という中

でなかなかこの１％の運用というのが長

期間続くような形ではありますけれども、

これも社会情勢の中でまた２％とか、昔

の３％とかという形に向けて、また努力

していただければなと、そういうふうに

思いますので、またこの辺は要望とさせ

ていただきますので、よろしくお願いい

たします。

○上村高義委員長　ほかにありませんか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後２時１９分　休憩）

（午後２時２０分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　認定第３号及び認定第４号の審査を行

います。

　本２件のうち認定第４号について補足

説明を省略し、認定第３号について補足

説明を求めます。

　佐藤保健福祉部長。

○佐藤保健福祉部長　認定第３号、平成

１９年度摂津市国民健康保険特別会計決

算認定の件につきまして、補足説明をさ

せていただきます。

　平成１９年度の国保加入者は前年度に

比べ年間平均で１．５％、４７７名減の

３万１，７９６名となっており、一般被

保険者のうち老健加入者が３．４％、１

６３名減の４，５６５名、その他の方が

３．５％、７３８名減の２万２１４名、

退職被保険者等が６．４％、４２４名増

の７，０１７名で、一般被保険者が減少

する一方、退職被保険者等が著しく増加

しております。

　それでは、まず歳入でございますが、

１８ページ、款１、国民健康料、項１、

国民健康保険料、目１、一般被保険者国

民健康保険料は、前年度に比べ２．９％、

約６，２３６万５，０００円の減となっ

ております。一般被保険者に係る一人当

たり現年度医療分保険料調定額は、前年

度に比べ１．３％、１，０９５円の増と

なったものの、被保険者数は前年度より

も７３８名減となり、総額で減額となっ

ております。

　また、介護分保険料は、被保険者数が

３１７名の減となり、一人当たり現年度

調定額も前年度に比べ５．２％、１，２

６９円の減となり、総額でも減額となっ

ております。

　収納率は、医療分、介護分を合わせ、

現年度分が８４．５％、滞納繰越分が１

２．１％でございます。

　目２、退職被保険者等国民健康保険料

は、被保険者数が前年度に比べ、６．４

％の大きな伸びを示し、加えて一人当た

り現年度医療分調定額は、１．９％、１，

９３６円の増となったため、総額でも増

となっております。

　また、介護分保険料は、被保険者数が

１５１名の減、一人当たり現年度調定額

は、前年度に比べ３％、６８１円の減と

なりましたため、総額でも減額となって

おります。

　収納率は、現年度分が９６．４％、滞

納繰越分が１９％でございます。

　なお、不納欠損処分につきましては、

平成１７年度分以前の消滅時効等による

もので、延べ２，８６７件でございます。

　款２、使用料及び手数料、項１、手数

料、目１、督促手数料は、前年度に比べ

３．９％の増となっております。
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　款３、国庫支出金、項１、国庫負担金、

目１、療養給付費等負担金は、前年度に

比べ２．１％、約３，６１７万円の減と

なっております。これは、主に老健拠出

金が減少したことによるものでございま

す。

　目２、高額医療費共同事業負担金は、

前年度に比べ１３．７％、約４８６万円

の増額で、高額医療費共同事業拠出額の

４分の１の交付を受けております。

　項２、国庫補助金、目１、財政調整交

付金は、前年度に比べ７．９％、約３，

１０７万円の減となっております。これ

は、特別調整交付金の減が主なものとなっ

ております。

　目２、高齢者医療制度円滑導入事業費

補助金は、７０歳から７４歳の被保険者

の一部負担割合変更の凍結に伴う高齢受

給者証の郵送費用等の補助を受けたもの

でございます。

　２０ページ、款４、療養給付費交付金、

項１、療養給付費交付金、目１、療養給

付費交付金は、前年度に比べ４．４％、

８，９７４万２，０００円の増となって

おります。これは、退職被保険者等が増

となったことが主なものとなっておりま

す。

　款５、府支出金、項１、府負担金、目

１、高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ１３．７％、約４８６万円の増

で、高額医療費共同事業拠出額の４分の

１の交付を受けております。

　項２、府補助金、目１、事業助成補助

金は、前年度に比べ２３．８％、約２６

９万円の減となっており、収納率向上対

策補助金の減が主なものでございます。

　目２、老人医療波及分補助金は、対象

費用額の減少等に伴い、前年度に比べ３

４．９％、約８８万円の減となっており

ます。

　目３、障害者医療波及分補助金は、増

加率の変更等に伴い、前年度に比べ５．

４％、約２７万円の増となっております。

　目４、府財政調整交付金は、前年度に

比べ５．５％、１，９９７万２，０００

円の増となっております。

　款６、共同事業交付金、項１、共同事

業交付金、目１、共同事業交付金は、前

年度に比べ２．８％、約３７６万円の増

となっております。これは１件８０万円

以上の高額医療費４７１件を対象に交付

を受けたものでございます。

　目２、保険財政共同安定化事業交付金

は、３０万円以上の医療費に係る府下市

町村国保による共同事業で、前年に比べ、

９６．７％、約３億７７１万円の増となっ

ております。この制度は、一昨年１０月

から新設され、平成１９年度から一年分

となったもので、２，４１４件を対象に

交付を受けております。

　款７、繰入金、項１、一般会計繰入金、

目１、一般会計繰入金は、前年度に比べ

３．２％、約１，５３７万円の増となっ

ております。これは、国保運営に係る人

件費、事務費等の職員給与費等繰入金で、

約２，０６９万円の増、出産育児一時金

繰入金で、約３０３万円の減などが主な

ものとなっております。

　なお、被保険者一人当たり繰入額は、

１万５，８１４円となっております。

　２２ページ、目２、保険基盤安定繰入

金は、前年度に比べ１．８％、約６５２

万円の増となっております。

　款８、諸収入、項１、市預金利子、目

１、市預金利子はございません。

　項２、雑入、目１、一般被保険者第三

者納付金、目２、退職被保険者等第三者

納付金は、交通事故等による第三者納付

金、目３、一般被保険者返納金、目４、

退職被保険者等返納金は、社会保険加入
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等による国保資格喪失後の受診に係る返

納金でございます。

　続きまして、歳出でございますが、２

４ページ、款１、総務費、項１、総務管

理費、目１、一般管理費は、前年度に比

べ１４．４％、約１，４８４万円の増額

となっており、国保システム改修費の増

が主なものとなっております。

　２６ページ、目２、連合会負担金は、

前年度に比べ０．４％の減となっており

ます。

　目３、市町村部会負担金は、前年度に

比べ３７．５％の減となっております。

　項２、徴収費、目１、賦課徴収費は、

前年度に比べ４．３％、約１７９万円の

減となっております。

　項３、運営協議会費、目１、運営協議

会費は、前年度に比べ１．４％の増となっ

ております。

　款２、保険給付費、項１、療養諸費、

目１、一般被保険者療養給付費は、前年

度に比べ４％、約１億１，３２７万円の

増となっております。一人当たりの保険

者負担額は１４万７，０５２円で、前年

度に比べ７．８％の増となっており、診

療報酬請求明細書件数は、２０万７，５

９６件でございます。

　目２、退職被保険者等療養給付費は、

退職被保険者の増加に伴い、前年度に比

べ１０％、約１億９，６１５万円の増と

なっております。一人当たりの保険者負

担額は３０万６，３６４円で、前年度に

比べ３．４％の増となっており、診療報

酬請求明細書件数は、１２万８，９２５

件でございます。

　目３、一般被保険者療養費は、前年度

に比べ５．５％、約５４２万円の増となっ

ております。一人当たりの保険者負担額

は５，１８２円で、前年度に比べ９．３

％の増となっており、支給件数は１万２，

１６６件でございます。

　目４、退職被保険者等療養費は、前年

度に比べ２４．６％、約１，４６９万円

の増額となっております。一人当たりの

保険者負担額は、１万６１６円で、前年

度に比べ１７．１％の増となっており，

支給件数は６，６００件でございます。

　２８ページ、目５、審査支払手数料は、

前年度に比べて５％、約８７万円の増と

なっております。件数は３３万６，５２

７件分でございます。

　項２、高額療養費、目１、一般被保険

者高額療養費は、前年度に比べ８．３％、

約２，２７２万円の増となっております。

支給件数は５，３２３件、１件当たり５

万５，９０９円で、前年度に比べ２４．

２％の減となっております。

　目２、退職被保険者等高額療養費は、

前年度に比べ２．９％、約５１８万円の

減となっております。支給件数は５，１

１６件、１件当たり支給額は３万３，９

７９円で、前年度に比べ４２．２％の減

となっております。

　項３、移送費、目１、一般被保険者移

送費及び目２、退職被保険者等移送費は、

執行しておりません。

　項４、出産育児諸費、目１、出産育児

一時金は、支給件数１６７件となってお

ります。

　項５、葬祭諸費、目１、葬祭費は、支

給件数４１１件となっております。

　項６、精神結核医療給付費、目１、精

神結核医療給付金は、前年度に比べ１５．

７％、約１１９万円の増となっており、

支給件数は６，５０８件、１件当たり１，

３５９円を給付しております。

　款３、老人保健拠出金、項１、老人保

健拠出金、目１、老人保健医療費拠出金

及び目２、老人保健事務費拠出金は、い

ずれも社会保険診療報酬支払基金に拠出
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したもので、前年度に比べ、３．６％、

約６，６６４万円の減となっております。

　なお、本市の平成１９年度平均老人加

入割合は、前年度より０．３％減の１４．

４％となっております。

　款４、介護納付金、項１、介護納付金、

目１、介護納付金は、第二号被保険者一

人当たり４万９，４７６円の拠出金で、

前年度と比較して、一人当たり１，８９

８円、４％の増となりましたが、前々年

度確定拠出分について、過払いとなって

いた約２，７１１万円が相殺され、総額

では、前年度に比べ６．３％、約３，３

８５万円の減となっております。

　３０ページ、款５、共同事業拠出金、

項１、共同事業拠出金、目１、高額医療

費共同事業医療費拠出金は、８０万円以

上の高額な医療費の再保険事業として拠

出したもので、前年度に比べ１６．４％、

約２，２５０万円の増となっております。

　また、目２、保険財政共同安定化事業

拠出金は、３０万円以上の医療費の再保

険事業として拠出したもので、前年度に

比べ９８．７％、約３億４，６４０万円

の増となっております。

　款６、保健施設費、項１、保健施設費、

目１、保健衛生普及費は、前年度に比べ

８８．７％、約１，７８５万円の増となっ

ております。この主な要因は、ことし度

から始まった特定健康診査等の実施に係

るシステム開発に伴うものでございます。

　３２ページ、款７、諸支出金、項１、

償還金及び還付加算金、目１、一般被保

険者保険料還付金は１８２世帯分、目２、

退職被保険者等保険料還付金は、１７世

帯分の過年度分保険料を還付しておりま

す。

　目３、償還金は平成１８年度事業の確

定に伴い、超過交付となった療養給付費

負担金で、約４，３４５万円、調整交付

金で約３，１１６万円、療養給付費交付

金で約８，７３９万円などを返還したも

のでございます。

　款８、予備費につきましては、執行し

ておりません。

　款９、繰上充用金、項１、繰上充用金、

目１、繰上充用金は、平成１８年度の不

足額を補てんしたものでございます。

　以上、決算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○上村高義委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　大澤委員。

○大澤千恵子委員　まず初めに、摂津市

の国保という、こちらの冊子の方の８ペー

ジの保険料の計の下の療給等負担金と書

いてあるんですけれども、これは、印刷

ミスでしょうか。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　印刷ミスというか、

言葉が、先ほど部長の補足説明にもあり

ましたが、正しくは、療養給付費等負担

金ということを、ちょっと略して書かせ

てもらっています。

○上村高義委員長　大澤委員。

○大澤千恵子委員　すみません。その負

担金とかの名前がまだ十分わかっていな

いので、確認のためにちょっとお尋ねし

ました。　

　そうしましたら、決算書の１８ページ

の歳入の分なんですけれども、療養給付

費負担金のところで、この療養給付費負

担金の基本額となっている、これは国の

方からの負担金だということなんですけ

れども、この基本額の根拠の方をちょっ

と教えていただきたいということでお願

いいたします。

　それから、続いて２番目の同じく歳入

のうち、先ほどのこちらの摂津市の国保

の方にちょっとございます。ちょっと教
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えていただきたいんですけれども、歳入

のうちの２３．４５％を占めます、療養

給付費交付金、こちらの方は、国庫でも

なくて、府費でもなくて、どこから入っ

てくるのかをちょっと教えていただけれ

ばありがたいです。よろしくお願いしま

す。

　それから、２４ページ、総務費の総務

管理費、一般管理費の１３番委託料のと

ころで、レセプト点検委託料、こちらの

方は、まず一つはどこに出しているのか、

委託先を教えていただきたいのと、あわ

せて、３０ページにございます、保健衛

生普及費の賃金のレセプト点検事務嘱託

員賃金との違いを教えていただきたいと

思います。

　これは、例えば、レセプト点検の委託

料を市の方が一たん見て、それからまた、

委託しているのかというあたりをちょっ

と教えていただきたいと思います。

　それから、あわせて、国保システムの

改造委託料のところのご説明をよろしく

お願いいたします。

　そして２６ページ、こちらの方は、徴

収費ということで、保険料の徴収員の報

酬、こちらが今現在何名いらっしゃるの

か、教えていただきたいということと、

それから、その下にございます口座振替

奨励金というのが、このあたりが前納報

償金はわかるんですが、口座振替のとこ

ろで、例えば、保険料が安くなっている

のかというところをちょっと教えていた

だきたいということです。

　あと２８ページ、ここに精神・結核医

療給付費というのがございますが、精神

と結核医療給付金のこの割合について、

実際精神と結核とどのような配分になっ

ているのか、教えていただきたいと思い

ます。

　以上、まだ国民健康保険の方が大変難

しいので、とりあえずそこまで教えてい

ただければありがたいので、よろしくお

願いいたします。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、まず１

点目の歳入の療養給付費等負担金の基本

となる額ということでございますが、決

算書の１８ページと１９ページの備考欄

にもありますが、療養給付費等負担金の

中には、まず療養給付費の負担金と老人

保健医療費拠出金負担金、そして介護納

付金負担金という３つがございます。

　それぞれ国の負担割合としては、こち

らの方に書かせてもらっておりますよう

に、１００分の３４という負担割合になっ

ております。そして、その基本となる額

でございますが、療養給付費負担金につ

きましては、主に歳出の一般被保険者に

係ります療養給付費であったり、療養費、

高額療養費等の保険者負担部分が主な対

象となります。

　そして、老人保健医療費拠出金の負担

金につきましては、同じく歳出でありま

す老人保健医療費拠出金という保険者負

担分がございますが、その部分が対象と

なります。

　介護納付金負担金につきましても、歳

出にあります介護納付金が主な基本とな

る額という形になります。

　そうして、次、２番目の療養給付費交

付金がどこから出ているのかというとこ

ろでございますが、この療養給付費交付

金と申しますのは、国民健康保険の制度

の中で被保険者の中に一般被保険者と退

職被保険者等という大きな区分けがござ

います。

　このうち交付金の対象になるのは、退

職被保険者等の医療費が対象になるわけ

ですが、退職者の医療制度につきまして

は、退職被保険者等のかかった医療費か
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ら、同じくその退職被保険者等からいた

だいた保険料を差し引いた残りの部分が、

基本的にこの交付金という形で入ってく

るわけですけれども、そのもととなるの

は、社会保険の支払基金というところが

主に管理しておりまして、そちらの方か

らいただくという形になっております。

　次に３番目に、歳出の一般管理費の委

託料のレセプト点検委託料と、保健衛生

費の賃金でありますレセプト点検事務嘱

託員賃金との違いでございますが、レセ

プト点検事務嘱託員の賃金につきまして

は、業務内容といたしましては、レセプ

トの整理であったり、あと被保険者の資

格等の点検というところがあります。資

格等の点検というのはどういうことかと

いいますと、国保の被保険者であった方

が、例えば、他市に転出されて、摂津市

の資格がなくなるとか、また、社会保険

に加入されて、摂津の国保の資格がなく

なるといったときに、そのタイミングで

新しい保険証ができておれば、当然その

保険証を使って医療機関にかかれるわけ

なんですけれども、若干それぞれの方の

手元に新しい保険証が届くのがおくれて

くるといったときに、手元には摂津の国

保の保険証を持っているということで、

その保険証を持って、病院にかかられた

ときには実際にはその日には資格がない

のに、かかっているとかいうことがあり

ますので、その辺の内容の点検であった

り、医療費の支払いの事務等々をこのレ

セプト点検事務嘱託員が行っております。

　そして、冒頭にあります一般管理費の

委託料、レセプト点検委託料につきまし

ては、委託先が１９年度におきましては、

メディカルケアというレセプト点検業者

になっております。

　こちらの方では、点検内容といたしま

しては、レセプトの内容の点検、保険診

療につきましては、診療報酬の基準とい

うのがございますので、その内容に合致

しているかという点検を行ってもらって

おります。

　そして、次に同じ総務費の国保システ

ム改造委託料でございますが、１９年度

においては、制度改正の対応であったり、

調整交付金のデータの保存作業、これ保

存作業というのが、この２０年度から庁

内のシステムがオープンシステムに完全

移行したという中で、それまでのシステ

ムで対応しておったデータ等の保存が必

要になるために、行ったものであります。

　次に、徴収費に当たりますところの保

険料の徴収員でございますが、徴収員に

つきましては、今現在８名の徴収員がい

ます。８名の内訳につきましては、普通

徴収員と申しまして、毎月毎月の保険料、

その月の保険料を徴収に回る普通徴収員

というのが５名、そして、残り３名が特

別徴収員と申しまして、これは主に滞納

となっている保険料の集金等に回ってお

ります。

　それから、報償費であります口座振替

の奨励金につきまして、どういうものか

と申しますと、保険料の納付方法につき

ましては、１９年度におきましては自主

納付と申しまして、納付書を持ってみず

から金融機関で納めてもらう方法と、銀

行ないし郵便局の口座から引き落として

保険料をいただく口座振替、そして、徴

収員がお伺いして、保険料をいただく集

金人払い、この３通りがございます。そ

の中で、最も口座振替につきましては、

払い忘れもなく、また、納めにいっても

らう手間も省けるということで、私ども

はその口座振替の推進を図ってきており

ました。

　その中で、口座振替をご利用いただい

ている場合に奨励金ということで、毎月

－�51�－



の保険料の０．７５％、もしくはそれに

満たない場合は５０円という形で奨励金

という形で交付させてもらっております。

　それから、最後に精神・結核の給付費

の割合ということでのご質問でございま

すが、実は、この給付金につきましては、

医療費の支払いにつきましては大阪府の

国保連合会というところが、審査支払機

関という形になっておりまして、そこか

ら毎月の明細と請求という形では来るん

ですが、精神・結核医療費という形での

請求でございまして、それぞれ精神と結

核別々の内訳というのはちょっとこちら

の手元に参っておりませんので、今お答

えすることはできません。

○上村高義委員長　大澤委員。

○大澤千恵子委員　先ほどの歳入の分の

療養給付負担金の分なんですけれども、

先ほどご説明いただいたんですけれども、

基本額となっているところの部分の算出

の方法を教えていただきたかったという

ことで、よろしくお願いいたします。

　それと、歳入の２３．４５％占める部

分の療養給付費の方は理解できました。

ありがとうございました。

　それから、レセプト点検の委託料とい

うところでございますけれども、これは、

役所の中での作業ということでよろしい

んでしょうか。

　その中で、それが適切な国保で使える

かどうかという確認作業という形をとっ

た後に、レセプト作業をするという形に

なっているのでしょうか。役所の中の方

で、その国民健康保険証がきっちりと生

きているかどうかというところを確認を

して、それから、レセプトの方を見ると

いう形なんでしょうか。

　それとあと保険料の徴収員の報酬でご

ざいますけれども、これ毎月５名は、徴

収にお伺いするというものが残っている

かということと、あと対象の数がどれく

らいいらっしゃるのかということをお聞

かせいただきたいということと、それか

ら、口座振替の奨励金というのが、実際

私も国民健康保険ですけれども、こういっ

たことは返ってくるというようなことは

初めて知りましたので、そういうのは市

民の皆さんに通知か何かをしていらっしゃ

るのかということを、聞かせていただき

たいということと、対象者は、これは全

員の方が口座振替されている方が対象に

なるのか、お聞かせいただきたいと思い

ます。

　それと、先ほどの精神と結核医療の分

でございますけれども、結核にかかる方

がもう少なくなってきているのかなとい

うふうに私は認識をしておりましたけれ

ども、精神の方がやはり数が多いのでは

ないかという予測でちょっとお聞かせい

ただいて、今後の精神保健の方の利用度

がどれくらいになるのかということを知

りたかったのでお聞きしたので、データ

がないということでしたら、また後日ご

報告の方をしていただけたらと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、まず療

養給付費負担金の算出方法ですが、先ほ

ど口頭で一般の療養給付費等々と申しま

したが、委員にお持ちいただいておりま

す、摂津市の国保の２０年度版の８ペー

ジの歳出部分で申しますところの、上か

ら２段目、療養給付費と療養費、高額療

養費、移送費の合計が、３３億７，４０

０万円ほどになるわけなんですが、決算

書の備考では３１億１，５００万円とい

うことでずれております。

　この部分については、地方単独事業等々

ございまして、その部分でペナルティー、

減額と申しましょうか、その部分がござ

いますので、減額部分を差し引きさせて

－�52�－



いただいた額でございます。

　次に、レセプト点検についてでござい

ますが、レセプト点検につきまして流れ

といたしましては、まず医療機関から、

先ほど申しました審査支払機関である大

阪府の国保連合会というところにレセプ

トが集められます。国保連合会で、まず

一次的な審査が行われて、その後、摂津

市の国保の分は摂津市に来ております。

それを本市においては、内容点検につい

ては業者委託ということで、再度二次的

な内容審査を行っております。そして、

その中で保険請求に見合った内容かどう

かというようなことを点検いたしており

ます。

　レセプト点検事務の嘱託員につきまし

ては、そのタイミング的に後か同時かと

いうのは、データでもいただいています

ので、その中でほぼ同時期に点検を行っ

てもらっているという形でございます。

　次に、徴収員の普通徴収員の分につき

ましては、毎月どこのお宅に回られて、

幾らの保険料をいただいてきたかという

のは、逐次日報を、集金には日報をとい

うのを提出していただいてもらっていま

すので、そこで確認をしております。

　そして、訪問件数でございますが、１

９年度で集金人払いの対象になっている

のが７４５世帯でございます。

　それから、口座振替奨励金につきまし

て、奨励金の交付の対象になるのは、口

座振替をご利用いただいている世帯とい

うことでございますが、このＰＲについ

てということのご質問をいただいており

ますが、実は、この口座振替奨励金につ

きましては、１９年度で終了させてもらっ

ておると。２０年度からは口座振替奨励

金とこの前納報償金についても一応廃止

という形にさせてもらっております。

○上村高義委員長　大澤委員の今の質問

で、意味を聞くことだけの質問であれば、

この委員会じゃなくて、別なところで聞

いていただいて、事前に聞いていただい

て、何か問題があるとか、そういうこと

であるならば、この場を使って結構なん

ですけれども。

　大澤委員。

○大澤千恵子委員　先ほどのちょっと説

明のところなんですけれども、この負担

金のもう少し何を足してどうなのかとい

うところがちょっとわからなかったのと、

先ほど療養給付費と療養費を足して、こ

の療養給付費負担金になるというところ

で、ペナルティーがあったというところ

まではわかったんですけれども、その後

の部分がちょっとわからなかったので、

これだけちょっともう一度説明をしてい

ただけたらありがたいです。

　それとあと保険料の徴収員の報酬を今

計算しましたら７４５件ということで、

例えば、５人で回ったときに、１日だと

約７件あたりの計算になるんですけれど

も、そのあたりで、この保険料の徴収員

の報酬がやはり少し若干高いなという気

がしますので、そのあたり何とか口座振

替にしていただけるような方向で、なる

べくこの徴収員の人件費も削減できるよ

うな方向でしていただければという要望

をいたします。

○上村高義委員長　暫時休憩します。

（午後３時　６分　休憩）

（午後３時２０分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　答弁を求めます。

　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、療養給

付費負担金の算定の仕方ということでご

ざいますが、対象になりますのが、一般

被保険者にかかります療養給付費、そし

て、療養費、高額療養費、移送費が主に
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対象となります。

　そちらの対象となる額が、約３３億７，

４８０万円ほどになりますが、決算書の

備考欄に掲載させてもらっている３１億

１，５５０万円との、若干差が出ておる

わけでございますが、この部分につきま

しては、地方単独の事業と申しまして、

大阪府独自であったり、摂津市独自の乳

幼児医療とか障害者医療とかの独自の制

度がございます。

　その部分については、全国共通ではご

ざいません。あくまでも大阪府独自の制

度ですので、その部分については、差し

引きをされた形で最終その金額に１００

分の３４という率を掛けた形で負担金と

していただいている形になっています。

○上村高義委員長　大澤委員の質問が終

わりました。

　ほかにありませんか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、私の方から何点

かお聞きしたいと思います。

　まず、国保特別会計の方ですけれども、

収入と支出の分をちょっと私、比べさせ

てもらったんですけれども、まず２７ペー

ジの保険給付費です。これ全体で１９年

度が５８億７，０７８万円、これが１８

年は５５億２，６８０万円、１７年度は

５２億９，２３６万円と順調にというか、

伸びているわけなんですけれども、１８

ページ、１７ページに戻りますと、収入

の方で、国の負担金が１９年度、２０億

８，９０７万円なんですが、１８年度は

２１億５、０４５万円、１７年度は２３

億７、０３０万円となっておりまして、

これは、ずっとご承知のように減ってい

るわけなんです。

　府の負担金の方でいいますと、１９年

度が４億３，９８５万円、１８年度が４

億１，８３３万円、１７年度が３億１､

６５６万円で、徐々にふやしてはもらっ

ているんですけれども、これ市から繰出

金でいきますと、一般会計の繰入金です

から、款の７でいいますと、１９年が８

億６，３７１万、１８年が８億４，１８

２万、１７年が７億９，３２７万と、療

養費というか、保険給付費の伸びに比べ

たら少し微増というか、追いついていな

いのではないかと思うんですけれども、

給付費と国、府の負担金を引いた残り、

これがベースになるというわけではない

んですけども、全部その保険料に係ると

いうわけではないんですけども、この部

分でいうと、差し引きしますと１７年が

１８億残ってくるんですけども、１９年

は２４億というのが差し引きで残ってく

るわけなんですが。

　意見書の３２ページをあけていただく

と、ここに１８年、１９年の赤字の比較

がありますけれども、１８年の方は保険

料の伸びが８．６％、保険料収入も９．

９％で黒字になっております。単年度で

いいますとね。１９年は、保険料は２．

８％の伸びですけども、収入が減ってお

りまして、この辺、収納率、先ほど補足

説明で８４％というような数字も出して

いただきましたけれども、保険料の方に

限界が来ているんではないかというよう

なふうに見えるんですけれども、この赤

字というのが保険料の値上げ圧力になる

のではないかと思っているんですが。

　意見書の３４ページに一人当たりの保

険料とか負担額の表もつけていただいて

おります。この辺ね、医療の福祉として

の国保のあり方が問われているのではな

いかと、お金の流れというかね。

　それで、まず決算書では赤字になって

おりまして、国保会計が健全でないよう

には映るんですが、市の繰出金について

ですね、この保険料を上げないためにと
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いうか、赤字の先送り、これ、最後にし

ていますけども、これを減らすためにも

増額すべきなんではないかと。

　そこで、まずどうして国の負担金がこ

れほど減ってきたのか、この背景と、そ

れから市の繰入金が、療養費の伸びに比

べると余り伸びない。この理由をですね、

この２つを中心にちょっとお答えいただ

きたいと思います。

　２点目として、保険料については、以

前は国保運営協議会で諮問をされて決め

ていったという背景があるんですが、歴

史というか、があるんですが、保険料決

定がこちらで机上の仕事というか、数字

をはじいて決めてくるという形になって

きまして、運営協議会なんかの役割、市

民の意見をくみ上げるという立場で保険

料の決定をされるという必要があるので

はないか。この運営協議会なんかの役割

なども、どう考えておられるのかお聞か

せいただきたいと思います。

　３点目として、１９ページに欠損と未

済額がありますけれども、１７年度以前

の分はもう欠損ということで処理もされ

ているんですけども、支払いを促す手段

としてですね、窓口の業務なんですが、

資格証の発行、これまでずっと議論をさ

せていただいていますけども、これを使

われるということがないか。おどしと言

うと、この言葉は語弊があるんですけど

も、制度の利用というか、をしてはいけ

ないと思っておるんですが、窓口業務で

どういった扱いになっているのか、お聞

かせいただきたいと思います。

　この間、納付相談に来られて、分納を

しながら短期証を発行されておられる方

はおりますけれども、３か月おきないし

６か月おきに窓口に呼ばれて、納付でき

るのかどうかを詰められるというか、迫

られるというのを、どうもこれが負担だ

というふうに訴えておられます。その方

のご事情もいろいろあるんでしょうけれ

ども、いろんな考慮ができないのか、冷

たい窓口対応になっていないのか、お聞

かせいただきたいと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず１点目の国庫

の支出金が減ってきて、府の負担分が増

加しておると。市の繰入金が微増という

中で、給付費が伸びている中で、そうい

う状況で保険料率等が今後の赤字の解消

に影響してくるかどうかという問いかと

思いますが、この間、国の負担分に関し

ましては、例えば療養給付費等の負担に

つきましては、これ、国の三位一体改革

の絡みで税源移譲ということで、国の負

担割合が減ってきて、今現在３４％の負

担となっておりますが、減った分につい

てはそのまま税源移譲ということで都道

府県調整交付金という形になっておりま

すので、国の方の負担が減って、結局府

の支出金がふえてきているというのは、

そのあたりの影響かなと思われます。

　次に、市の繰入金につきましては、微

増というのは、これは職員給与費等につ

きましては、事務の改善であるとかいろ

いろ行った中での減少というのが出てき

ております。

　出産育児一時金については、今現在、

１７年から見れば１８年はふえておって、

１８年から１９年を見ると若干減ってい

るという状況の中で、このあたり出産の

どういうんですかね、いろんな機会やら

が影響してくるのかなと思われます。

　そして、あと繰入金の中には保険料の

軽減措置、低所得者に対して行われる７

割、５割、２割の軽減に伴う減額分につ

いての補てん措置というのがございまし

て、その部分で申しますと、ここは年々

ふえてきているというような状況がござ
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いまして、総体的に全体で見ると微増と

いう形になっているのかなと思われます。

　そういう中で、ここ数年赤字の解消と

いうのがなかなか進んでいない状況です

が、将来的にそれが、この赤字部分が保

険料率に影響するのかどうかというお問

いでございますけども、保険料率の決定

につきましては、次の運協の役割の中の

ご質問とも関連するかもしれませんが、

基本的に条例で規定されている方法によっ

て保険料率を出させてもらっていると。

この中身につきましては、見込まれる支

出、医療費であったり、いろんな老健の

拠出金や介護納付金等の支出から、歳入

として見込まれる国、府、市等の負担金

等を差し引いた部分が最終保険料として

計上させてもらうと。保険料の部分につ

きましても、必要となる保険料の５０％

を所得割で、３５％を均等割で、１５％

を平等割でという形での、これも条例で

規定されておりますので、そのとおり行っ

ていると。その中には、歳出の中にはあ

くまでも単年度の収支で見ておりますの

で、今現在では赤字部分を乗せていると

いうことはございませんので、赤字部分

が保険料に影響するかどうかという点で

は、影響していないという形になってお

ります。

　そして、２点目の保険料率、条例どお

りやっている中での運協の役割という点

でございますが、運営協議会につきまし

ては、市長の諮問機関であると。あと給

付割合の変更等が生じた場合には、当然

それも諮問事項という形になっておりま

すので、国保の運営に当たるそういう意

見、具申をいただく場となっております

ので、保険料率を運協で決定する場とい

うふうには理解はしておりません。

　次に、３点目の保険料の欠損と収入未

済が出ているという点で、その辺で窓口

での納付相談等の際に、資格証を使って

いるかどうかということでございますが、

納付相談をする際に、即資格証云々とい

う話は行っておりません。ただ、保険の

制度としての説明はさせてもらっており

ます。ただ、納付相談ということですの

で、目的は資格証の発行ということでは

なくて、あくまでも保険料の支払いにつ

いて困難な理由等があれば分割相談であっ

たり、保険料の減免制度というのがござ

いますので、その辺等を活用した中で保

険料の納付についての相談業務をさせて

もらっているという形ですので、よろし

くお願いします。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　歳出の分で老健の方を

忘れておりましたので、まず老健の方を

お聞きしたいと思います。

　これ、老健の方もですね、監査の意見

書の方で３７ページから３８ページで一

人当たりの費用とか保険負担額なども書

いていただいているわけなんですけども、

国保と同様に被保険者が減ったというの

は、これは退職者の移行の影響もあるん

でしょうけれども、保険料とか自己負担

がふえているということが、意見書の方

でもわかると思うんですが、どういうこ

となのかお考えを聞かせていただきたい

と思います。

　ことしからは高齢者医療になりまして、

後期が切り離されたわけですけれども、

後期医療では医療費がふえると保険料が

上がるという点で、負担割合がこれははっ

きり決められているので、これはもうはっ

きりしています。自治体でこの部分に軽

減策をとるということは、ほかの医療制

度とのバランスもあって禁止はされてお

りません。ことし、国保で老健の移行分

ですね、これで軽減のために入れていた

お金が丸々浮いたということで、その分
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をことしそのまま軽減策に使ったという

自治体もあります。国保とのバランスと

いうかね、同じ市民でありながら保険料

が違うということで、軽減策を受けられ

ないという方について、どうしていくの

かというお考えをお聞かせいただきたい

と思います。

　また、昨年までは資格証の発行、これ

までもずっとお年寄りにも出さないとい

う努力をしていただいておりましたけれ

ども、後期の連合体では、来年以降です

ね、滞納が、ことしと来年と発生してき

た場合、事務的に未納部分で資格証の発

行というような対応が起きないのかどう

か、お聞かせいただきたいと思います。

　それで、国保の分をお答えいただきま

したけれども、国と府と交付金で、公的

な負担の割合でいうと減っているという

ことは事実なんじゃないかと思うんです

けれども、上がり続ける医療費をだれが

負担するのかというのは大きな問題だと

思うんですが、医療費が上がって、病気

の人がふえております。意見書の３４ペー

ジに書いてありますように、被保険者が

微増でですね、少ない人数で上がってい

く医療費を支えるという構造がここでも

見えてくると思うんですけれども、病気

がちで収入が減ったという人たちがお互

いに支え合うというような構造になって

くると、余計しんどいんじゃないかと。

税収で高い摂津市の財政を生かせば、こ

の国保のしんどい部分をカバーできるの

ではないか。保険料軽減のための繰入金

をさらにふやすということについて、考

えをお聞かせいただきたいと思います。

　市民の負担はもう限界というかね、収

納率も保険料が上がって減っています。

１８年度に比べればね。そうすると、保

険料改定の方に市民の方々の意見を反映

していくという点で、協議会の役割が大

変大切だったんじゃないかなと思うんで

すけれども、保険料決定をもっと市民参

加で行うという考えはありませんでしょ

うか、お考えをお聞かせいただきたいと

思います。

　さきの定例会の一般質問でも、子ども

さんのいる世帯へ資格証の発行はすべき

でないということで、児童福祉法などの

ほかの法律の観点からも資格証なんかの

発行をすることはおかしいということで、

資格証の発行は避けていただいて、短期

証にしていったということで今回答弁も

いただきまして、一定の評価はしており

ますけれども、資格証の発行は窓口で１

０割負担という点では、保険証の取り上

げと変わらないと我々は指摘をしてまい

りました。資格証の発行は、収納率の向

上に寄与することはないと思います。つ

まり、資格証の発行ですね、保険証の取

り上げはやめるべきではないかと思いま

すが、お考えをお聞かせいただきたいと

思います。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　それでは、老健

医療特別会計の自己負担の変遷について、

簡単に説明させていただきたいと思いま

す。

　老人保健法は、ご存じのように昭和５

８年に制定されました。それ以来ずっと

対象者につきましては定額負担でござい

ましたけれども、１４年１０月から１割

負担の導入ということで、１割負担が導

入されました。また、１８年１０月から

は、現役並み所得とみなされておられま

した２割負担の方が３割負担になるとい

う形で、負担割合が重くなってきたとい

うのは事実かなと思います。これが４月

からの新しい長寿医療の負担割合に引き

継がれているところでございます。

　次に、２番目に被保険者の保険料の軽
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減ということについてでございますけれ

ども、法定軽減につきましては、国保で

したら７割軽減というのが最高でござい

ますけれども、長寿医療制度におかれま

しては、７割軽減を本年６月１２日の政

府決定によりまして８割５分の軽減、保

険料に直しますと６，９００円というこ

とで、低所得者の方への軽減については

一定改善されているのではないかと思い

ます。

　あと減免のことをおっしゃっているの

かなというふうに思うんですけれども、

新しい長寿医療制度も、摂津市の国民健

康保険との基準は違いますけれども、や

はり前年から所得が低下した場合は保険

料を軽減する、災害に遭った場合は保険

料を軽減するという軽減措置はございま

す。

　最後に、資格証の件でございますけれ

ども、確かに従前、資格証の対象外であ

りました長寿医療の対象者にも資格証明

書を出すということが、法律的には確か

に明記されております。しかし、広域連

合の方でも、一元的に、機械的に資格証

を出すのではなくて、やはりその人の意

見を十分聞いて、接触をして、払える資

力があるにもかかわらず払わない人に限っ

て資格証を出すという形になっておりま

す。もちろん実際に資力のない方、それ

から資格証を出してはいけない方に機械

的に資格証を出すことは、厳に慎むべき

というふうに考えております。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、国保に関す

ることで、保険料にも影響をいたします

繰り入れの今後増額をする考えはないの

かどうかということでございますが、確

かにこの法定外の繰入金につきましては、

ご負担いただいている保険料の軽減とい

うことで一般会計の方から税の投入を行っ

てもらっております。

　ただ、この繰入金についても、国の方

からも、これは総務省の自治財政局から

出ておりますが、国保の繰出金について

ということで、この繰り入れについては

保険料の安易な引き下げに充てられるこ

とを想定していないというふうな文言も

入っておる中で、本来的には特別会計の

趣旨からしても、他会計からの繰り入れ

なしに、その特別会計で健全な運営とい

うことが望まれているのかなと思ってお

りますが、ただ現在でも、保険料の軽減

ということでいただいている部分がなく

なるということになると、これは先ほど

の一般会計のときにもご質問ございまし

たが、たちまち一人当たり、１年間に１

万１，０００円ほど保険料負担がふえる

という中では、私も日々、窓口で市民の

方と納付相談なり行っておるわけですけ

ども、そのような状況から推察すると、

この繰り入れがなくなるというのはちょっ

と厳しいかなと思われます。

　そんな中で、増額ということについて

も、やっぱりこれは市全体の財政運営に

もかかわることではございますし、まし

て今現在でも府下で、これはいつも申し

上げておりますけども、府下の自治体に

比べても高額な繰り入れを今行ってもらっ

ている現状ですので、今の時期にちょっ

とふやすというのは難しいかなと思いま

す。

　そして、２点目の保険料の決定の際に

市民参加、市民の意見を取り入れてはと

いうご質問でございますが、先ほどのご

答弁で申し上げていましたとおり、保険

料の出し方については一定条例の方で規

定されておりますので、あくまでもそれ

に基づいて保険料を算出していくという

形で行わせてもらっております。

　最後に、資格証の発行についてですが、
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保険証の取り上げではないかというよう

なご質問でございます。ただ、この健康

保険の運営に当たりましては、保険給付

という仕事と背中合わせに、私どもはそ

の健全な運営を目指す中では、やっぱり

保険料の収納というのも重要な仕事の一

つではないかと認識しております。その

中で、負担の公平性を図る観点からも、

できるだけ納付いただけるようにという、

日々窓口であったり、電話であったり、

努力はさせてもらっておりますが、この

資格証の発行につきましては、国民健康

保険法でも義務づけられている制度です

ので、極力発行しないようにということ

で、いろいろお手紙であったり、電話で

あったり、また家庭訪問等を行った中で、

それぞれ対象の世帯の状況を把握するこ

とに努めておりますので、今後もその実

態把握に努めていった中で、最終やむな

く制度に対して理解をいただけないとか、

お会いできない場合には、資格証の発行

も一定やむを得ないところがあるかなと

考えております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　まず最初に、先ほどこ

の保険料の決定、数字ね、単年度でやっ

ているから赤字は基本的に影響しないと

言われましたけども、この赤字というの

が決算書の一番最後で繰り越しというか、

されるわけですよ。ですから、これが次

年度の予算の全体枠を押し広げるという

か、上乗せされるわけですから、影響し

ないことはないんです。

　先ほど安易な引き下げという話も総務

省から来ているという話でしたけども、

決して安易な引き下げじゃないと思うん

です。収納率がね、保険料が上がって、

ことし１９年度で下がっている、８４％

収納率ということからいうと、もう払う

側の方が大変だという現状があるという

ことを、しっかりとやっぱり論議の中に

置いて、保険料と繰り入れの決定をして

いっていただきたいなと思うわけです。

　老健の方で先ほど減免という話でした

けど、違ってですね、この老健も同じよ

うに、国保と今までと同じように保険料

軽減を受けれていたわけでね、その繰入

金にしていたお金がですね、いわば浮い

たということで、ことし春にも私、ここ

でやらせてもらいましたけども、千葉の

浦安市で７５歳以上の後期高齢者対象者

に１万円の給付をしたというようなね、

浮いたお金いうたらおかしいんですけれ

ども、そういうこともしたということで

すから、財政の使い方によっては、また

軽減策なんかもとれるというところでい

ろいろ考えていただければなと思ってお

ります。

　後期高齢者の方で滞納出てきたら、資

格証というのは、保険証の取り上げです

から、連合にこれから任せていくと機械

的におりてこんということも限らないと

いうことでは、特別な事情というのをしっ

かり把握して、上に上げていただきたい

と思うんです。

　この子どもの資格証の問題でも言って

きましたけども、発行を今まで避けてお

られた自治体というのは、学校とか児童

福祉の児童センターとかね、そういった

連携がよくとられて、そのご家庭の事情

をよくつかんでおられるという傾向があ

ります。本市においても、この後期高齢

者の分で、高齢者福祉とか介護保険とか

地域福祉とかいろんな方で、そのご家庭

の事情というのをつかんでおられる課も

いっぱいあると思うんで、そういうとこ

ろと連携をしっかりとられて、払えるの

か払えないのかというような対応をしっ

かりとっていただきたいと思います。

　国民健康保険、老健もそうですけども、
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国の指針があるとはいえ、児童福祉法と

か虐待防止ですね、老人もそうです。医

師法とかですね、憲法で保障された人権

を守る、医療が受けられない制度にして

はいけないという点で、すべての国民が

安心して医療を受けられるような制度に

運用をお願いしたいと思います。

　最後に、だから先ほど言った各課との

連携状態ですね、事情をしっかり聞くと

いうことについて、どういうふうにお考

えになられているのか、できれば両方と

もお聞かせいただきたいと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、１点目のそ

の赤字部分が翌年度に繰り越されて、そ

れが影響しているのではないかというこ

とでございますけども、確かに赤字部分

につきましては、毎年繰り上げ充用とい

う形で５月の出納閉鎖時に専決処分させ

ていただいておりますが、保険料率の決

定につきましては、当初予算の編成時に

必要となる保険料を算出しておりますの

で、その時点ではまだ当該年度の赤字と

いうのは確定しておりませんので、そう

いう意味では、結果的にはその翌年度の

分で繰り上げ充用という形になっており

ますけども、そこでは料率には影響はし

ておりませんので、その点よろしくお願

いします。

　それと、２点目の資格証発行の際の庁

内の横の連携ということで、国民健康保

険の場合でも、資格証発行に際しまして

は、当然医療を受けている状態であると

かをレセプトで見てみたり、また他課と

の関係では、いろんな医療証、公的な医

療を受給されているかどうかというふう

なところは、当然確認の方も行っており

ますので、その点は今後とも続けていき

たいなと考えております。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　今後は資格証発

行だけでなくて、長寿医療の実施につい

て各課の連携をどうするかということか

と思いますが、７５歳以上の高齢者にと

りましては、なかなか自分の意思を表明

したり、役所へ足を運んだりするという

ことがなかなか困難な方も多いという中

で、健康推進課、介護保険課、地域福祉

課、国保年金課の国民健康保険と連携し

て、また若い世代とは違った７５歳以上

の方であるということを意識した行政と

いいますか、施策をしていかなければな

らないというふうに考えております。　

○上村高義委員長　山崎委員の質問が終

わりました。

　ほかにございませんか。

　村上委員。

○村上英明委員　今まで議論の中でこの

徴収率云々とかですね、いろいろとそう

いうお話もございました。そういう中で、

この歳入面につきましてですね、款１、

国民健康保険料、項１、国民健康保険料、

目１、一般被保険者国民健康保険料、節

１、医療給付費分現年分ということでご

ざいます。

　そういった中で、この歳入面の中でも、

この平成１８年度と比較して、この平等

割の分はふえていると、世帯ですね。し

かしながら、この均等割の分が人数とし

て減になっているというようなことも影

響しているかと思いますけども、この収

入済額の平成１８年と対比しまして７，

０００万ぐらい減になっているというこ

とと、あとこの収入未済額につきまして

も平成１８年と比較して２，０００万ふ

えているというようなことでもございま

す。そういったことについてどういう理

由が考えられるのかなということを１点、

一つご質問をさせていただきたいという

ふうに思います。
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　それから２点目なんですけども、決算

書の歳入の分で１８ページのところなん

ですけども、節１のところで普通調整交

付金と、節２では特別調整交付金という

のがあります。これ、普通はペナルティー

の分ということと、あと特別調整交付金

ということで努力した分というか、そう

いうことであるというふうに思っておる

んですけども、これがそれぞれ減額になっ

ているということで、どういう理由が考

えられるのかなということをお聞きした

いと思います。

　それから、決算書の方の２６ページ、

歳出の分で、先ほど大澤委員の方からも

質問がありましたけども、保険料徴収員

報酬の分で質問があったかと思います。

これが予算現額と支出済みの差、不用額

ということで約５７０万ほど計上されて

おられますけども、この理由についてお

聞きしたいと思います。

　それから、次は老健の方でございます

けども、決算書の５４ページでしょうか、

款５、諸収入、項２、雑入、目１、第三

者納付金ということで、節１、第三者納

付金ということで約７５６万というのが

計上されております。これ、国民健康保

険、先ほどご答弁の中で言われておった

と思うんですけども、摂津市の国保でお

られた方が社保等変わられたとか、また

他市に転出された方とかがこの摂津の国

保の保険証を使って医療費にかかられた

というようなこと、その後の返還金とい

うことで国保はあったかと思うんですけ

ども、この老健の分につきましては、こ

の第三者納付金というのはどういう内容

のものなのかということと、予算と収入

済額とを見まして２倍強ふえているとい

うふうなことで、どういう認識をされて

いるのかなと。この老健については１点

をお聞きしたいと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、まず１

点目の保険料の一般被保険者の医療給付

費分現年分の保険料の収入額の減、未済

額の増等の理由でございますが、予算と

の乖離ということで、当初見込んでいた

被保数、約２万５，８００人ほどを見込

んでおったんですが、決算では２万４，

７００人ほどということで、約１，００

０人ほどの乖離が生じております。

　そして、収納率が若干下がっておると

いうことで収入額が減ったと。収入額が

減るということは、若干その反面、未済

額がふえると。この中で、あときっちり

分析の方ができておらないんですが、実

はこの１９年度から保険料の決定の仕方

が、１８年まではこれまで４月に仮算定、

８月に本算定という２段階でさせてもらっ

ておったやつが、本算定一本、６月本算

という形になった中で、４月、５月に保

険料の納付がなくなっているという中で、

これまで１２期割だったやつが、６月本

算になって１０期割になったという中で、

一期別当たりの支払いが、単純に１８年

と比較すると１．２倍になるという中で、

そのあたりもお支払い方法等、分割とい

うことも対応させてもらって、１０期払

いを翌年の５月までの１２回に割らせて

もらうとかいう対応もしておった中で、

５月分が実際入ってくるのが出納閉鎖後

の６月であるというところも、若干影響

しているのかなと思います。

　というのは、１８年と１９年で現年、

その年の調定総額から見た保険料、入っ

てきた保険料は、一般も退職も現年も滞

納分も含めた、入ってきた保険料すべて

の額で見た収納率というのは、１８年度

が９１．３８％、１９年度が９１．４７

％ということで、ほぼ変わってない状況

ですので、そのあたり現年分と滞納分の
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ちょっと割り振りが、内訳が変わってし

まったかなというようなところが考えら

れる理由かなとは思っております。

　そして、２点目の国庫補助金にありま

す調整交付金、普通調整交付金、特別調

整交付金、それぞれ減になった理由でご

ざいますが、普通調整交付金につきまし

ては、これも全国画一的なもので、それ

ぞれ地域によってかかった医療費にも差

がございます。あと収入となる保険料の

算出のもとになる所得というのも、地域

によってやっぱり差がございますので、

そのあたりをかかった医療費と必要とな

る収入等のバランスを保つ意味での調整

という形でのされている部分ですが、こ

こで見ると、若干１８年と１９年を比較

しますと、国の計算式で見たところです

が、医療費としては本来伸びておるんで

すが、計算上は若干下がった形になって、

その辺で普通調整交付金が下がっている

のかなと思われます。

　特別調整交付金につきましては、これ

は普通調整交付金が一定の率や画一的な

判断で出されるものであるのと対照的に、

特別調整交付金につきましては、医療費

の軽減であるとか、収納対策であるとか、

それぞれの保険者が独自にやっているこ

とに対して交付されるものなんですが、

この中で１８年と１９年を見ますと、保

険者の経営努力によっていただいている

部分、その特別の事情による部分が７０

０万ほど減額になっております。

　そして、あと収納率によっていただけ

る部分ということで、２年連続収納率を

上げると、過去に減額された部分の約２

分の１が交付されるという制度があるん

ですが、そこが１９年度がちょっともら

えなかったという中で減額になっており

ます。

　そして最後に、徴収員報酬の不用額に

ついてでございますが、先ほどご答弁さ

せてもらったように、今現在、徴収員、

１９年度もそうなんですが、普通徴収員

が５名、特別徴収員が３名の計８名がい

てるわけでございますが、１８年度まで

は実は特別徴収員が４名おりまして、計

９名で徴収の方を行っておりましたが、

１９年度の予算を計上させてもらう際に

は、その時点では９名の徴収員でありま

したが、１９年３月に特別徴収員１名が

自己都合でということで退職なされた関

係で、予算上９名で計上しておりました

が、実際には４月からは８名で徴収を行っ

ていたという中で、そこの差がちょっと

不用額として出ております。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　それでは、第三

者納付金の内容と、予算と収入済額の差

について説明させていただきます。

　第三者納付金につきましては、交通事

故などの相手の不法行為によって生じた

被害者の保険治療分の費用を、相手方に

請求することによって生じるものでござ

います。その予算額については、交通事

故の発生など不確定要素が極めて強いこ

とから、従来から老人保健医療特別会計

においては３００万を枠として当初予算

に計上させていただきました。平成１９

年度は、交通事故分４件、７５６万４４

５円を収入いたしましたが、そのうち１

件で４３８万９，７８５円という高額の

求償額を収入したことが、予算額を大幅

に上回った原因でございます。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　ご答弁ありがとうござ

います。

　今、保険料収入等々がありまして、ま

たこの徴収率ですね、医療分につきまし

ても８４．５％ぐらいだったでしょうか。

大阪府下を見ても、この徴収率が１００
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％というところはなかなかないと。トッ

プといっても、９４か９５％ぐらいだっ

たかと思うんですけども、もしそこまで

いけばですね、先ほど一般会計のときに

も申しました、この法定外の分は不用で

も、今の保険料というのは維持できるの

ではないかなというふうに思うんですね。

そういう中で、やっぱり国保という特別

会計というのは、その特別会計の中で運

用するというのが基本的なものであるの

ではないのかなと、そういうふうに思う

わけですけども、そういう中でやっぱり

現年分、滞納分にしてもですね、徴収率

を上げていただくように、これからしっ

かりと努力をしていっていただきたいな

と思います。

　その中で１点だけちょっとお聞きした

いんですけども、今まで大阪府下の中で

も、これ、保険税というのがですね、一

つの市だけだったのではないかなと、泉

南市だったと思うんですけども、その後、

いろいろと議論する中で、この保険料と

税の関係ですね、議論についてどういう

形で進められているのかという、この１

点だけお聞きしたいと思います。

　それから、あとこの報酬の分ですね。

特別徴収の方が４名から３名になったと

いうことではありますけども、この特別

徴収と普通徴収されているこの８名の方

で、要はどれだけの保険料を徴収されて

いるのかというのを１点お聞きしたいと

思いますし、それとあわせてどういうス

キルというんですかね、どういう方がこ

の特別徴収、普通徴収されているのかな

ということをお聞きしたいと思います。

　それから、老人保健の方なんですけど

も、先ほどの説明でわかりました。一応

基本的には、この平成１９年度で廃止に

なるというふうに認識しておるんですけ

ども、その中で２０年度の予算について

は、若干１か月とか２か月分だったでしょ

うか、計上されておるということで、平

成２０年度の決算ではまた出てくるのか

なと。そういう中で、この平成２１年、

２２年のこの経過措置等々、その辺の今

後のスケジュールについて１点お聞きし

たいと思います。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　それでは、老人

保健法、１９年度で廃止、今後のこの会

計のスケジュールについて説明させてい

ただきます。

　委員ご指摘のとおり、老人保健法の適

用は２０年の３月診療分をもって終了い

たします。ただし、３月診療分について

は、２０年度予算で執行いたします。

　それから、２０年４月から２３年３月

までの３か年につきましては、老人保健

医療特別会計は継続するということが法

律で定められております。その間に、２

０年３月以前に生じました医療機関の診

療報酬の請求漏れとか、それに伴います

支払基金や国、府の負担金の支出、収入

の調整を３年間でするという形になって

おります。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、まず１

点目の保険料と保険税についてでござい

ますが、全国的に見ますと、保険料より

保険税を採用している自治体が多いと。

ちょっと今手元でその内訳、比率等はちょっ

と持っておらないんですけども、税の方

が多いと。ただし、都市部では、大阪の

例にもありますけど、圧倒的に保険料を

採用しているところが多いと。これは、

その保険税になりますと、先ほどから議

論になっております保険料率であるとか、

保険料の割合とかを条例で定める必要が

あるということで、その条例改正の手続

が必要になってくると。
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　保険料につきましては、市長の告示で

対応できるという中で、何が影響してい

るかなとちょっと考えてみますと、やっ

ぱり保険料を算定させてもらう基礎とな

る被保険者の移動が、多いか少ないかと

いうところが非常に大きく影響してくる

んじゃないかなという中で、先ほど申し

ました都市部では保険料が多いという中

では、確かに都市部における人の移動が

かなり頻繁にあるという中で、料率決定

の際に、どういうんですかね、条例改正

という形が税の場合でしたら入ってきま

すので、かなり期間を要するところがあ

りますので、その辺の実態とのずれが出

てくるかどうかというところかなと思い

ます。

　ただ、先ほどの保険料の収入未済、不

納欠損とかの話になりますと、今現在、

保険料でいきますと、その時効が２年と

いう中で、税の場合は５年あるという中

では、ゆっくりと言うたらちょっと語弊

ありますけども、その回収といいますか、

収納にかかる時間、配分というのがかな

り変わってくるのかなと思われる中では、

問題点としてちょっとそういう点がある

かなというところを、今は認識している

ところでございます。

　それと、２点目の徴収員に係る徴収額

で申しますと、１９年度、特別徴収員３

名での集金額ですが、これ、ちょっと今

手元にあるのが滞納分の集金額になりま

すが、３名で７，１３０万ほどですね。

これにプラス現年分も若干集金の方に回っ

ておりまして、そちらはちょっと件数に

なりますが５６１件。

　そして普通徴収員、こちらは主に現年

の保険料の徴収という形になるんですが、

普通徴収員でも中に滞納分を若干持って

もらっている部分があります。その金額

が１５６万円ほどです。現年の集金件数

が、２，１２７件という形になっており

ます。

　あと徴収員の技術的なものなんですけ

ども、普通徴収員につきましては、加入

いただいている被保険者世帯から現年分

を集金に来てくれということで、決まっ

たルートで回ってもらって、金額も決まっ

た金額という中では、十分私たちの方で

保険の制度、さわりの部分を説明させて

もらった中で回ってもらっていると。

　特別徴収員につきましては、地域で活

動をされている方であったり、この普通

徴収員を長年経験された方であったり、

今現在、中には社会保険労務士の資格を

持った者等が今従事しているという状況

でございます。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　老健の方はわかりまし

たので、また今後しっかりと適切な処理

をお願いしたいと思います。

　国保の方なんですけども、先ほど特別

徴収、また普通徴収の方につきましては、

延べで７，３００万ほどですか、いう形

に徴収になっているということで、委託

費から見れば投資対効果いうんですかね、

そういう面があるのかなと、そういうふ

うに思いますけども、やっぱりこの収入

未済がやかなりいっぱいあるということ

がありますので、その辺でまたこの特別

徴収の方をですね、例えばふやしていっ

た場合に、この滞納分がなくなっていく

かとかですね、その辺はまたしっかりと

検証していっていただく中で、また取り

組んでいただければなと、そういうふう

に思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

○上村高義委員長　村上委員の質問が終

わりました。

　ほかにありませんか。

　川口委員。
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○川口純子委員　今、国保証のない子ど

もの問題がね、３万３，０００人いると

いうことで、全国的に、本当に大変な問

題になっていまして、一般質問でも山崎

委員の方でやりましたけれども、この問

題はやっぱり資格証明書の発行という、

こういうことから来ていると思います。

　本市は、この制度が改定されたときに、

わずか２世帯ぐらいだったと思います。

国保運協に私も入っておりましたから。

そのときに、その協議委員のお医者さん

であるとか、そういう方たちからもさま

ざまな意見が出ましたけれども、今既に

４２世帯ですか、４２の資格証明書が発

行されていると。

　そういうことで、やはりこれは地方自

治体によっては、大阪府下の自治体でも、

この資格証明書を発行していない、そう

いう市もあります。なぜ発行しないでい

けているのかと、そういうこともぜひ検

討して、一緒に協議していただいて、や

はりできるだけこの資格証明書は減らし

ていくというね、やはりこのようなペナ

ルティー的なやり方をやめていくという

ことで、今、後期高齢者というか、老健

の部分で寺田参事がおっしゃいました。

やはり厳に慎むべき、高齢者に対しては、

そういうふうにおっしゃっているわけで

すけれども、これはやはり今保険料徴収

員とか、そういうのは今話に出ていまし

たけれども、そういうことも含めてです

ね、やはり資格証明書の発行をできるだ

け抑えていくということで、来年からで

も始めていくということを、人の配置な

ど含めてやっていくのかというのを、ぜ

ひ検討していただきたいなと、お願いし

たいなと思います。

　それから、本当に払える保険料になっ

ているのかと。この平成１９年は３．０

６％の保険料の値上げをされて、１億６，

０００万円のやっぱり値上げになったわ

けです。これは、もう一つの下水道使用

料などの値上げと含めて、この年はかな

り値上げがね、負担が多かったわけです。

それ以外にも、もう本当に収入が減って

きていると。そういう中で負担が大変重

い。本当に払える保険料というのは、ど

ういう保険料やったら払えるのかなと思

いますけれども、やはり大変負担が重く

なっているということですね。それはも

うよくわかっておられると思いますけれ

ども。

　今、国保の担当の職員の方たちは、や

はりかなり早くスピーディーにいろんな

相談には乗っていただけているかなって

思うんですね。できるだけ分納の相談に

も乗っていただいていると。そういう中

で、いろいろ制度が改定されて、来年か

ら年金からまた天引きとか、そういう話

も出ておりますよね。しかし、払う意欲

のある人については、分納でもやはり少

しずつでも払っていただくと。そういう

市とのパイプをつないでいくということ

が、命綱を守っていけるということやと

思いますので、ぜひ資格証明書の発行を

抑えるとともに、払える保険料にしてい

くために、分納相談なんかにもぜひ乗っ

ていっていただきたいなと思います。

　それから、よく市民の方たちにいろい

ろ送られます。私は前に仮算定、本算定

はやめよということで、一本化すべきと

いうことで提案してきましたけれども、

それは一本化にされて、市民にとっては

わかりやすい、そういうことになったと

思います。しかし、送られる書類を見て

みますと、やはりまだまだ難しい。ひと

り暮らしの方もおられますし、そういう

中でいきますと、もっとわかりやすく、

シンプルに書類が作成できないのかなと

いつも思うんです。何か一方的でね。分
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納相談に行っている人に対しても、滞納

分の書類をまた送られるわけです。そし

たら、市民の人にしたら、分納相談に行っ

ているのに、また滞納してますよ、いつ

までに払いなさいよってダブルで請求さ

れているような、それはシステム的に送

らなければ仕方がないっていつもおっしゃ

るわけですけれども、そういうのもやっ

ぱりきちんと対応できないのかなと。物

すごく機械的だと思います。

　やはり市民の皆さんが、いろんな困難

な中で、市役所に相談に行って本当によ

かったと思って帰ってもらえる、安心し

てね、大変やけれども、保険料も払いな

がら医療も受けれると、そういうような

窓口になっていただきたい。だれが読ん

でももっともっとわかりやすい表現にし

ていただきたいと思います。

　それで結構です。要望しておきたいと

思います。

○上村高義委員長　川口委員の質問が終

わりました。

　ほかにありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後４時２４分　休憩）

（午後４時２７分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　認定第８号の審査を行います。

　本件について補足説明を省略し、質疑

に入ります。質問のある方、挙手願いま

す。

　大澤委員。

○大澤千恵子委員　１５８ページの介護

認定審査会の件で質問させていただきま

す。

　介護認定審査会の認定申請が年間２，

３１４件あるということは、資料の方で

見させていただきましたけれども、こち

らの方はまず何人ぐらいでこの審査を行っ

ているのかということと、あと介護認定

の方で、もし認定に不服があれば、第三

機関に不服申請ができるということがあ

りますが、大阪府の方では介護保険審査

会にて、この不服申請ができるというこ

となんですけれども、摂津市から不服申

請をした方がいらっしゃるかどうかとい

うことをちょっとお聞きしたいなという

ふうに思います。

　そして、その審査基準ですね、こちら

の方もあわせて、人によって若干基準が

違ったりとか、一応、基準のペーパーと

いうか、チェック機能というのは見させ

ていただいたんですけれども、その中で

個人差というものの基準がどういうふう

に定められているのかということをちょっ

とお聞きしたいなと思うことがまず１点

目です。

　それから、１６０ページの特定入所者

介護サービスの件ですけれども、１億１,

８０３万２,９５４円が市の負担分になっ

ているということですけども、まず一つ

は、これを全体で利用している人数と、

それからこの利用というのは市民税非課

税の方も対象になるのか、それとも対象

外の人もいるのかというところをあわせ

てお聞きしたいというふうに思います。

　それから、１６４ページの包括支援事

業の方なんですけれども、この包括支援

事業のうちの任意事業の方なんですが、

これは市独自で任意事業をされるという

ことなんですけれども、摂津市の方では

多分この介護用品給付事業委託料という

ところが、この任意事業の大きなところ

なのかなというふうに思っておりますけ

れども、これ資料を見ますと、紙おむつ

以外の介護用品の給付という記載がござ

いましたが、この介護用品給付事業に関
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しまして、この中身を教えていただきた

いということをまず１回目の質問でお願

いいたします。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、認定審査会

についてご答弁申し上げます。

　この介護認定審査会の委員につきまし

ては、介護保険法並びに摂津市の介護保

険条例及び審査会の運営要領等に基づい

て設置しておるもので、委員の定数は５

０人以内ということにしておりますが、

現在、４３名の委員を任命しております。

そのうち合議体ということで、各会５名

の審査委員で審査をしております。

　それから、認定に係る不服申し立てに

つきましては、これまで介護保険制度が

始まってから、摂津市の方については申

請はございません。

　それと、認定の基準につきましては、

個人差というものは基本的にはないもの

ということで、国の基準に基づきまして

認定の調査を行いまして、審査につきま

しても国の基準に基づいて合議で行って

おるというふうに考えております。

　それから、次に、特定入所者の介護サー

ビス費についてでございます。これにつ

きましては、低所得者の方に対する施設

入所及び短期入所の場合の食費及び居住

費のいわゆる負担の減額ということの給

付になっておりまして、具体的には年間

４，１５２件ということで、月平均約３

５０名程度の方が、この給付の対象になっ

ております。

　段階がございまして、まず、対象とな

る方につきましては、生活保護を受給さ

れている方、それから、世帯非課税で老

齢福祉年金を受給されている方、それか

ら、第２段階としまして、世帯非課税で

ご本人の年金収入が８０万円以下の方、

それから、第３段階としまして、世帯非

課税の方ということで、８０万円以上の

方ですね。それぞれ金額が異なってきま

す。課税されている方がいらっしゃる方

については、このサービス費の給付の対

象にはならないということでございます。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　家族介護支援事

業の介護用品の件でございますけども、

主なものは紙おむつでございます。紙お

むつの給付外という、これは給付ほかと

いうことで、紙おむつの給付がほとんど

でございます。そのほか一部パットや紙

おむつカバー、そういったおむつにかか

わるような部分についても対象としてお

ります。

○上村高義委員長　大澤委員。

○大澤千恵子委員　先ほどの基準の方な

んですけれども、例えば同じような状態

の中でも、見る人によっては見方でちょっ

と若干下がって、市民の方から同じよう

な状態なのに、そのチェック機能ですね、

これによって若干差があるとかというよ

うなことが多少聞くので、そういったと

ころでは研修とか、きっちりと見れるよ

うな指導をされているのかということを

確認したかったということでございます。

指導というか、そういう研修があるのか

どうかということですね。

　それから、もう一つの分ですね。これ

市の負担分で、今後、この市の負担分が

どういう増減ですね、こういったことを

ちょっと方向性としてどういうふうに考

えていらっしゃるのかということをお聞

きしたいということが２つ目です。

　それと、もう一つ包括支援事業の任意

事業の方で紙おむつというところがあり

ましたけれども、ちょっと今わからない

ですけど、紙おむつが外されているとい

うことで、ちょっと質問させていただい

たんですけど、まず一つは介護用品の委
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託の先は、これは社会福祉協議会の方だ

というふうに推測はされるんですけれど

も、こちらの方の紙おむつで、一般会計

の方から紙おむつの支給の方が多分出て

たと思うんですけども、そのあたりのダ

ブっている事業なのかなというところを

ちょっと教えていただきたいということ

でお願いします。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず１点目の認定

の基準に対する研修ということでござい

ますが、まず、訪問調査については、摂

津市では基本的には財団法人摂津市保健

センターに調査を委託しております。そ

の中で、ケアマネジャーの資格を持った

者が複数名おるんですけれども、定期的

に研修会を開いていますとともに、調査

票を必ず事務局の方でチェックいたしま

すので、その都度疑義があった場合につ

いては、詳細を問い合わせるなりという

ようなことで、一定のレベルが保てるよ

うにということで、日々、研修と言いま

すか、努力しております。

　それから、審査会の委員につきまして

も、各グループの合議体の長につきまし

ては、大阪府の研修等もこれまでも実施

されていまして、それに参加していると

いうことと、それの後に復命と言います

か、市の方でも定期的に、回数は年１回

程度になろうかと思いますけども、定期

的にこれまでも研修会を開いて、一定の

レベル合わせということで行っておりま

す。

　さらに、また、来年度につきましては、

若干、基準が変わるということで、モデ

ル事業とかもしているんですけども、そ

ういう研修も随時、新たな基準とかが示

されますと、その都度、新たな研修もし

ております。

　それから、特定入所者の介護サービス

費の市の負担増ということでございます

が、これは予算科目の説明上は、市負担

ということになっておりますが、財源と

しましては、すべて摂津市の市の一般財

源だけではなくて、国庫・府費、支払基

金から市の方に入っております財源も含

めまして、市から国保連合会に負担する

という意味で市負担という表現になって

おるんですけれども、これも今後の見込

みとしましては、最近の給付の増を見ま

すと、大体年４％から５％の伸びを示し

ておりまして、今後も高齢者の増、それ

から認定者の増を考えますと、増加傾向

にあるのかなというふうに認識しており

ます。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　紙おむつの給付

の件でございますけれども、委員ご指摘

のように、社会福祉協議会の方に事業を

委託しておりまして、対象者の方に社会

福祉協議会の方から１枚３，０００円の

券ですね、これを課税の方につきまして

は１２枚、３万６，０００円分、それか

ら非課税の方につきましては２５枚、７

万５，０００円分をお渡ししております。

この券をもちまして、薬剤師会と契約し

ておりまして、摂津市内の薬剤師会に加

盟している薬局でおむつ等に交換をして

いただくという仕組みを取っております。

　なお、平成１８年度から介護保険制度

が改正されまして、これに伴いまして、

これまでの国の補助金制度が廃止されま

して、紙おむつや配食サービスなどの介

護保険制度を補完するサービスにつきま

しては、介護保険制度の地域支援事業を

活用して、経費の面でその枠内で実施で

きない場合は、市単独事業として実施せ

ざるを得ないと、そういった状況となっ

ております。

　その状況を受けまして、１８年度以前
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につきましては、一般会計で、この紙お

むつの事業をやっておりまして、１８年

度につきましては、一般会計と介護保険

の特別会計、両方で対応しておりました

けども、１９年度からは介護保険の特別

会計だけで対応しております。

○上村高義委員長　大澤委員。

○大澤千恵子委員　制度の方が大変ころ

ころ変わりますので、それに対応される

のは大変だと思うんですけれども、その

あたりで例えばかぶっているようなとこ

ろがもし見受けられるようなことがあり

ましたら、そのあたり、私たちにも教え

ていただきながら精査して、なるべくい

い形で市民の方たちに提供できるような

ものをしていっていただければなという

ことを要望いたします。

○上村高義委員長　大澤委員の質問が終

わりました。

　ほかにありませんか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、私の方からも何

点かお聞かせいただきたいと思います。

　まず、収支の方なんですけども、監査

の方で意見書をつけていただいておりま

す。意見書の４６ページの収支一覧見て

いただくと、介護保険特会は、今回、非

常に黒字状態であるというのがよくわか

るかと思います。決算書の１６５ページ

で３，１０７万円の積み立てができまし

て、１６７ページの第２期の借金も８６

４万円返して、その上で１６９ページで

すね、繰り越しが８，９９５万円という

ことだと思うんですけれども、少なくと

も来年、保険料の見直しもあるんですけ

ども、保険料は上げていく理由は見当た

らないと思いますけども、お考えをお聞

かせいただきたいと思います。

　さらに、国の方針として介護保険料は

原則減免なしというか、保険料の減免が

非常に受けられないということで、共産

党としても介護保険にもしっかりした減

免制度を設けるべきだと要求しているわ

けですけれども、昨今、貧困の広がりの

中で、低所得者層への対応としては減免、

必要なのではないか。生活保護を受けて

いる人にも保護費から出ているとはいえ、

保険料がかかるというおかしな制度なん

ではないかと。しかし、保護基準に近い

ような低所得の人たちには負担が大きい

という意味では、せめて市民税の非課税

世帯などに別口というか、新たな減免を

求めたいと思いますけども、お考えをお

聞かせください。

　この収支の関連で、１５０ページの収

入で調整交付金ですね、これもまた変え

られていくのかどうか、その辺の見通し

も聞かせていただきたいと思います。

　次に、決算書の１６０ページ、介護予

防のサービス等諸費、大体予防の部分が

今回、えらい見込み違いというか、乖離、

大幅に使われなかったというところです

ね。予防サービスの諸費で言うと、当初

予算が４億１，１３４万円だったのが、

最終１億８，９９６万円ということなん

ですけども、このあたり見込み違いで済

まされるのかどうか。予算との乖離とい

う点ではむちゃくちゃじゃないかなと思

うんですが。国の方針で今回、新たに予

防措置というか、支援というか、予防を

しましょうと、寝たきりにならないよう

な予防をしましょうという事業を進めな

さいということで来ているんだと思うん

ですけども、予防推進の余り、必要な介

護が切り捨てというか、切り替えていか

れなかったかと心配しておるんですけど

も、７段階への移行も始まって、要支援

というのがふえて、予防をせよというの

が余り評価できないんですけども、福祉

用具の貸与とかが要支援では受けられな
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いというふうに聞いています。その前の

１５８ページの介護給付、これを見れば、

介護給付の方はしっかり使われていると

いうか、予算ではこの部分を抑えようと

したんですけれども、介護の利用はやっ

ぱり多かったというふうに言えないかど

うかですね。

　１６２ページに、地域支援事業にもこ

れ予防という事業が大分入っているんで

すけども、ここもかからなかったという

か、お金が要らなかったという点で、予

防事業に対しての詳しい説明をお聞かせ

いただきたいと思います。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、介護保険財

政の収支ということでございますが、ご

承知のように、３年間で収支が合うよう

にというような事業計画で運営しており

まして、１８年度につきましては、先ほ

ど説明あったように、約３，０００万円

の黒字ということで積み立てをさせてい

ただいております。

　そして、１９年度につきましては、決

算上、８，９００万円ほどの黒字という

ことでございますが、これにつきまして

はすべてが黒字ということではなくて、

国庫・府費、支払基金、それから一般会

計の繰入金等、概算で歳入しております

ものを、実績に応じて精算して、翌年度

に返還するということになりますので、

実際の黒字額は、ここからさらに減ると

いうことで、約４，７００万円ほどの１

９年度の実質の黒字額ということで、１

８年度の黒字額と合わせてトータルで７，

８００万円ほどになるわけなんですけれ

ども、これは２０年度、逆に給付が年々

ふえるというような見込みから、計画上、

約１，６００万円ほど赤字を見込んでお

りまして、さらに保険料の激変緩和措置

の継続ということで、これ２０年度の当

初予算で上げてますように、その分の約

９６０万円をもともとの黒字からそこに

充てるというようなことで考えておりま

すので、現時点では、２０年度は最終的

にどうなるか、今の時点で見込むのは大

変難しいんですけれども、現時点で五千

数百万円の３年間トータルでの黒字であ

ろうかなというふうに考えております。

　ただ、今度第４期、２１年度から２３

年度まで、やはり給付の増というのは、

これは、この傾向というのは変わらない

というふうに、今、試算しておるところ

なんですけれども、その給付の増を考え

ますと、３年間で約５，０００万円、黒

があるからといって、保険料を増額しな

いで済むというわけにはいかないのでは

ないかなというふうに、現時点では見込

んでおります。

　それから、２点目の減免についてとい

うことでございますが、摂津市でも独自

減免については、既に実施しておりまし

て、２０年度からその基準も拡大したと

ころでございますが、一般会計からの減

免への繰り入れというのは、これもご承

知のように国の方が原則しないと、それ

から保険料をゼロ円にはしない。それか

ら、一律の減免はしないという三原則が

あるということで、いわゆる制度が全国

的に統一された持続可能な制度で運営し

ていく以上、その原則は引き続き継続し

てはいきたいなと。ただし、独自減免で

先ほど言いましたような、非常に生活保

護に近いような、困窮されている方につ

いては、一部、財源としては保険料を使

うことになるわけなんですけれども、そ

の点については引き続き継続していきた

いというふうに考えています。

　それと、低所得者の対策については、

抜本的な改革が必要だということで、こ

れはずっと制度開始以来、国への要望も
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しておりまして、今回、国の方から示さ

れているところによりますと、今の基準

額の段階ですね、第４段階の世帯課税、

本人非課税のところで、本人さんの収入

が８０万円以下の方については、基準額

よりも安い設定というようなことで、こ

れは各保険者の判断で実施することが選

択でできますよというようなことである

とか、あるいは本人課税の方についても、

税制改正によって課税になった方もある

ということで、一定の額を例えば所得が

１２５万円までの方については、一定減

額することも、これも自治体の判断でで

きますよということが示されておりまし

て、現在、かがやきプランの推進会議も

１２月にまた開かれるんですけども、こ

の中でもそういった方向で提案をしていっ

て、審議していただきたいと。最終的に

は３月の議会で条例改正ということでお

願いしたいなということで、今、検討し

ている段階でございます。

　それから、調整交付金の見通しという

ことでございますが、これは介護保険の

調整交付金につきましては、市の努力で

どうこうできるという問題ではございま

せんで、全国平均との差ということで、

前期高齢者と後期高齢者の加入割合の違

いが１点、それから、所得段階の構成割

合の全国平均との差と、この２種類で調

整されることになっておりまして、１９

年度決算では、全国平均５％のところが

摂津市は０．８６％しか交付されなかっ

たということでございます。これも次期

の計画に向けて、新たな数値等示されて

今来ているところなんですが、さらに、

摂津市の交付率が下がるということが予

想されておりまして、じゃ、その分はと

いうことになりますと、６５歳以上の第

１号被保険者の保険料にかかってくると

いうような、非常に厳しい状況でござい

ます。

　この辺につきましても、調整交付金、

５％ですね、調整交付金という形じゃな

くて、国の負担を各保険者に確実にする

ようにということで、これも市長会通じ

てずっと要望を続けておるところでござ

います。

　それと、４点目の予防給付、予防事業

の見込みとの乖離ということでございま

すが、確かにかなり予算と乖離しておる

ということで、この予算額につきまして

は、これも３年計画の平成１７年度に立

てました第３期計画の数値に基づいて、

１８年度、１９年度、２０年度と若干の

微調整はしておりますけれども、基本的

には当初の計画どおりの予算を計上させ

ていただいております。結果的に、大き

く予防の方が少なくて介護の方が多かっ

たということになっておりまして、認定

者数で見ましても、要支援の方が当初の

計画よりも２００名ほど少ないというよ

うな状況はございました。

　それから、地域支援事業につきまして

も、これは標準給付の一定割合を、１９

年度で言いますと給付の２．６％を地域

支援事業に使いなさいというようなこと

がございまして、予算化はしておるんで

すけれども、具体的になかなか予防事業

の展開というのが図れなかった部分もあ

るというのはあると思いますが、１８年

度と比較しますと、いわゆる特定高齢者

の把握でありますとか、事業の参加者数

というのも伸びておりまして、予防に対

する市民の関心とか、啓発の部分という

のは進んでおるのかなというふうには認

識しておりますが、なかなか予防の効果

というのが、はっきりとした形で目に見

えないというのが実態ではございます。

　ただ、介護の方がその分、給付があっ

たということは、そういった意味では必
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要な方に必要なサービスは届けておるの

かなということで、１９年度の給付の予

算をトータルで見ますと約９９％の執行

ということでございますので、全体とし

ては計画に近いような数字になっている

というふうに思っております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　ありがとうございます。

先ほどの答弁なんですけども、結局３年

間で一応予測として５，９００万円の黒

字で、給付の伸びはあるということやね

んけども、値上げの必要がないというふ

うには言えないというのが庶民感情とい

うか、普通の感覚で何でやと、黒字なら

保険料を上げる必要がないんじゃないか

というのはあるんじゃないかと思うんで

すけれどもね。

　減免制度にしても、保険料で負担をし

て減免をしてあげるというのやったら、

お互いの傷というか、負担というところ

で言うと、弱いところを助けるというの

は確かに必要だとは思うんですけども、

痛み分けというか、そういうことでは余

りありがたくということでもないのかな

と思うんですけどもね。黒字でも値上げ

の必要がないというふうには言えないと

いうところですね、もうちょっとわかり

やすく説明していただければなと思うん

ですけども。

　先ほども抜本的な改革も必要というこ

とで、見直しもされるということで、だ

から、抜本的な改革は必要だということ

自体が、やっぱり制度的に介護保険、無

理があったんじゃないかなと思うんです。

交付金もこれから先、減らされる圧力と

いうことですからね。

　この運営状況、この間、入れてくださっ

てますけども、審議にぎりぎり間に合っ

たというようなとこで、もうちょっと早

く出していただきたかったかなと思うん

ですけども、この保険料段階、これも２

ページにありますけれども、これ６、７

段階が１８年度から急にふえたわけじゃ

なくて、５段階から７段階も、４段階が

まだ５段階とかいうて、スライドをして

いるわけですから、実質、値上がりの部

分も結構あるわけなんですよ。予算でも

指摘しましたけどもね、こういった値上

がり部分で、やっぱり黒字になっていっ

た背景なんかもあるんじゃないかなと思

うんですけども、この辺もどういうふう

にとらえられているかお聞かせいただき

たいと思います。

　それから、ご説明いただきましたけど、

予防という行為は、やっぱり上から押し

つけられて進むもんでは恐らくないと思

うんです。やはりこれから気をつけんと

いかんなというふうに、ご本人がやっぱ

り思わない限り、なかなか予防の事業に

参加してもらうというのは難しいんじゃ

ないかと思うんですけども、やはり介護

保険に求められているものというのは、

介護サービスであって、食事指導とか、

体操や運動指導というのが、やはり少な

くても仕方ないんじゃないかなと思うん

ですけれども、それがいけないというわ

けではないんですけども、介護サービス

をしっかりと厚くしていくという方向で

考えて、先々行っていただきたいかなと

思うんですけども。

　予算というか、これまでにも言わせて

いただきましたけども、要介護から要支

援に無理やりに移行されるということは

ないということでお聞きしてますけども、

望まれる介護サービスが受けれるような

システムに改善していっていただきたい

と思いますので、要求と実際の利用に隔

たりがあるということになったらおかし

いんですけども、受けたいのに受けられ

ないとかいうようなことがご意見として
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あるのか、ないのか、お聞かせいただき

たいと思います。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、黒字なのに

値上げの方向というようなところでのご

質問なんですけれども、この３期の黒字

分は４期の保険料の軽減の財源として充

てるということは当然考えておりまして、

国の方もそのような説明ではございます

けれども、給付費全体が膨らんでくると

いうのは、やはり避けられない状況かな

というふうに考えておりまして、まだ試

算の試算、粗い試算の段階ですけれども、

やはり給付費の増に伴って、それに対す

る保険料の負担の増というのも、そうい

う傾向の試算が今出ておるところでござ

います。

　それから、予防という意味で、押しつ

けられてもできませんよということでご

ざいますが、１８年度からいろんな形で

体操の普及であるとか、いろんな予防の

事業をする中で、市民の方々の自主的な

グループというのも、今、あちらこちら

の地域にできておりまして、市の方で直

接関わっておるというか、把握しておる

だけでも二十数グループが新たに発足し

ているということも聞いております。

　そういう中で、そういう意味では押し

つけではなくて、自発的な介護予防とい

うことも徐々にではありますけれども、

広がってきているのかなということで考

えております。

　それから、受けたいサービスが切られ

ているのかどうかということでございま

すが、もちろん必要なサービスが必要な

方に届くということが介護保険の趣旨で

ございますので、そのようにということ

ではありますが、例えば認定を受けられ

てサービスを利用されてない方というの

は２割弱ほど常にいらっしゃいます。利

用率と言いますかね。今回、アンケート

調査でも利用されてない理由ということ

でお尋ねしてるんですけれども、一応、

一番多いのは当面はサービスを利用しな

くても何とかやっていけるけれども、認

定だけ安心のために受けられたという方

が一番多く、後は逆にご病気されて、健

康上の理由で受けれなくなったというよ

うなことでございまして、特に利用料の

負担が高いであるとか、介護度で限度が

あるからということでの率というのは低

い、ないとは言えませんが、低いという

ふうには思っておりますが、できるだけ

ここについては必要な方に必要なサービ

スが届くようにということで努力したい

というふうに思っております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　介護サービスが減らず

に、いわば予防の部分を介護のサービス

が吸収したというか、使われたわけです

から、運営状況に８ページから以降にサー

ビス受給の老人施設ですとか、それから

サービスの内容を書いてありますけども、

こういったサービスが提供できるところ

とかいうのも、さらに大きくしていくと

いうか、市の方でも直営で包括支援なん

かもやってはりますけれども、サービス

の絶対量を多くしていくとかいうことも

必要なんじゃないかと思うので、ぜひと

も介護の事業の充実をお願いしたいと思

います。

○上村高義委員長　山崎委員の質問が終

わりました。

　ほかにありませんか。

　村上委員。

○村上英明委員　ちょっと２点ばかりお

聞きしたいと思います。

　１点目は、この介護保険の平均という

ことで、第３次、４，３５０円という設

定をされたかと思います。そういう中で、
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今、この決算書の１６４ページなんです

けども、地域包括支援センターの業務委

託料というのが計上されておりますけど

も、これがセンターを発足してこの平成

１９年で２年目ということになろうかと

思います。その辺で、いろいろとケアプ

ラン等々を作成されておられると思いま

すけども、そのまま効果についてどうい

うふうに認識されておられるのかという

のを１点お聞きしたいと思います。

　それから、２点目、これは事務報告書

の１６７ページでございますけども、要

介護認定の申請の状況というのが書いて

あります。その中で、毎月なんですけど

も、受付と通知結果との差異があると思

うんですね。その辺について理由を、例

えば申請が月末だったから、通知が翌月

になったよとか、そういう月ずれという

ことがあるのかなと思うんですけども、

その辺の確認を含めて理由をお聞きした

いと思いますので、よろしくお願いいた

します。

○上村高義委員長　川口センター長。

○川口地域福祉課参事　では、１点目の

質問についてお答えいたします。

　１６５ページにあります包括支援セン

ター業務委託料の内容につきましては、

個々に包括の方からケアプランの作成を

委託しているという名目のものではござ

いませんで、予防プラン等について、全

体で委託するというような内容のもので

ございます。

　ご質問いただきました予防プランは、

１８年当初は直営でやりまして、委託の

件数も少しずつふえてきております。予

防プランの効果ということについてでご

ざいますが、今現在は大体６割ぐらいの

方が直営プラン作成で、委託の方は４割

程度を占めております。先ほど山崎委員

の質問の中でも、介護予防の効果という

ことも内容としてありましたけれども、

なかなか効果判定というのは難しいとこ

ろもあるかとは思います。�　全体で見

ますと、６５歳以上の中に占める要介護

認定率と言いますか、そのような率も１

８年に立てました介護保険事業計画の３

期の予測推計値よりも下回っています。

これは、予防自体は１８年４月からの事

業でございますので、すぐに効果が反映

されているとは言いにくいんだとは思い

ますけれども、介護保険のプランは、介

護保険サービスのみのプランで作成する

ということではなくて、介護保険のサー

ビスと合わせまして、先ほど予防の事業

ということで話がありましたが、地域で

の予防、健康づくりですとか、体操です

とか、栄養ですとか、そのような元気な

方をたくさんつくると言うとちょっと語

弊がありますが、元気な高齢者をふやす

というあたりに重点を置いたプラン作成

となっています。�　介護保険サービス

のみではなく、そのような一般のサービ

スも取り入れながら、介護保険認定を受

けている人、受けていない人というふう

なすみ分けということではなくて、地域

で生活する人というところに視点を置い

たプラン作成ということで、介護予防と

いうことに取り組むようなプランになる

ように心がけております。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　２点目の要介護認

定申請の受付件数と審査判定結果通知の

件数が月々違うというご指摘でございま

すけれども、要介護認定につきましては、

申請から結果通知までに原則３０日以内

に行うということとされております。そ

の間に訪問による認定調査、主治医意見

書の聴取、それから資料を作成しまして、

摂津市では週２回、認定調査会を開催し

ておりますので、その審査会で審査判定
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を行って通知をするということでござい

ますので、申請のタイミング、それから

審査会のタイミングによりましては、月

や年度をまたぐということも通例という

ことになっております。

　このほかに、申請受付した後に、病状

が不安定になられたとかということで、

申請を取り下げされたりとか、不幸にし

てお亡くなりになって審査できなかった

とかいう事例も中にはございますので、

数字としては合致しないということです

ので、ご理解お願いいたします。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　この認定検査の件につ

きましては、週２回、開催されていると

いうことですので、その辺はまたしっか

り適正な調査いうんですか、判定をまた

お願いしたいなというふうに思います。

　それから、ケアプランの件なんですけ

ども、もともとこの４，３５０円という

介護保険料を算定する折に、この第３次

の目標として１．７％の介護予防効果を

ねらっているというようなこともござい

まして、そういう意味からすれば、実質

収支額、８，９００万円ということを、

数字のみを見れば、１．７％以上の効果

が今のところ上がっているのかなと、そ

ういうふうに思いますので、今度また第

４次を策定される際には、しっかりと、

ただ単なる支出面だけを見た保険料とい

う算定をするのではなくて、この介護予

防をしっかりとやると、そういう意味を

含めて、この第４次の分につきましても、

また保険料算定ですね、しっかりと見極

めていっていただきたいなと、そういう

ふうに思いますので、よろしくお願いい

たします。

○上村高義委員長　村上委員の質問が終

わりました。

　ほかにありませんか。

　川口委員。

○川口純子委員　「保険あって介護なし」、

これが介護保険の最初からの問題点とい

うことで言われておりました。今回、こ

の見直しの件で、現場の職員の皆さんは、

本当にいろんな制度がどんどん変わる中

で、一生懸命いろいろやってこられたと

思います。そういう中で、今回、この介

護保険については、多くの自治体で黒字

というか、給付費が抑えられたというこ

とで、一般新聞でも自治体の６割が黒字

になっていると、介護保険料余りぎみと

いうふうに報道しておりました。

　そんな中で保険料の減免であるとか、

利用料の減免をしている自治体もありま

す。来年の第４期になるんですかね、こ

れに向けて、やはり今ずっと質問が出て

ましたけれども、保険料や利用料も、や

はり減免についてももっと抜本的にやっ

ていくべきではないかと。

　それは先ほどからずっとお話ししてま

すように、年金の中からどんどん天引き

になるという、こういう事態の中で、認

定は受けたけれども、利用を抑えざるを

得ないという、それがやっぱり実態とし

てはあるんではないかなと思うんですね。

それはやっぱり家族介護であったり、子

どもたちの介護であったり、そういうの

にもやっぱり出てきていると思うんです

ね。

　その実態をよくつかんでいただきたい

なと思いますし、この黒字分であるとか、

思い切って保険料をね、決して安くない

ですよね、この保険料ね。大阪府下平均

が第４段階で４，５８５円ですから、摂

津は４，３５０円になります。最初、始

まったときは、北摂で一番安い２，８８

８円でしたか、北摂で一番安い保険料だっ

たと思います。それがもうあっと驚く、

北摂の中で今一番高いぐらいじゃないん

－�75�－



ですか、第４段階で言うとね。

　そうしますと、保険料を取り過ぎたん

ではないかと、そういうような感じもす

るんですね。なおかつ、介護認定の判断

がかなり厳しくなってきたなと、そうい

うふうに思うんです。

　紙おむつの給付ですが、平成１７年に

要介護、それまでは１の人も受けれてた

のに、要介護３に変えられましたね。こ

れは介護認定をされたときに渡される資

料だそうです。ちょっと一部いただいて

きたんですけど、あなたは要支援１と認

定されました。あなたは要支援２と認定

されました。これ基本的な日常生活はほ

ぼ自分で行うことができるが、要介護状

態にならないように、何らかの支援が必

要が要支援１、要支援２は、日常的な生

活を行う能力がわずかに低下し、何らか

の支援が必要は要支援２、要介護１とい

うのは、身だしなみや居室の掃除などの

身の回りの世話に何らかの介助を必要と

する。立ち上がりや片足での立位保持な

どの複雑な動作に何らかの支えを必要と

する。こんなふうに書いてます。

　要介護１ぐらいから紙おむつのパンツ

が要るんですよね、実態としては。トイ

レに間に合わないんです。だからこそ、

それまで紙おむつの給付の制度をやって

こられたんだと思います。横出しサービ

スのような形でね。

　こういう人たちを紙おむつの給付を減

らすということは、どういうことになる

かと言いますと、やはり何回もトイレを

我慢してはるんですね。状態が悪くなる

んですよね。一回紙おむつ、パンツを買

いますと、大体薬局なんかで買うと３，

０００円ぐらいです、やっぱりね。女性

の場合の紙パンツやったら３，０００円

ぐらいです。それがやっぱり２回分ぐら

い買わないと、きれいにしようと思えば

ね。きちんと自立をしていこうと思って、

これ以上悪くならないようにと思って、

一生懸命やろうとしても、要介護１、そ

れから要支援２とのはざまというのは、

本当に余り変わらないんです。あっとい

う間に要介護１にもなる場合もあるし、

元気になる場合もあります。生きている

人間をこういうふうに段階で分けたとい

うことがやっぱり問題だと、私は自分の

親を介護して、やっぱりそう思いますね。

　こういう中で、要介護３からに紙おむ

つをやったということは、やっぱり私は

許せないんですね。

　これは要介護３でも要らない人もいる

んじゃないかなって思ったりもするんで

すが、本当に必要としている人に紙おむ

つの給付ぐらいはやはり補助すべきじゃ

ないかと、そう思うんですよ。それを介

護度で、この介護保険のときに要介護３

からやるなんていうのは、やっぱりこれ

は改善すべきやと思うんですよ。

　要支援１、要介護１の人でもおむつ必

要でない人もいてるかもしれません。人

によって違うんですね。これは本当に大

変な思いして、何とか迷惑かけないよう

に頑張っている、そういう人たちに対し

て、やはり紙おむつの支給の改悪はひど

いなと思っています。これはぜひ介護保

険の中で復活できるんであれば、実態を

ちゃんと見て、ヘルパーさんからもいろ

んな意見聞かれて戻すというか、必要と

している人に給付する、要介護度で割ら

ないと、なかなか難しいとかいろいろな

判断あるかもしれませんけれども、その

ときにはヘルパーの所見があったらいい

とか、幾らでも支援できると思うんです

ね。

　結局はやはり制限されたり、そういう

ことでますます引きこもりになって外出

しない、そういうことにもなっていきま
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すしね、その辺のところは、ぜひ介護保

険のところの紙おむつの給付のことにつ

いては、改善を求めたいと思いますけれ

ども、保険料、利用料の軽減と合わせて、

このことについても検討できませんか。

お答えください。

　それから、介護保険課ですかね、かが

やきプランにかかる意向調査、これやら

れたんですね。調査結果、地域福祉課で

すか。どこで質問したらいいかよくわか

らなく、いろいろ意向を知りたいという

のはわかるんですけれども、項目が多す

ぎて、これも市民の高齢者の人たちの実

態を見てない。もう、やっぱり役所用語

が多くて、ひとり暮らしの８０歳を超え

たおじいさんがアンケート調査に何項目

ありましたか、これ。三十何項目ですよ、

これに答えよというのは、本当にちょっ

と酷な話で、これからもいろんな意向調

査とか実態調べたいから、いろんなこと

をやるのは結構なんですけれども、ひと

りで暮らしておられる８０歳を超えるよ

うな方がそういうのを見たときに、実際、

かがやきプランと言われてもわからない

んです。それ知らないと書きはったらそ

れでいいんだろうけど、私は声を出して、

全部一緒に記入してあげましたわ。びっ

くりしました、３４項目もあるから。

　こういう調査にしても、一生懸命担当

課はいろいろ考えておられると思うんで

すけれども、やはりちょっとやり過ぎる。

もっとシンプルに調査ね、中身とるべき

やないかなと思います。やはりお金かけ

て調査するから、欲張っておられると思

うんですけれども、これが実際にほんま

に全部反映しているとはやっぱり思えな

いんです、実態を知っているから。聞き

取ってやった調査の内容もあるかもしれ

ませんけれども、このことについてはや

はり、また今後、これがやっぱりいろい

ろ参考になっていくものですから、これ

だけでちょっと難しいんじゃないですか

ということもぜひ申し上げておきたいと

思います。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　まず、紙おむつ

の給付の件でございますが、先ほど大澤

委員のご質問もございましたけれども、

平成１８年度から介護保険制度の改正に

伴いまして、これまでの国の補助金制度

が廃止されまして、紙おむつにつきまし

ても、基本的には介護保険制度の地域支

援事業で対応していくと。その枠内で実

施できない場合は、市単独事業にならざ

るを得ないと、そういう状況でございま

す。

　この状況を受けまして、平成１８年度

から対象者をこれまでの要介護認定を受

けておられる方から、要介護度３以上の

方にする一方で、これまで一律年間３万

６，０００円分の支給でありましたのを、

市民税非課税世帯につきましては、年間

７万５，０００円分に拡充したところで

ございます。

　委員のご指摘どおり、要介護度３に満

たない方の中にも、紙おむつを必要とさ

れる方がおられるということについては

承知いたしておりますけれども、限られ

た財源の中で、紙おむつの使用枚数が相

対的に多く、介護保険のサービス利用料

の負担も相対的に大きくなると想定され

ます介護度の高い重度の方で、かつ低所

得の方にサービスを厚くするという観点

から、制度変更をしたものでございます

ので、ご理解をいただきたいと思います。

　それから、今の意向調査、２点目のか

がやきプランの意向調査の件につきまし

ては、委員ご指摘の点につきましては、

我々も常に書いていただく、実際にアン

ケートに答えていただく方のことを頭に
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浮かべながら、内部でいろいろ検討はし

ているつもりではございますけども、や

はりこれまでの何回かのかがやきプラン

の策定の中で実施してまいりました調査

との連続性とか、そういった観点から、

どうしてもああいったような形になる部

分もございます。しかし、確かにご指摘

のとおり、実際に介護保険料を払ってい

ただいたり、あるいはサービスを受けて

いただいている方の実際の声が反映され

た調査結果にならなければならないとい

うことでございますので、このあたりに

つきましては、今後、また調査すること

もあると思いますので、十分に検討して

まいりたいと思います。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　紙おむつの件ですけど

も、生きている人間を一部介助が必要、

全面介助が必要と、そういう中で紙おむ

つの回数が多い人と言いますけれども、

寝たきりの方が多いかどうかいうのは、

ちょっとわからないんですよ。かえって、

まだ何とか自力で少しでも動こうとして

おられる人の方が間に合わずに汚してし

まうということも結構多いんです。全面

介助になりますと、介助者がいますから、

そうでなくて、一人で何とか頑張ってい

こうとしておられる方たちとか、そうい

う方たちも、決して裕福ではありません。

やはり少ない年金の中で暮らしておられ

ます。そういう人が、やはり要介護度が

要支援１、２なんか、要介護１なんか、

そういうはざまで頑張っているのを支援

するというのは、介護予防のやっぱり一

つだと思うんですね。そういうことにつ

いて、やはりぜひ心を配っていただきた

いなと思います。

　低所得の方へのものを厚くしたと、そ

ういうふうにおっしゃいますけれども、

ぜひこの介護保険の中身そのものについ

て、もう一回ヘルパーさんであるとか、

地域包括の皆さん、本当に頑張っていた

だいていると思いますけれども、そうい

う人たちの声を聞いていただいて、やは

り独自のサービスというのをやるべきで

はないかなと、そういう中で全体の民生

費の予算もふやしていただきたいと強く

要望しておきたいと思います。

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後５時２７分　休憩）

（午後５時２９分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　討論なしと認め、採

決をします。

　認定第１号所管分について、認定する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　　賛成多数。よって、

本件は認定すべきものと決定しました。

　認定第３号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　　賛成多数。よって、

本件は認定すべきものと決定しました。

　認定第４号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　　賛成多数。よって、

本件は認定すべきものと決定しました。

　認定第７号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　　全員賛成。よって、

本件は認定すべきものと決定しました。

　認定第８号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。
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（挙手する者あり）

○上村高義委員長　　賛成多数。よって、

本件は認定すべきものと決定しました。

　これで本委員会を閉会します。

　ご苦労さんでございました。

（午後５時３１分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

民生常任委員長
 上 村 高 義

民生常任委員 
 川 口 純 子

－�79�－


